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我が国の公共事業分野において「費用対効果分析」という語が用いられることがある。これは、狭義の費用便益分
析の結果に加えて、貨幣価値以外で表示された業綱指標や定性的要因も総合的に考慮して判断するため、評価システ
ム全体としては「費用対効果分析」と呼ばれているものである。ただし、学術的には、むしろ「費用効果分析」とい
う語の方が一般に用いられる。ここでは、貨幣価値以外の数値指標も単一の式の中に取り込まれているものを「費用
（１）
効果分析」、費用も便益も全て批幣価値で把握された上で比較されるものを「費用便益分析」と呼ぶことにする。
ここで、費用便益分析によって叶算された数値をどのように解釈するのかが問題となった。
川辺川利水決定取消舗求事件（熊本地判平一二・九・八）は、「費用対効果の要件を充足しているのかどうかの判
断は、．：専門技術的なものとならざるを得ず、また、効用及び費用の算出方法等について法は何らの定めも囮い
ていないことにもかんがみれば、行政庁の広範な裁趾に任されているものといわざるを得ない。したがって、裁判所
は、この点に関する行政庁の判断が効用及び費用の算出過程に看過し難い誤りがあるとか判断方法が社会通念上著し
く妥当を欠くなどその裁量権の範囲を超え又はその濫用があったと認められる場合に限って違法と判断すべきものと
い
う
べ
き
で
あ
る
。
．
：
被
告
は
、
本
件
変
更
計
画
を
決
定
す
る
に
当
た
り
、
。
：
本
件
事
業
全
体
で
一
・
○
○
と
な
り
、
．
：
被告の費用対効果の判断が効用及び費用の算出過程に稻過し難い誤りがあるとか判断方法が社会通念上著しく妥当を
（２）
欠くとまではいえず、裁避樋の逸脱又は濫用があったということはできない。」と判一示した。
同事件（福岡高判平一五・五・一六）は、「国営土地改良事業の変更計画である本件変更計画については、法八条
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四項の適用ないし準用はなく、事業の必要性及び費用対効果はいずれもその要件で煙哩・」と判示した。
永源寺第一一ダム事業計画決定等取梢請求事件（大津地判平一四・一○・一一八）は、「行政庁の行った経済効果の測
定が社会通念上又は叶算上著しく妥当性を欠いていて、行政庁に数通梅を付与した目的を逸脱したもので、行政庁の
要件充足についての判断がその裁量権を濫用してなされたと認められる事情が存しない限り、その判断裁量の範囲内
にあるものとして、当該土地改良事業は経済性の要件を充足するものと解すべきである。・・・「土地改良事業にお
ける経済効果の測定方法について」（昭和六○年七月一日付け六○櫛改Ｃ第六八八号農林水産省櫛造改善局通達。以
下「測定方法通連」という。）に従い、．：本件事業の投資効率は一・○四であって、経済効果が実施費用を上回
（４）
っているものと認め・りれるのであるから、本件事業計画は経済性の要件を充足するものと認められる。」と判一示した。
同事件（大阪高判平一七・一二・八）は、「本件決定は、．：本件設計基準で定められた極めて重要な調査であ
る
前
記
各
調
鉦
を
欠
い
た
ま
ま
の
全
体
実
施
設
計
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
．
：
本
件
設
計
基
地
は、。：解脱部分も通運と実質的に一体となるものとして決定されたことが明らかである。．：科学的に検証さ
れ、令二条所定の基本的な要件である経済性の要件については、．：各通達による投資効率が一・○○以上となる
か否かによって審査されることになる。そうすると、合理的な理由がないのに本件設計基単で定められた極めて重要
な調盃を省略するなどして手続を進めた場合には、．：手続が適正でないとの評価を受け得ることもあるものとい
（５）
うべきである。：・法令上要荊される専門家としての必要な調査・報告を欠いたというべきである。・・・各決定
（６）
も違法であって、取消しを免れない。」と判一不した。
やんぱるの森広域基幹林道開設工事損害賠償等讃求住民訴訟事件（那覇地判平一五・六・六）は、「林業基本法は、
基本法という名称の示すとおり、一般的な指針を定めたものにすぎず、同条項が、原告らの主張するような環境影櫻
公共亦柔般判の研究（三）（一行殿珊件祖）（田畑）
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評価鯛査や斑田螺対効果分析、総合的なアセスメントを実施することなどの具体的行為を義務付けているいるとはいえ
ない・・・普通地方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、最少の経賀で般大の効果を上げるようにしなけ
ればならず（地方自治法二条一四項）、地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要かつ股少の限度を超
え
て
支
出
し
て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（
地
方
財
政
法
四
条
一
項
）
か
ら
、
こ
れ
ら
規
定
に
抵
触
す
る
経
費
の
支
出
は
進
法
と
評
価
され得るものである。。：本件郵業に起因する法面や路同の崩域等による維持修繕費用の支出の点を考慰しても、
本
件
事
業
が
必
要
性
や
経
済
的
合
理
性
を
著
し
く
欠
き
、
そ
の
た
め
の
経
費
の
支
出
が
事
業
の
目
的
、
効
果
と
の
間
の
均
衡
を
著
し
く
欠
（７）
くとまでは認め、じれない。」と判示した。
同
駆
件
（
福
岡
高
那
剛
支
判
平
一
六
・
一
○
・
一
四
）
は
、
「
経
費
の
支
出
に
お
い
て
、
目
的
に
従
っ
た
股
大
効
果
を
達
成
す
る
た
め
に
何
を
も
っ
て
必
要
か
つ
最
少
の
限
匹
と
い
う
べ
き
か
は
、
当
該
事
務
な
い
し
醜
業
の
目
的
、
当
咳
経
費
の
額
、
経
済
状
況
等
の
猪
珈
倒
の下において、社会通念に従って決定されるべきものであるから、・・・本件事業に起因する法面や路肩の崩壊等に
よる維持修繕費用の支出の点を考慮しても、本件事業が必要性や経済的合理性を著しく欠き、そのための経費の支出
（８）
が巫鶏米の目的、効果との間の均衡を著しく欠くとまでは認められない。」と判示した。
圏央逝あきる野ＩＣ・代執行手続執行停止申立・代執行手続謂求停止申立事件（市杢泉地判平一五・一○・一一｜）は、
「相手方らの主張する損失は、．：その算定の対象は、コスト換算可能とされる走行時間短縮、走行経費減少及び
交通事故減少にかかる便益のみであって、その算出に際しては、具体的に算定可能な事業費及び維持管理費などは考
慮されているものの・・・本件区間が郵業計画どおりに進行し、走行時間が短縮され、走行経費及び交通耶故が減少
す
る
と
い
う
将
来
の
理
想
的
な
仮
定
の
下
に
算
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
．
：
こ
の
よ
う
な
値
を
そ
の
ま
ま
取
り
入
れ
る
こ
と
ば
で
（９）
きないというべきである。」と判一示した。
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同耶件（東京高判平一八・一一・二三）は、「徴用便益分析の結果は、．：圏央道整備による便益として
は、：．走行時間短縮便益が七、○四一憾円、走行経費減少便益が七二一’一億円、交通駆故減少便益が一一一一一二億円、
合計八、○九五億円であり、．：駆業賀が三、四八七億円、維持管理賀が一五八憾円、合計三、六四五億円であっ
て、前者を後者で除した費用便益比（ＣＢＲ）は二・二であるとされていることが認められる。そして、この費用便
公共巾業裁判の研究（一一一）（行政耶件田）（田畑）
一一一一一
と判示した。
圏央道あきる野ＩＣ事業認定・収容裁決取消講求事件（東京地判平一六・四・二二）は、「本件事業認定申請書に
おいては、。：費用便益分析マニュアル（案）に従い本件事業区間の費用分析を行った結果として、基準年度（平
成一一年度）において得られる便益の額は合計八、○九五億円とされ、他方、費用については、合計三、六四五億円
とされ、その繕果、本件事業の施行によって高度の便益が生じるものと評価されている。しかし、上記分析は、もと
もと本件醜業が耶業として採算性があるものかどうかを分析したものではなく、そうした点を分析した資料は見当た
らない。．：得られるであろう積極的な価値のみに注目しており、本件事業を施行することによって生じる周辺環
境への影響、それを般小限度にとどめるために必要とされる対策費などの負の側面については一切考璽されていない
ことなどに照らすと、このような数値を前提として本件事業によって多大な便益が生じるものと判断することはおよ（皿）
そ不合理であって、上記の点を捨象してこのような数値を前提に判断を進めることは許されないというべきである。」
と
は
で
き
な
い
し
、
そ
の
何
あるから、これが推計通
（⑪）
できない。」と判一示した。
同耶件（東京高判平一五・一二・二五）は、「得べかりし便益であるからといって、これを無視ないし軽視するこ
はできないし、その便益の金額も相応の根拠の下に経済的利益として年間約三七億円を超えると推計された６ので
るから、これが推計通り得られるかはともかく、無視ないし軽視することはできない経済的利益があることは否定
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一一四
益
分
析
は
、
．
：
「
費
用
便
益
分
析
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
」
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
：
．
そ
の
分
析
手
法
に
特
に
不
（吃）
〈亘理な点はみられない。」と判示した。
回
央
逝
事
業
浬
定
・
収
用
裁
決
取
消
舗
求
事
件
（
東
京
地
判
平
一
七
・
五
・
三
一
）
は
、
「
本
件
賀
用
便
益
分
析
に
当
た
っ
て
は
、
：
・
マ
一
一
ニ
ァ
ル
に
従
い
、
：
．
ま
ず
、
便
益
に
つ
い
て
は
、
基
単
年
（
平
成
一
一
年
度
）
に
お
け
る
走
行
時
間
短
縮
便
益
、
走行経費減少便益及び交通事故減少便益は、それぞれ七、○四一億円、七二三億円、一一一一一一一億円と算出され、その合
計
額
は
、
八
、
○
九
五
値
円
と
な
っ
た
。
次
に
、
斑
用
に
つ
い
て
は
、
埜
単
年
（
平
成
二
年
度
）
に
お
け
る
駆
業
費
及
び
維
崔
璽
官
理
凹
は
、
そ
れ
ぞ
れ
三
、
四
八
七
値
円
、
’
五
八
値
円
と
算
定
さ
れ
、
そ
の
合
計
額
は
、
三
、
六
四
五
値
円
と
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
費
用
便
（旧）
益比（Ｂ／Ｃ）は、一一・一一と算定された。」と判示した。
同
頸
件
（
東
京
高
判
平
二
○
・
六
・
’
九
）
は
、
「
本
件
囲
央
迦
班
業
区
間
の
賀
用
便
益
分
析
は
、
マ
ー
ー
ュ
ァ
ル
に
基
づ
い
て
行
っ
た
（Ⅱ）
ものであり、その方法が相当でないということはできない。」と判一示した。
仙
台
市
高
速
鉄
道
醜
業
公
金
支
出
差
止
謂
求
事
件
（
仙
台
地
判
平
一
八
・
三
・
三
○
）
は
、
「
仙
台
市
の
需
要
予
測
（
｜
日
当
た
り
の
乗
車
人
数
一
一
九
、
○
○
○
人
）
、
建
設
趾
見
祇
（
一
ｍ
当
た
り
一
九
○
億
円
）
は
、
い
ず
れ
も
合
理
性
が
縄
め
ら
れ
る
・
・
・
整
備
後
三
○
年
間
の
費
用
便
益
比
は
一
・
’
○
と
な
り
、
．
：
本
件
事
業
を
実
施
す
る
か
否
か
は
、
被
告
市
長
が
ま
さ
に
社
会
的
、
政
策
的
又
は
経
済
的
な
諸
要
素
を
総
合
考
慮
し
て
決
す
べ
き
政
治
的
判
断
と
い
こ
と
が
で
き
、
議
会
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
下
で
の
被
告
市
長
の
広
い
（脂）
裁量に蚕ね．じれている。」と判一示した。
同事件（仙台高判平一九・’○・三○）は、「本件許可申請の需要予測及び建設費見積りに不合理とまでいうべき
点
は
存
在
し
な
い
と
こ
ろ
、
．
：
費
用
便
益
比
も
原
判
決
説
示
の
と
お
り
一
・
一
○
と
な
る
の
で
あ
っ
て
、
鉄
道
事
業
法
五
条
一
項
一
号、地方公営企業法一七条の二第二項、地方自治法二条一四宿璃地方財政法二条一項、四条一項に違反するものでな
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行政過程における政策、施策、計画、行政処分の各段階において、公益性、公共性を分析するために、法目的の観
点から代替案の検討をし、比較評価することは法目的合理性確保のための必要要件といえる。これは実質的な法治主
（旧）
鍵を担保する手法ともい》える。
（旧）
ここで、行政処分や行政計画において代替案の〈亘理性が問題となった。
蜂の巣城事業認定無効確認請求事件（東京地判昭三八・九・’七）は、「ダムサイトの選定といった事柄は所管行
政庁の裁量に親しむ余地の大きいことがらである：．本件事業計画が土地収用法第二○条、第三、四号の要件を欠
（鋤）
いているものとする原告等の非難は、右の趣定を不当とするかぎりにおいて失当である。」と判一不した。
日光太郎杉事業認定・土地収用裁決等取消請求事件（宇都宮地判昭四四・四・九、東京高判昭四八・七・一三）は、
「道路というものは、人間がその必要に応じて、自らの創造力によって建設するものであるから、原則として、「費用
と時間」をかけることによって、「何時でも何処にでも」これを建設することが可能であり、従って、それは代替性
を
有
し
て
い
る
と
い
え
る
。
：
・
股
も
駆
業
費
を
要
す
る
の
は
一
三
・
五
一
億
円
．
：
本
件
鞭
業
計
画
案
（
Ａ
案
）
以
外
に
、
本
件
公
共
耶
魏
銭
判
の
研
究
（
三
）
（
汗
故
耶
件
抵
）
（
田
畑
）
一一五
（肥）
く、この点の仙台市の判断に専門技術的裁量、行政裁量の逸脱はないものというべきである。」と判一示した。
圏央道事業認定・裁決取消謂求駆件（東京地判平二二・九・一）は、「費用便益分析が実施されていることが同法
に基づく醜業の聰定の要件であると解すべき法令上の根拠は見当たらないし、また、平成一五年八月マーーニアルによ
る費用便益分析の結果である費用便益比が一定の数値を下回ることをもって、当該事業が同条三号及び四号の要件に
（Ⅳ）
該当しないものであると解すべき法令上の根拠も見当たらない。」と判一不した。
２
代
替
案
検
肘
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三井寺バイパス事業認定等取消請求事件（大津地判昭五八・一一・二八）は、「法二○条四号の公益性に関する判
断
は
．
：
自
由
裁
皿
に
属
す
る
．
：
裁
趾
権
の
瞼
越
ま
た
は
濫
用
が
あ
る
と
翅
め
ら
れ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
．
：
判
断
過
程
お
よ
びそこで考慮された判断資料、判断要素に社会通念上著しく妥当を欠く点があるか否かを検討して行う・・・Ａルー
トは、原告寺域を外し、・・・トンネル延長が本件ルートより五○○ｍ長くなり、トンネル内には曲線半径（道路轍
造令一五条参照）七○○ｍのカーブが入るため、本件ルートより危険性が高い・・・、Ｂルートは、原告寺域を外
し、。：トンネル延長が本件ルートより三○○ｍ長くなり、トンネル内に曲線半径五○○ｍのカーブが入ることは
本
件
ル
ー
ト
と
同
じ
で
あ
る
が
、
そ
れ
が
Ｓ
字
型
に
入
っ
て
き
、
同
時
に
そ
こ
に
縦
断
勾
配
の
．
：
頂
点
が
入
っ
て
く
る
た
め
、
視
距
が短くなって非常に見通しが悪く本件ルートより危険性が高い．：起業者建設大臣の以上の判断過程およびそこで
考慮された判断資料、判断要素をみると、起業者建設大臣はＡ、Ｂ各ルートを排するにあたり専ら工事費用、工期、
工駆の難易、車両の走行の安全性等の技術的、経済的耶項およびＡ、Ｂ各ルートに供される土地が失う利益を考慮し
たにすぎず、原告寺域の有する宗教的文化的価値については全く考慮しなかったことが窺われる。．：被告建設大
臣がＡ、Ｂ各ルートの代替案の存在にもかかわらずなお本件各土地を収用または使用する公益上の必要があるものと
した判断に裁量権の蹟越または濫用があるとの事実を認めるに足りる証拠はないから、本件事業認定には法二○条四
（狸）
号に迎背する違法はないというべきである。」と判一示した。
成田空港駆業認定処分等取消鋼求事件（東京地判昭五九・七・六、東京高判平四・一○・二三）は、「収用法はも
とより同法施行規則等にも事業認定の申請に当たり起業者に対して他の適地の有無に関して資料の提出を義務付ける
法
学
志
林
鯏
二
○
巻
第
二
号
一一｛〈
（則》
道路がかか》えている交通駆慨を解消する適当な方法（代替性）が他にないとは必ずしもいえないのである。」と判示
した。
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東
北
自
動
車
道
事
業
認
定
・
土
地
収
用
裁
決
等
取
消
識
求
事
件
（
秋
田
地
判
平
八
・
八
・
九
）
は
、
「
代
替
案
と
の
比
較
検
討
は、：．土地収用法その他の関係法令には、・・・法的義務はない。したがって、被告建股大臣が本件ルートと前
（別）
ルートとの比較検討を行わなかったことをもって直ちに本件耶業認定を述法とすることはできない。本件ルートは、
最小平面曲線半径が一、三○○ｍであるのに対して、想定ルートでは、同数値が一、○○○ｍと、曲線がややきつく
なる。一○○ｍ／ｈの場合の最小曲線半径の一般値が七○○ｍであるから、想定ルートの最小平面曲線半径でも、一
○○ｍ／ｈに対応できるといえるが、高速道路という道路の性質からは、できるだけ直線に近い線形をとるのが通行
車両の安全の見地から望ましい。・・・失われる土地の利益、適跡等の社会的文化的価値、交通の安全性、工甑の難
易、耶業費用等の社会的・技術的・経済的諸駆柵等を総合的に比較検肘したとしても、本件ルートは、想定ルートと
（班）
比較して特段劣っているということはできないから、不合理なルートであるということはできない。」と判一示した。
小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求事件（東京地判平一一一一・一○・三）は、「事業鉦の比較においては、
地下化の場合の投資額が一、三七七億円となるのに対し、高架化の場合には二、○三八億円となるという意見も出さ
公共耶雄鮫判の研究（三）（行政願件倒）（田畑）
二
七
（酉）
法とされる。」と判一水、した。
規定はなく、またある事業の適地として複数の適地が存在しうる場合に、事業認定庁が独自の案に基づきすべての適
地と申請に係る起業地との優劣関係を判定することまで要求されているとは解しえないから、原告らの主張する股適
地法則なるものは、収用法二○条三号、特措法七条三号の要件ではない．：事業認定申請等から代替案
のある
こと
が
判
明
し
て
．
：
当
該
耶
業
計
画
案
と
代
替
案
と
の
優
劣
の
審
査
に
当
た
っ
て
は
、
．
：
性
質
上
必
然
的
に
政
策
的
又
は
専
門
技
術
的な判断を伴うものであるから、より広い裁丑の余地があるものというべく、代替案の方が駆業叶画案より著しく優
れていて、駆業認定庁の判断が社会通念上著しく不相当であると認められる場合にのみ裁量の逸脱又は濫用があり遮
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同
事
件
（
股
（
｜
小
）
判
平
一
八
・
一
一
・
二
）
は
、
「
被
上
告
参
加
人
は
、
．
：
環
境
へ
の
影
響
を
比
較
し
な
い
ま
ま
、
本
件
高
架
式
が
優
れ
て
い
る
と
評
価
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
・
・
・
平
成
五
年
決
定
が
、
そ
の
判
断
の
過
程
に
お
い
て
考
直
す
べ
き
耶
悩
を
考
慰
し
な
か
っ
た
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
：
．
本
件
区
間
の
榔
造
に
つ
い
て
三
つ
の
方
式
の
比
較
検
討
を
し
た
際
、
既
に
取
得
し
た
用
地
の
取
得
費
や
鉄
道
事
業
者
の
受
益
分
を
考
慮
せ
ず
に
事
業
費
を
算
定
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
の
よ
う
な
算
定
方
法
は
、
当
咳
都
市
計
画
の
実
現
の
た
め
に
今
後
必
要
と
な
る
支
出
額
を
予
測
す
る
も
の
と
し
て
、
合
理
性
を
有
す
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
・
・
・
平成五年決定が本件高架式を採用した点において裁量樋の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となると
（釦）
いうことはできないから、これを基礎としてされた本件鉄道事業認可が違法となるということもできない。」と判示
同
事
件
（
東
京
高
判
平
一
五
・
一
二
・
一
八
）
は
、
「
参
加
人
が
、
事
業
費
に
つ
い
て
、
本
件
高
架
式
が
約
一
、
九
○
○
億
円
で
あ
る
のに対し、地下式は、約一一一、○○○億円（二線二層方式の場合）、ないし約三、六○○億円（一線四厨開削方式の場
合
）
で
あ
り
、
事
業
的
条
件
に
お
い
て
、
本
件
高
架
式
が
地
下
式
よ
り
の
優
位
に
立
つ
と
し
た
。
さ
ら
に
、
本
件
高
架
式
は
、
嵩
上
式
（配）
（
｜
部
掘
割
式
）
と
地
下
式
の
併
用
と
の
関
係
で
も
、
一
二
つ
の
比
較
条
件
に
お
い
て
優
位
に
立
つ
と
判
断
し
た
：
．
原
審
原
告
ら
が
叩
（酌）
業
費
に
係
る
参
加
人
の
判
断
に
は
考
慮
要
素
の
欠
落
、
判
断
内
容
の
過
誤
が
あ
る
と
す
る
点
は
、
い
ず
れ
も
理
由
が
な
い
。
」
と
判
一
示
し
（幻）
誤りがある。」と判一水□した。
法
学
志
林
第
二
○
巻
節
二
号
一一八
れ、算定の方法にもよるが、現在の鉄道敷きの有聰効利用を含めて考えた場合、地下式の方が経済的に有利となること
（鰯）
も
あ
り
得
る
と
い
う
示
唆
が
あ
り
、
．
：
よ
り
弧
重
な
検
討
す
れ
ば
、
辮
菜
費
の
点
に
つ
い
て
高
架
式
と
地
下
式
の
い
ず
れ
が
優
れ
て
い
る
か
の
結
論
が
逆
転
し
又
は
そ
の
差
が
か
な
り
小
さ
い
も
の
と
な
る
可
能
性
が
十
分
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
点
に
つ
い
て
の
充
分
な
検
肘
を
経
な
い
ま
ま
高
架
式
が
圧
倒
的
に
有
利
で
あ
る
と
の
前
提
で
検
討
を
行
っ
た
点
で
鞭
業
的
条
件
の
判
断
内
容
に
も
著
し
い
た
◎
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徳山ダム事業認定取梢請求事件（岐阜地判平一五・一二・二六、名古屋高判平一八・七・六）は、「揖斐川の治水
対策の代替案については、徳山ダムを造らずに、その分河道の計画高水流量を増大させる案として、：．｜一一つの案
が
考
え
ら
れ
る
．
：
引
堤
案
：
・
堤
防
嵩
上
げ
案
：
．
河
床
掘
削
地
大
案
．
：
三
案
い
ず
れ
も
揖
斐
川
の
流
域
の
現
状
か
ら
す
ると、社会経済的に影轡が大きく、現実性がない。・・・徳山ダム延股と河道改修による現在の揖斐川の治水計画は、
（鋤）
他の考え得る代替案と比較しても最も合理的なものと認められる。」と判一示した。
圏央道あきる野ＩＣ事業認定・収容裁決取消謂求事件（東京地判平一六・四・二二）は、「土地収用法その他の関
係法令に、起業者に代替案の提示を義務づけるような規定や事業認定庁自らが代替案を設定し検討すべきことを義務
づけるような規定は存在しないが、：・代替案の検討を行わなくとも、当咳事業計画の合理性が優に認められると
いえるだけの耶燗があればともかく、そうした耶悩が存在しないにもかかわらず、代替案の検肘を何ら行わずに駆業
認定がなされた場合は、不十分な審査態度であって、駆業認定庁に与えられた裁量を逸脱する疑いを生じさせるとい
うべきであり、本件事業については、これまで述べてきたところから明らかなように、公益性、必要性について合理
的な説明がなされていない部分が多々見受けられるのであるから、およそ事業計画の合理性が優に認められる場合に
該当するものではない。そうすると、本件耶業について、代替案の検肘を行っていないことについては、十分な審査
が行われていないとの誹りを免れないというべきであって、般低限あきる野インターチニンジを股歴しないことを前
（型）
提とした場合いかなるルートが妥当かという観点から代替案の検討は必要不可欠であったと蝿め．じれる。」と判示し
尤
○
した。栗東市起債差止謂求事件（大津地判平一八・九・二五）は、「本件においても、仮線工法のほかに、高架橋（跨道
公共斑議判の研究（三）（行政耶件期）（田畑）
二
九
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学
志
林
節
二
ｏ
巻
第
二
号
一二○
機）又は地下逆の建設により施工するという複数の工法が考えられる。・・・仮線工駆賀は、被告が本件迦路遮隅工
事に必要と主張する部分に限っても八六・九九憧円と、本来の目的である道路の工醐劃に比してあまりに巨額であ
（麺）
り、・・・他の工法と比較して経済的合理性を欠くものといわざるを得ない。」と判示した。
同噸件（大阪高判平一九・三二）は、「本件新幹線仮線工事は、新駅駅舎の建股工率についての稠査会社への業
務萎託において仮線工法が適切と結鎗づけられ、．：道路埜綱工駆の工法（活線工法、仮線工法のいずれを採用す
るか）を、経済的合理性や技術的可能性の見地から検討したとは認められず、。：本件道路拡幅工事が仮線工事の
関辿工事という態様であっても、その逆ではない。・・・したがって、仮線工事は、本件道路拡幅工事のためのもの
と灘められないから、本件起償は法五条五号の通路の建設螂漿賀の財源とする鰯合に咳当せず、その全体が法五条に
（酬）
連反するというべきである。」と判一不した。
鞆の浦埋立免許差止請求事件（広島地判平二一・一○二）は、「埋立架橋案と山側トンネル案との道路整備効果
を比較する場合、．：拡幅等工事未了区間の交通混雑解消という効果の点で、埋立架橋案の法が優れているとはい
えるけれども、山側トンネル案であっても、．：上記係莅性の程度は、鞆の景観の保全を蝿極にしてまでもしなけ
（誼》
ればな言わないものであるかについては、大きな疑問が残るというべきである。」と判示した。
静岡空港醜業認定取消請求頭件（静岡地判平二二・三・一八）は、「静岡空港の建設地の選定については、前記認
定のとおり、静岡空港建設検討専門委員会において他の二案と比較検討した上で、榛原（島田）地区に関して、ＩＬ
Ｓを利用した識陸の進入方向が東側からのみに限られること、土工量、工事費が他案と比較し高くなることなども勘
案された上で決定されており、また、適法性の砿定している静岡空港設腫許可処分が行われる際にもその合理性は砿
（麺）
認されているのであるから、静岡空港建設地の選定が不合理であったと解することはできない。」と判一示した。
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３
需
要
予
測
解決すべき行政課題があり、それを実現するために行政事実を調査し、それに適した行政形式として、行政立法、
行政計画、行政処分の判断形成をするとき、二つの予測と評価が必要となる。まず、調査した行政事実、例えば、人
口が年々地加又は減少しているとか、車両交通が年々増加し、交通渋滞が激しくなっているとかの鞭実に対し、将来
は、どのように変化するのか、対策を識じなければ公共性にどのような障害を生じるかを予測、評価する場合である。
次に、前述の予測評価に基づき対策として、法に基づき、行政計画や行政処分、行政事業等の案もしくは代替案考え
た場合、それぞれの案が実施されればどのような効果を上げるかについて予測評価する場合である。以上の二点の予
（訂）
測呼価が不〈ロ理であった場合、その行政行為形式は違法となる。
こ
こ
で
、
需
要
予
測
の
合
理
性
が
問
題
と
な
っ
た
。
下水道土地収用裁決取消等荊求事件（名古屋地判平五・二・二五）は、「当時、平面的に広がっている区域の中で、
どれくらいの大きさの下水道処理プラントをどこにいくつくらい建てれば全体として股も合理的かという点について
は、工学的な手法で決める方法が確立されておらず、本件では経済的な指標によって右の最適化計算をしたが、結果
的には一○億円台の数値の大小で順位を決めることとなり、右計算は現実的には余り意味のあるものではなかっ
た。．：右計算の前提条件にはその性質上多くの不碗定な要素が含まれている：．股適肘画を工学的に決定する
手法は確立されておらず、：・本件調査報告における最適計画の選択は、：．｜応の合理性を肯定することがで
（釦）
きないではない。」と判一示した。
同事件（名古屋高判平九・四・三○）は、「本件調査報告における最適計画の決定に至る経過は、前認定（原判決
公共駆柔鍛判の研究（一一一）（行政、件鱈）（田畑）
一一一一
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引用）のとおりであるところ、・・・最適計画の決定に至る経過には一応の合理性が翅められろのであって、右論理
（鋤）
的な不整合があるからといって本件都市計画を違法とまでいうことはできない。」と判一示した。
二風谷ダム樋利取得裁決及び明渡裁決取消鮒求砺件（刺繍地判平九・三・二七）は、「原告らは、本件醜業腿定当
時、苫東基本計画が頓挫していたとし、二五万㎡／日もの工業用水は必要ない旨主張する。．：しかし、北海道は、
本件事業認定時において、．：二五万㎡／日の工業用水の供給について、変更を求めていなかったことが認められ
るから爾盾警らの右主張は、採用しない。：．北海道開発庁は、平成四年一○月一一日、苫東基地の将器慨を工業都
市から生活・文化、レジャー機能を有する複合都市にすることなどを要旨とする調査報告書を作成したこと、北海道
は、平成七年八月、苫東基本計画を見直したことが認められるが、これらの事実は事業認定時点以後の事情であり、
（⑩）
本件晒畿へ蝿定の適否の判断に影孵を与壹えるものではない。」と判示した。
相模大堰建設費用差止等請求事件（横浜地判平一三・二・一一八）は、「水需要予測という確定値が定まらない事項
を対象とする判断であること、水需要に変化が生じてきたといっても上昇の傾向が弱まったという程度でありこれに
対する必要性が消失したということではないこと、そのため本件醐業を完成させることは、過大かどうかを別とすれ
（細）
ば曲がいなりにも成果が得られること、．：裁湿梅濫用の違法の非難は免れる。」と判一示した。
都市計画道路区域内建築不許可処分取消請求事件（静岡地判平一五・二・二七）は、「道路網計画は、伊東市の
将準小人口の推計を、昭和四五年から平成二年までの推移に基づいて、人口及び就業人口の双方のトレンド分析（三Ⅷ
類の分析法を用いている）を行い、この結果に上位計画フレームとの整合を図って、将来人口を設定するという手法
で行っている。．：道路網計画は、その策定根拠となった数値、例えば伊東大仁線に関する発生集中交通量の推計
（枢）
などにやや憾亜さを欠くとい》える部分があるが、全体としては明白な誤認、著しい不合理な判断はない。」と判示し
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同事件（東京高判平一七二○・二○）は、「被控訴人が本件変更決定をするに当たって勘案した土地利用、交通
等の現状及び将来の見通しは、都市計画に関する基礎調査の結果が客観性、実証性を欠くものであったために合理性
（⑬）
を欠くものであったといわざるを得ない。」と判一示した。
徳山ダム駆業認定取消舗求駆件（岐阜地判平一五・一二・二六）は、「水資源開発施設の叶画を進めるに当たって
は、長期的、先行的な観点から整備する必要があるとともに、自然を対象とすることから予測を超える事態が生ずる
ことも想定して、予測と実際が異なったときにも支障を生じないだけの余裕を見込む必要がある。すなわち、水不足
（帆）
の事態を生ずるよりは。余剰の水がある事態の方が政策として安全かつ妥当である。」と判一示した。
同駆件（名古屋高判平一八・七・六）は、「水資源開発施設の建設は、将来の経済、社会の発展にも対応すること
ができるよう、先行的に開発を進めることが必要であると認められるから、その結果、水資源開発施投が完成し供用
を開始された後の特定の時点において、水の需要遜と供給鉦に差が生じるのはやむを得ない現象であり、そのことか
（幅）
ら、当然に水資源開発の前提となった水需要予測が誤りであるということはできない。」と判一示した。
圏央道あきる野ＩＣ事業認定・収容裁決取消鋼求事件（東京地判平一六・四・二二）は、「あきる野インターチェ
ンジの投腿叶画は、要するところ、現在供用が開始されている日の出インターチェンジでは対応しきれない交通通が
発生することに尽きると思われるが、日の出インターチェンジの予測交通趾に差異が生じていること．：そのよう
（燗）
な予測が正当なものであるかど一つかについては疑問が生じざるを得ない。」と判一示した。
同事件（東京高判平一八・二・一一三）は、「あきる野インターチェンジの設置により、圏央逝利用者の増加や牛沼
地区の一般道路の通過者の減少などの公益性及び必要性が是認されるのであり、あきる野インターチェンジが日の出
公共由典鎚判の研究（三）（一行鼓噸件綱）（田畑）
一一一一一一
た
｡
Hosei University Repository
同
鞭
件
（
東
京
高
判
平
二
○
・
六
二
九
）
は
、
「
交
通
舩
推
計
の
手
法
に
お
い
て
、
対
象
地
区
の
Ｏ
Ｄ
表
を
作
成
し
、
分
布
交
通
趾
を
推
計
し
、
そ
の
配
分
手
法
に
関
し
て
は
Ｑ
１
Ｖ
式
を
用
い
た
配
分
を
原
則
と
す
る
と
さ
れ
て
お
り
、
本
件
蜜
用
便
益
分
析
に
お
け
る
将
来
交
通
魁
の
推
叶
、
将
来
の
発
生
集
中
交
通
通
、
分
布
交
通
髄
の
推
計
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
従
う
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
相
当
で
な
い
と
（伯）
いうことはできない。」と判一不した。
泡
瀬
干
潟
埋
立
公
金
支
出
差
止
等
請
求
事
件
（
那
覇
地
判
平
二
○
・
二
・
一
九
）
は
、
「
本
件
埋
立
事
業
等
に
よ
る
事
業
計
画
の
前
提
と
な
る
泡
瀬
地
区
の
宿
泊
需
要
等
の
予
測
は
、
同
時
点
に
お
い
て
も
、
種
々
の
疑
問
点
が
存
す
る
内
容
で
あ
っ
た
も
の
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
が
、
将
来
の
需
要
予
測
に
は
不
確
実
さ
が
伴
う
も
の
で
あ
る
こ
と
に
加
え
、
・
・
・
宿
泊
播
要
予
測
の
根
拠
と
な
っ
た
数
値
等
は
、
当
時
の
統
計
デ
ー
タ
や
調
査
報
告
轡
等
、
｜
応
の
根
拠
を
有
す
る
資
料
を
基
に
算
出
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て
、
・
・
・
合
理
性
を
欠
（釦）
くものとまでいうことはできない。」と判一示した。
同事件（福岡高裁那綱支判平二一・一○・一五）は、「本件埋立事業が、新港地区航路等淡淡工駆によって発生す
る凌潔土砂の処分を目的の一つとしているからといって、直ちに合理性を欠くことになるものではないし、マリー
ナ・リゾート建設に関しても、収支の見通しが、当時の統計データや調査報告脅等、一応の根拠を有する資料を基礎
整
理
し
た
も
の
）
券
（畑》
法）」と判一示した。
判示した。
法
学
志
林
鯏
二
○
巻
第
二
号
一二四
（灯）
インターチェンジから約一・九ｍの距離にあることをもって、その公益性、必要性を否定することはできない。」と
圏
央
道
事
業
認
定
・
収
用
裁
決
取
消
講
求
事
件
（
東
京
地
判
平
一
七
・
五
・
三
一
）
は
、
「
鉦
用
便
益
分
析
を
行
う
上
で
は
、
交
通
量
の
推
計
が
必
要
と
な
る
。
交
通
量
は
、
道
路
交
通
セ
ン
サ
ス
ベ
ー
ス
の
Ｃ
Ｄ
表
（
交
通
機
関
の
地
域
間
相
互
の
動
き
を
表
の
形
に
粟
計
・
整
理
し
た
も
の
）
を
用
い
て
、
発
生
築
中
交
通
齪
、
分
布
交
通
量
、
配
分
交
通
量
を
そ
れ
ぞ
れ
推
計
す
る
方
法
で
行
う
（
三
段
階
推
定
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（副）
と
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
：
．
経
済
的
合
理
性
を
欠
く
も
の
で
あ
っ
た
と
ま
で
い
え
な
い
。
」
と
判
示
し
た
。
八シ場ダム建設費用支出差止等請求事件（東京地判平一一一・五・一一）は、「社団法人日本水道協会が平成一二年
三月に発行した「水道施設設計指針二○○○」（以下「本件指針」という。）には、水道施設の整備計画や需要予測に
関
す
る
基
本
的
な
考
え
方
や
具
体
的
な
手
法
が
記
戟
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
．
：
都
の
平
成
一
五
年
一
二
月
の
予
測
は
、
こ
の
よ
う
な
（鼬）
本件指針で示された方法に避本的に従って行われたものであって、合理的なＪｂのということができる。」と判示した。
八シ場ダム建設費用支出差止等請求事件（前橋地判平二一・六・二六）は、「各水道用水供給事業及び工業用水通
事
業
に
と
っ
て
、
八
シ
場
ダ
ム
を
除
い
た
水
源
の
み
に
よ
っ
て
は
現
在
必
要
と
さ
れ
て
い
る
水
量
を
今
後
も
安
定
的
に
供
給
す
る
こ
と
に
困
難
を
来
し
か
ね
な
い
状
況
に
あ
る
と
こ
ろ
、
今
後
企
業
誘
致
等
に
よ
り
更
に
必
要
な
水
量
が
増
加
す
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
あ
り
、
加
え
て
、
現
時
点
に
お
い
て
必
要
な
水
源
が
確
保
で
き
て
い
る
と
し
て
も
、
そ
れ
は
八
シ
場
ダ
ム
建
設
醜
業
に
参
画
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
付
与
さ
れ
て
い
る
禰
定
豊
水
水
利
稲
の
存
在
に
よ
る
と
こ
ろ
も
大
き
い
の
で
あ
る
か
ら
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
八
シ
場
ダ
ム
か
ら
ど
の
程
度
の
水
源
を
確
保
す
べ
き
か
と
い
う
程
度
問
題
は
あ
る
と
し
て
も
、
ハ
ツ
場
ダ
ム
建
設
駆
業
に
参
画
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
安
定
的
な
水
源
（閃）
を確保する必要性自体は、否定し難い８℃のである。」と判示した。
八シ場ダム建設費用支出差止等請求事件（水一戸地判平一一一・六・一一一○）は、「利根水系においては平成一一一二年には
計
算
上
需
要
が
供
給
を
上
回
る
予
測
と
な
っ
て
お
り
、
水
源
の
融
通
を
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
不
合
理
と
は
い
い
難
い
こ
と
は
前
記
の
と
お
り
で
あ
る
か
ら
、
か
か
る
主
張
に
理
由
が
な
い
。
以
上
に
加
え
て
、
近
年
降
雨
総
量
の
年
平
均
値
が
減
少
傾
向
を
示
し
て
い
る
た
め
、
河
川
の
流
通
が
減
少
し
、
ダ
ム
に
よ
る
開
発
水
量
を
計
画
ど
お
り
に
安
定
的
に
供
給
す
る
こ
と
が
困
難
に
な
る
渇
水
年
が
地
加
す
る
可
能
性
が
あ
り
、
現
に
、
ダ
ム
等
の
供
給
施
設
か
ら
の
年
間
を
通
じ
た
安
定
供
給
可
能
量
が
、
近
年
二
番
目
の
渇
水
年
に
お
い
て
は
、
八
シ
場
ダ
ム
等
の
開
発
水
量
に
対
し
、
約
七
九
％
ま
で
低
下
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
安
定
供
給
可
能
量
の
低
下
の
観
点
か
公
共
耐
案
蛾
判
の
研
究
（
三
）
（
行
政
噸
件
鰡
）
（
田
畑
）
一二五
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法
学
志
林
鰯
二
○
巻
節
二
号
一一一一〈
（鋼）
らも、八シ場ダムの参画水量全量を必要と考えることが明らかに不合理であるとはい一筵ない。」と判示した。
鞆
の
浦
埋
立
免
許
差
止
綱
求
耶
件
（
広
島
地
判
平
一
二
・
一
○
・
｜
）
は
、
「
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
作
成
し
た
Ｏ
Ｄ
表
は
、
一
二
時
間
又
は
二
四
時
間
の
ゾ
ー
ン
間
の
交
通
流
動
を
担
掴
す
る
も
の
に
す
ぎ
ず
、
同
社
の
一
般
化
時
間
最
小
ル
ー
ト
サ
ー
チ
法
に
よ
る
推
叶
結
果
は
二
四
時
間
の
交
通
状
況
を
把
握
す
る
も
の
に
す
ぎ
な
い
。
．
：
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
調
正
及
び
検
討
は
不
十
分
な
も
の
で
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
、
｜
般
化
時
間
最
小
ル
ー
ト
サ
ー
チ
法
を
使
用
し
て
、
埋
立
架
橋
案
、
山
側
ト
ン
ネ
ル
案
の
将
来
的
な
交
通
量
を
推
計
し
た
。
こ
の
推
計
手
法
は
、
・
・
・
ト
ン
ネ
ル
ル
ー
ト
や
本
件
計
画
道
路
と
い
っ
た
新
た
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
設
定
し
推
計
を
行
う
場
合
に
ま
で
、
そ
の
推
計
条
件
が
妥
当
性
を
有
す
る
も
の
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
疑
問
が
残
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
そ
う
す
る
と
、
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
股
定
し
た
推
計
条
件
が
妥
当
な
も
の
で
あ
る
か
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
（閑）
も正砿な検証がなされたとはい・えず、福山コンサルタントの推計結果は、直ちに採用できない。」と判示した。
八
シ
場
ダ
ム
建
設
費
用
支
出
差
止
等
謂
求
事
件
（
千
葉
地
判
平
二
二
・
一
・
一
九
）
は
、
「
千
葉
県
企
業
庁
は
、
管
轄
す
る
工
業
用
水
全体の視点に立って、千葉地区工業用水道事業の水需要の必要性を検討する必要がないとはいえないことからすれば、
千
葉
地
区
工
業
用
水
道
駆
樂
の
契
約
水
冠
の
み
を
基
単
と
し
て
、
本
件
邸
案
へ
の
参
画
の
必
要
性
が
あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
の
は
相
当
で
は
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
被
告
の
上
妃
主
張
は
採
用
で
き
な
い
。
．
：
千
葉
県
企
辨
墾
汀
は
、
・
・
・
安
定
供
給
の
た
め
安
全
サ
イ
ト
に
立
ち
過
去
の
実
綱
か
ら
股
小
の
負
荷
蕊
を
採
用
し
て
一
日
最
大
給
水
過
を
算
出
し
た
た
め
で
あ
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
一
々
法
に
よ
っ
た
予
測
値
と
実
績
値
と
の
間
に
差
異
が
生
じ
て
い
る
こ
と
は
、
原
告
ら
の
主
張
の
で
あ
る
が
、
前
記
の
とおり、千葉県水道局における予測と同様に、千葉県企業庁は安定した水道の供給をする責務を負っているのであり、
長
期
の
予
測
を
た
て
る
際
に
水
需
要
の
予
測
に
余
裕
を
待
た
せ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
不
合
理
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
。
加
え
て
、
予
測
値
は、あくまで叶測値であることからすると、実綱との差異が生じたことにより、直ちに予測値が明らかに不合理であ
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るとまではいえない。さらに、原告らは、上記両予測値について、経済成長率を工業用水の基礎指標とすること目体
に初歩的な誤りがあると主張する。しかしながら、経済成長率に伴い、工業用水逆使用料が地減するとし、これを基
礎事情の一つとするとの判断が明らかに不合理であるとまでは認められ煙噛。」と判示した。
静岡空港事業認定取消請求事件（静岡地判平二二・一一一・一八）は、「’二都県の平成一二年度の航空旅客流動量の
合計値を、平成七年度の航空旅客流動量の構成比で配分するという、本件補正方法の合理性について、原告らの前記
主張を踏まえて検討する。なるほど、原告らが指摘するように、’二都県の純流動調査のデータの平成七年度から一
一一年度にかけての増加率・減少率は、都県によってかなりのばらつきがある：．本件補正方法には合理性が認めら
（訂）
れると解するのが相当である。・・・以上を総合すれば、本件駆業認定が行われた当時の予測としては、本件需要予
測の合理性を認めることができると解するのが相当である。なお、念のため付言するに、静岡空港は本件訴訟の口頭
弁鵠終桔時において既に開港しており、本件需要予測には、結果的には、開港時の現実と甑蕗する部分が存在したこ
とが認められるけれども、そもそも、需要予測は将来の複合的な要因により引き起こされる結果を予測するものであ
り、時間が経過した後に、予測と実際の結果に異なった部分があったからといって、そのことによって予測当時の需
要予測の合理性が否定されるものではなく、本件需要予測についても同様であって、これによって前記判断が左右さ
れることはなく、既に検討したとおり、本件需要予測については、本件事業認定が行われた当時の予測としては、そ
（塾）
の〈□理性を是認するのが相当である。」と判一示した。
八シ場ダム建股費用支出差止等舗求駆件（さいたま地判平二二・七・一四）は、「平成一五年予測の当時において
今後も水需要が漸減ないし横ばい傾向ないし減少傾向が継続することを前提とする予測を行わなかったことから、直
（駒）
ちに水需要の予測が不合理であるということはできない。．：非かんがい期とされる．：水の安定的な供給の砿
公共耶業裁判の研究（一一一）（行政蛎件編）（田畑）
一二七
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法
学
志
林
輔
二
○
巻
第
二
号
一二八
（釦）
保という見地から当然であり、．：原告らの主張は採用できない。．：非かんがい期における渇水発生の可能性
をも合わせ零虚すると、本件合理化耶業で得られた．：不合理であるとまではいえず、原告らの主張は採用できな
（伽）
い
：
．
現
在
の
埼
玉
県
の
保
有
水
源
趾
は
、
：
．
第
五
次
フ
ル
プ
ラ
ン
の
改
定
に
伴
い
．
：
約
二
七
五
万
㎡
／
日
と
な
（舵）
る。．：八シ場ダムからの供給によって手当して、水の安定的な供給を確保することが必要であるという判断が不
（蝿）
合理であるとまでいうことはできない。」と判一不した。
（１）政頑呼価研究会「政筑評価の現状と瓢凹～折たな行政システムを目指して～」『政節評価研究会報告」通商蔽業櫛己９．ご』、
（２）『判例時削」一七六九号曽局も・患
（３）『判例タイムズ』一一三四号筥三・』》・局】
（４）『判例タイムズ」’二○九号曽呂・弓・】雷‐】巴
（５）ロＩＦＰ弩へ巳麗』望ｓ四勺・侭（ウーＩ盲署のみ掲戟）
（６）Ｄｌｌ巨這、】冨竺望邑韓已・喝ｅ－Ｉ冒乏のみ掲載）
（７）『判例自治」二五○号曽三・弓・塁‐ｇ
（８）ロー‐巨曼］□雷】三ｓ『弓・］③’二ｓ】‐『も量のみ掲戦）
（９）『回央逝あきる野ＩＣ・代執行手練執行停止申立・代執行手続鏑求停止叩立耶件（東京地判平一五・一○・三）判決文』、ｇ輿弓。
ゲロ、グー、グー、'－，戸、
１４１３１２１１ＨｏｌＯ
－グ～グ～〆閂‐ジ｡、閂=
（９）『
博し０閂●『圏央近あきる野ＩＣ・代執行手椛執行停止申立・代執行手線諦求停止申立耶件（東京高判平一五・一二・二五）判決文』呂冨も。
『圏央道あきる野ＩＣ駆業認定・収容裁決取消舗求螂件（東京地判平一六・四・二二）判決文』琶宣・弓．ｇ‐三
『囲央道あきる野ＩＣ耶業認定・収容裁決取消舗求耶件（東京高判平一八・一一・二三）判決文』曽忌・弓・閉‐量
『個央逝耶業鰹定・収剛繊決取消舗求耶件（東京地判平一七・五・三一）判決文』筥忌壱・勗
「四央逝叩業鯉定・収用磯決取消疏求耶件（火京高判平二○・六・一九）判決文』巴９．つ』圏
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（躯）『圏央道あきる野ＩＣ珈業認定・収容舷決取消舗求耶件（東京地判平一六・四・二二）判決文』９塁・弓・窟’亀
（鋼）『判例時報」’九八七号曽冨も。’『
（鋼）『判例時報」一九八七号ｇ９．℃・ろ
（弱）『鞆の洲埋立免許差止舗求耶件（広醐地判平二一・一○・一）判決文』曽皀七・一露
（郷）「価岡空港耶柔蝿定取荊馴求耶件（冊岡地判平二二・三・一八）判決文』ｇｌＰｇ』畠ｌ］堂
（説）山村恒年『行政法と合理的行政過穏論』慈学社巴冨・弓・畠⑤‐和ｇ
（犯）『判例タイムズ』八五四号］息一・℃』弓
公共耶業裁判の研究（三）（行政耶件網）（田畑）
（旧）『判例自治』三○五号曽畠壱・覇
（腿）『判例自治』三○五号曽冨壱・忠
（叩）『圏央適耶業認定・裁決取消舗求邸件（東京地利平二二・九・一）判決文』曽一Ｐご』ｇ
（旧）山村恒年『行政法と合理的行政過程鏡』慈学社豊冨も．』膳
（⑫）山村恒年『行政法と合理的行政過程鏡』慈学社巴冨ら・酉墨
（鋤）『判例時報』三五二号屋屋壱・誤
（皿）『判例時報』五五六号］』豊富》・萱（宇都宮地判昭四四・四・九）、『判例時報』七一○号巴鼠已・患（東京高判昭四八・七・一三）
（理）『判例時報』’一一九号ご豊・弓・霊‐ｇ
（鋼）『判例時報』一一二五号］葛一一も。ｇ
（別）「判例自治』一六四号］ｇ『・弓・ゴー葛
（濁）「判例自治』一六四号］＆『ら・題
（麺）『判例タイムズ』一○七四号曽冨も。］急
（”）『判例タイムズ』一○七四号砲皀閤も．］命
（蛆）『判例自治」二四九号ｇ三七・望
（鋤）「判例自治」二四九号ｇ三畠）・霊
（弧）『判例タイムズ」一二二七号曽弓．ご』］。
（別）『判例時報」一八五八号時ｇ一・一）・望（岐阜地判平一五・一二・二六）、］）｜‐】心皇、】層些】］や患宕醇】（名古星高判平一八・七・六）
（Ｃ－ＩＥ電のみ掲載）
一二九
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『判例タイムズ」九五○号＄貫已・一亀
『判例時報』一五九八号＄巴も・さ
「判例自治』二五五号曽三・己・『］
『判例自治』二七二号曽冨ご』急
『判例自治』二七二号召９６．９
『判例時報」一八五八号ｇ屋署傘＄‐ｓ
ロ］‐Ｅ亀己路］二・曽已・］⑨（ロー‐宮君のみ捌戦）
『圏央逝あきる野ｌＣ耶業認定・収容銭決取消舗求耶件（蛎京地判平一六・四・二二）判決文』旨三・一）・器
『回央遊あきる野ＩＣ事業羅定・収容銭決取消舗求耶件（東京高判平一八・二・二三）判決文』曽冨・己・雷
「回央道耶業躯定・収用裁決取消諭求駆件（東京地判平一七・五・三一）判決文』ｇ＆・弓・望１割
『囲央竝叩業狙定・収剛蛾決取消諭求耶件（東京而判平二○・六・一九）判決文』豊呂．ご』国
『泡瀬干潟埋立公金支出差止等酬求耶件（那剛地判平二○・’一・一九）判決文」旨９６．一望
「泡荊干潟埋立公金支出蓮止等舗求耶件（禍岡弼般那珊支判平二一・一○・一五）判決文』苫ｇ壱・一⑭
『判例自治』三二二号ｇｇ・弓・畠‐己
『ハツ場ダム建設費用支出差止等調求瓢件（前橋地判平二一・六・二六）判決文』呂皀・弓・急Ｉミ
「ハツ鳩ダム廸設費用支出差止等鋪求耶件（水戸地判平二一・六・一一一○）判決文」ｇＢ》壱己
『柄の洲埋立免許差止舗求耶件（広島地利平二一・一○・一）判決文』曽呂・旨・］ｇ‐扇『
「ハツ岨ダム迦設圃附支川差止等諦求耶件（千葉地判平二二。｜，一九）判決文』ｇ】Ｐ弓。ｍ『‐竃
『瀞岡空港耶業認定取梢請求耶件（師岡地判平二二・三・一八）判決文』ｇ昌冨』筐‐二篭
『静岡空港郡業契定取滴請求耶件（怖岡地判平二二・三・一八）判決文』ｇ｝Ｐ『）』患
『ハツ場ダム建設費用支出差止等調求那件（さいたま地判平二二・七・一四）判決文』ｇ】Ｐ己・急
『ハツ明ダム延設費用支出差止尋鋪求耶件（さいたま地判平二二・七・一四）判決文』ｇ】Ｐ己・亀
『八シ明ダム迅股圃用支出蓬止等研求耶件（さいた主地判平二二・七・’四）判決文』曽一Ｐ己・弩
『ハツ場ダム迎没費用支出蓬止等術求耶件（さいた叢地判平二二・七・一四）判決文』ｇ】Ｐ己・麗
『ハツ場ダム建段費用支出差止等舗求耶件（さいたま地判平二二・七・一四）判決文』巴】Ｐ己・尾
＝
○
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同
事
件
（
高
松
高
判
昭
五
九
二
二
・
’
四
）
は
、
「
主
張
立
証
に
つ
い
て
は
、
公
平
の
見
地
か
ら
、
安
全
性
を
争
う
側
に
お
い
て
行
政庁の判断に不合理があるとする点を指摘し、行政庁においてその指摘をも踏まえて自己の判断が不合理でないこと
（３）
を主張立証すべきものとするのが妥当である。」と判一示した。
同耶件（鰻（一小）判平四・’○・二九）は、「被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの主張、立証寅
任は、本来、原告が負うべきものと解されるが、当該原子炉施設の安全審査に関する資料をすべて被告行政庁の側が
保持していることなどの点を考慮すると、被告行政庁の側において、まず、．：被告行政庁の判断に不合理な点の
公共耶莱銭判の研究（一一一）（行政耶件縄）（田畑）
一一一一一
（２）
ある。」と判一不Ｉした。
ここで、公共事業が争われた行政訴訟の立証賀任が問題となった。
伊方原発耶件（松山地判昭五三・四・二五）は、「許可処分の違法を主張する者が、当該原子炉の危険性、換言す
れ
ば
、
そ
の
安
全
に
関
す
る
判
断
の
不
相
当
性
を
立
証
す
べ
き
で
あ
る
と
の
繕
論
を
導
く
も
の
で
は
な
い
。
：
。
し
た
が
っ
て
、
公
平
の見地から、当該原子炉が安全であると判断したことに相当性のあることは、原則として、被告の立証すべき事項で
（１）
的見解は動揺、しつつある。
こ
こ
で
、
公
共
事
業
が
争
上
先述したように、行政訴訟における立証資任について、行訴法は規定を欠き、「民事訴訟の例による」という第七
条の解釈として議論されている。もっとも、「例による」べき民耶訴訟においても、立証班任をどう考えるべきかに
ついては法律の規定を欠いているのでもっぱら学説に委ねられ、学説上も熾近活発な議論がなされており、先の通説
１
立
証
責
任
第
四
節
訴
訟
技
術
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節
二
ｏ
進
第
二
号
一一一一一一
ないことを相当の根拠、資料に基づき主張、立証する必要があり、被生ロ行政庁が右主張、立証を尽くさない場合には、
（４）
被告行政庁がした右判轌断に不合理な点があることが事実上推認される。」と判示した。
福島第一一原発事件（福島地判昭五九・七・二一一一、仙台高判平二・一一一・一一○、鰻（一小）判平四・’○・二九）は、
「本件原子炉の安全審査資料はすべて被告の保持するところであり、原告らに比べてその専門的知識等においても優
位に立つと考えられること及び本件許可処分に暇疵が存することによって生ずる虞のある厩警らの生命、身体等への
影靭の甚大さすなわち、右処分に係る保趣法益の重大性等を考慰すると、右の合理性の立征は被告が負担すべきであ
（５）
ると解するのが公平であり、条理上も妥当一である。」と判一示した。
東海第二原発鮴件（璽尿高判平一三・七・四）は、「被控訴人行政庁の判断に不合理な点があることの主張、立柾
賀任は、本来、控訴人らが負うべきであるが、当該原子炉施設の安全審査に関する資料をすべて被控訴人行政庁の側
において所持していることなどを考画すると、まず、被控訴人行政庁の側において、その判断の依拠した具体的審査
基準並びに調査審議及び判断の過程等、被控訴人行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠、資料に基づい
て主張、立証する必要があり、被控訴人行政庁においてこのような主張、立証を尽くさない場合には、被控訴人行政
（６）
庁のした判断には不合理な点があることが駆実上推認される。」と判一示した。
柏崎・刈羽原発駆件（新潟地判平六・一一一・二四、奥泉高判平一七・’一・二二）は、司彼告行政庁がした右判断に
不合理な点があることの主張、立証武任は、本来、盾曹が負うべきものと解されるが、当該原子炉施設の安全審五に
関する資料をすべて被告行政庁の側が保持していることなどの点を者噸すると、被告行政庁の側において、ま
ず、．：被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠、資料に基づき主張、立証する必要があり、被告
行政庁が右主張、立証を尽くさない場合には、被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認され
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もんじゅ行政脈訟醐件（差戻後、福井地判平一二・一’一・二二）は、「本件無効確認脈訟においても、取梢訴訟の場
合と同様、当該原子炉施設の安全審査に関する資料をすべて被告が保持していることなどの点を考慮すれば、被告に
おいて、まず、その依拠した具体的審査基準並びに調査審議及び判断の過程等、被告の判断に重大かつ明白な瑠疵と
いえるだけの過誤、欠落のないことを相当の根拠、資料に基づき主張、立証する必要があり、被告が右主張、立証を
尽くさない場合には、被告がした右判断に不合理な点があることが事実上推認されるのが相当であって、無効確認訴
（８）
訟においては重大性、明白性の要件があることを、被』ロに要求される立証の程度において考慮すれば足りる。」と判
同事件（差戻後、名古屋高金沢支判平一五・一・二七）は、「伊方最高裁判決の主張立証誕任に関する考え方は、
原子炉施設設腫許可処分の無効確認訴訟にも基本的に妥当するものである。したがって、原子炉設圃許可処分の無効
確認訴訟の主張立証誕任は、次のように考えるべきである。すなわち、①行政庁のした原子炉股皿許可処分の判断に
処分を無効とするに足る重大な暇疵（違法事由）のあることの主張立証賀任は、原告が負担する。②被告行政庁は、
当該判断に処分を無効とするに足る重大な暇疵（違法事由）のないことを相当の証拠、資料に基づき主張立証する必
要がある。③被告行政庁がその主張立証を尽くさないときには、当該判断に処分を無効とするに足る重大な瑠疵（進
（９）
法事由）のあることが事実上推認される。」と判一示した。
伊方原発二号炉事件（松山地判平一二・一二・’五）は、「被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの主
張、立証変任は、本来、原告が負うべきものと解されるが、当該原子炉施股の安全審迩に関する資料をすべて被告行
政庁の側が保持していることなどの点を考慮すると、被告行政庁の側において、まず、．：被告行政庁の判断に不
公共叩業鍍判の研究（一一一）（杼殿駆件祖）（田畑）
一一一一一一一
｜示した。
（７）
る。」と判一示した。
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￣同耶件（璽夙高判平一五・一二・一一五）は、「鍛初に、行政処分における執行の停止は、．：「償うことのできな
い
損
害
」
は
、
執
行
停
止
を
求
め
る
申
立
人
に
お
い
て
主
張
立
証
す
べ
き
積
極
要
件
で
あ
る
。
次
に
、
：
．
消
極
要
件
に
つ
い
て
は
、
処分庁、執行等をする相手方行政庁において主張立証すべきである。最後に、・・・原告は、本案について理由があ
ることも、本案の証明費任の分配に従い行政処分の無効事由や取消事由の要証事実を疎明しなければならないと解す
法
学
志
林
第
二
○
巻
節
二
号
一三四
台
理
な
点
の
な
い
こ
と
を
相
当
の
根
拠
、
資
料
に
基
づ
き
主
張
、
立
証
す
る
必
要
が
あ
り
、
被
告
行
政
庁
が
右
主
張
、
立
証
を
尽
く
さ
な
（い）
い
場
合
に
は
、
被
告
丘
以
庁
が
し
た
右
判
断
に
不
合
理
な
点
が
あ
る
こ
と
が
駆
実
上
推
翻
さ
れ
る
」
と
判
示
し
た
。
圏央道あきる野ＩＣ・代執行手続執行騨止由立・代鑑熱行手続榊遡水停止申立事件（璽尻地判平一五・一○・一一｜）は、
「
後
行
処
分
の
取
消
訴
訟
に
お
け
る
先
行
処
分
の
違
法
の
主
張
立
証
賀
任
に
つ
い
て
は
、
先
行
処
分
自
体
の
取
消
訴
訟
に
お
け
る
も
の
と
同
議
称
に
分
配
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ
、
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
事
業
認
定
取
消
訴
訟
に
お
い
て
は
、
事
業
認
定
の
適
法
性
を
被
告
行
政
庁
に
お
い
て
主
張
立
証
す
べ
き
も
の
で
あ
る
か
ら
、
本
案
訴
訟
は
も
と
よ
り
、
本
件
に
お
い
て
も
、
被
告
側
に
お
い
て
本
件
事
業
認
定
の
適
法
性
を
主
張
立
証
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
適
法
性
に
疑
問
が
払
拭
で
き
な
い
限
り
、
本
件
申
立
に
つ
い
て
は
、
本
案
に
つ
い
て
理
由
がないとみえるときとの消極要件には該当しないと解すべきである。しかし、相王半々らは、・・・相手工々委風会は、
い
ま
だ
事
業
認
定
の
違
法
性
に
つ
い
て
具
体
的
な
主
張
立
証
を
し
て
い
な
い
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
他
方
、
申
立
人
ら
は、本件事業認定及び収思裁決には収用法一一○条一一一号及び四号違反の璽十田があると指摘しているのであるから、相手
方
収
用
委
員
会
が
事
業
認
定
に
お
い
て
上
記
の
よ
う
な
態
度
を
継
続
す
る
限
り
、
何
ら
の
主
張
立
証
が
な
い
も
の
と
し
て
敗
訴
を
免
れ
な
（皿）
い
と
い
う
べ
き
で
あ
り
、
本
件
に
つ
い
て
は
現
時
点
に
お
い
て
は
本
案
に
理
由
が
あ
る
こ
と
は
明
白
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
」
と
判
一
ホ
した。
（肥）
べきである。」と判一示した。
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圏央道あきる野ＩＣ事業認定・収容裁決取消請求事件（東京地判平一六・四・二二）は、「本件事業が事業として
採算性のあるものかどうか．：前提とした交通ネットワークをどのように設定したのかが不明であり、。：積極
的な価値のみに注目しており、本件醜業を施行することによって生じる周辺環境への影将、それを股小限にとどめる
（脚）
ために必要とされる対策費など負の側面については一切考慮されていない。」と判一示した。
同事件（東京高判平一八・一｜・二三）は、「本件事業により発生することが予想される騒音、大気汚染等は環境評
価基準以下であり、・・・本件事業により失われる利益を考慮しても、本件事業により得られる公共の利益は、本件
（Ｍ）
土地が本件耶業の用に供されることによって失われる私的な利益及び公共の利益に優越する。」と判一示した。
圏央道事業認定・収用裁決取消請求事件（東京地判平一七・五・三一）は、「公共の利益は、広域的には、①都心
部流入交通の分散による都区部の交通混雑の緩和、②首都圏全体の交通の円滑化及び③地域間の交通の拡大と産業活
動の活性化であり、また、地域的には、④地域の幹線道路の交通混雑の緩和、⑤周辺の市街地生活道路に流入してい
た通過車両の排除及び⑥交通躯故の減少である。。：失われる利益は、①自然環境への影轡、特に、大気汚染、騒
音等の健康面での環境悪化、②歴史的・文化的環境への影響及び③生活基盤への影響である。。：したがって、本
（崎）
件事業によって得られる公共の利益は極めて大きい。」と判一示した。
同駆件（東京高判平二○・六・一九）は、「コンピューターの叶算そのものは、．：その叶算に使用されたプロ
グラムとデータを開示し、図等で必要な税明をすることなくしては、推計結果の妥当性を第三者が客観的に評価でき
ないことは明らかである。．：控訴人らの開示を求めたデータのすべてが必ずしも保存されているものではないと
しても、使用したデータを保存することに意味がないとの被控訴人らの主張は採用できない。しかしながら、費用便
益分析の前提となった交通Ⅲ推叶の手法や条件は示されており、控訴人らが主張するようなデータの開示が行われな
公共耶築般判の研究（三）（桿齪平件曾（田畑）
一三五
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永源寺第二ダム事業計画決定等取清請求事件（大阪高判平一七・一二・八）は、「本件設計基準は、．：解説部
分も通達と実質的に一体となる．：各通達に従って．：本件決定等の適正が保障される。：合理的な理由がな
いのに本件設計基準で定められた極めて重要な調査を省略するなどして手続を進めた場合には、手続が適当でないと
の
評
価
を
う
け
る
こ
と
も
あ
る
．
：
こ
れ
ら
の
調
盃
の
結
果
、
第
二
ダ
ム
建
投
予
定
地
の
地
形
、
地
質
が
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
こ
こ
で
、
ど
の
よ
う
な
立
征
方
法
を
採
用
す
れ
ば
よ
い
の
か
が
問
題
と
な
っ
た
。
日光太郎杉事業認定・土地収用裁決等取消鋼求邸件（宇都宮地判昭四四・四・九）は、「本件道路を拡幅する公共
的必要性と、本件土地の有する景観その他の価値との比較衡量は、高度に社会的・文化的な価値判断を要することが
らであるといえるから、これについて、国民各層がどのような考えをもち、どのように判断しているかを、証拠にあ
らわれた限りで考慮してみることは、当裁判所の前述のような判断の客観性を担保するためにも、必要なことのよう
（旧）
（胸）
に思われる。・・・当裁判所の前記のような判断は、世鶴の多くによって支持されていると解することができる。」
（旧）
に思われる。
と判示した。
２
立
旺
方
法
先述したように、公共事業裁判は、科学技術的な争点が多いが、科学技術的な要因の立証について、科学技術の知
識体系をたどって細かい一』とを言い出すと爵際限がなくなる。どの程度に立証すればよいかは、裁判では、裁判官の
（町）
自由な心証によって決まる。
法
学
志
林
第
二
ｏ
巻
第
二
号
一一一一一く
いことから、費用便益分析の前提となった交通量推計に不実な点が多いとかデータの改ざんが行われたとまで認定す
（脳）
ることはできない。」と判一示した。
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士。．：それによりダムの堤高は約五・五ｍ高くなる・・・総事業費も大幅に増大する。：．その投資効率はす
（和）
でに一を下回ることになり・・・再検討を迫られる醜態になっていた。」と判示した。
都市計画道路区域内建築不許可処分取消請求事件（東京高判平一七・一○・二○）は、「本件変更決定の直接の資
料である計画変更資料が援用した道路網計画で策定したマスタープランにおける将来交通量の予測は、その基礎的数
値として平成一一一一年における伊東大仁線沿線地区に当たるゾーンの可能収容人口の残容趾を採用しているが、可能収
容人口の残容量を用いて交通量の予測をすることの合理性自体明らかとはいえないばかりか．：交通量予測の基本
となる伊東市の平成一一一一年における総人口の予測について、過大に設定されてしまっているという問題があり、合理
（、）
性に疑いのあるものといわざるを御ない。」と判一示した。
泡瀬干潟埋立公金支出差止等請求事件（那覇地判平二○・二・’九）は、「沖縄市による本件埋立計画地の具体
的な土地利用計画は何ら明らかではなく、本件海浜開発計画が経済的合理性を欠く状態にある以上、それとは別個に
沖細県による本件埋立駆業についての経済的合理性を認めることもできないものと解するのが相当で廷誰・」と判示
同判決（福岡高裁那珊支判平一二・一○・一五）は、「土地利用計画に経済的合理性があるか否かについては、従
前の土地利用計画に対して加えられた批判を踏まえて、相当程度に手堅い検証を必要とするといわざるを得ないので
あり、そもそも上記土地利用計画の全容が明らかとなっていない現段階においては、これに経済的合理性があると認
めることはできないといわざるを得ない。．：控訴人らは、裏付けとなる法律上の根拠（本件埋立免許及び承認の
変更許可）が得られる見込みが立っていないのに、本件埋立耶業等を推進しようとしていると評価せざるを御ないか
ら、本件埋立事業等に係る財務会計行為（本件各財務会計行為）は、予算執行の裁量梅を逸脱するものとして地方
公共、案鮫判の研究（一一一）（一行故耶件圏）（田畑）
一三七
した。
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法
学
志
林
鯏
二
○
巻
節
二
号
一三八
（麹）
自治法一一条一四項及び地方財政法四条一項に違反する違法なものというべきである。」と判一示した。
（旧）『個央池あきる野ＩＣ耶業鰹定・収容般決取柄釧求耶件（東京地判平一六・四・二二）判決文』ご量・弓。ｇ‐・］
（Ⅱ）『圏央逝あきる野ＩＣ耶菜皿定・収容舷決Ⅲ荊獅求耶件（恥京高判平一八・二・二三）判決文』呂冨・｛〕・塁
（旧）「圏央述耶業認定・収用銭決取消舗求耶件（東京地判平一七・五・三一）判決文」ｇ扇・弓・巴』１噌一②
（応）『圏央逝耶粟認定・収用波決取泊請求珈件（東一騨回判平二○・六・一九）判決文』曽冨も』圏
（Ⅳ）杉本泰治他『製造物責任法』勁草轡屑皀農で・国②
（旧）『判例時報』五五六号一冨宍一）弓・望‐謡
（吃）「掴央迫あきる野ＩＣ・代執行手続執行停止申立・代執行手続舗求停止申立馴件（束束問判平一五・一二・二五）判決文』豊富．
（８）『判例時報」一七二七号曽旨弓・急１重
（９）『判例時報」一八一八号曽冨己・患
（叩）『判例タイムズ」一○五七号曽三皇）・患
（皿）『岡央道あきる野ＩＣ・代執行手続執行停止申立・代執行手続舗求停止申立耶件（東京地判平一五・一○・三）判決文』筥屋弓．
（１）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政耶件訴訟法・国家賠償法』日本評證社醇ｇ一己・畠
（２）『判例タイムズ』三六二号］亀⑭．ご』畠
（３）『判例タイムズ』五四二号一房ｍも』圏
（４）『判例タイムズ』八○四号一○患も・皀
（５）『判例時報」一一二四号］②雲．ご』膳（柵島地利昭五九・七・二三）、『判例聯慨』一三四五号］○９．℃・愚（仙台高利平二・三・二
○）、『判例時報」’四四一号ご患・已・②一（股（｜小）判平四・一○・二九）
（６）『判例時報』一七五四号曽三・弓・堂‐』⑫
（７）『判例時報』’四八九号一署一・己・望（新潟地判平六・三・二四）、「訟務月報』輔五二巻六号琶９．弓』ｇ】１房胃（東京廠判平一
百百・一Ｃｌ］］
閨『－ｍ⑭
。）『判例時報』
し
『
判
例
時
報
』
七・一一・二二）
。）『判例時報」
す）『判例時報」
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本章では、科学」
章
で
考
察
を
加
え
た
。
（
１
）
旧
法
下
の
適
合
性
こ
こ
で
の
論
点
は
、
公
害
防
止
計
画
適
合
性
が
旧
法
下
に
お
い
て
、
都
市
計
画
（
本
件
に
お
い
て
は
整
備
計
画
）
の
要
件
と
な
っ
て
い
な
い
た
め
に
、
公
害
防
止
計
画
適
合
性
の
審
査
を
し
な
い
整
備
計
画
で
も
認
可
基
準
と
な
る
か
否
か
で
あ
る
。
こ
の
論
点
は
、
旧
法
の
規
定
に
基
づ
く
決
定
の
適
法
性
は
旧
法
の
下
に
お
い
て
の
み
判
断
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
（
東
京
地
判
平
六
・
公共事業裁判の研究（三）（行政耶件編）（田畑）
一三九
１
適
合
性
計
画
で
取
り
上
げ
た
内
容
は
、
既
に
行
政
法
学
で
の
研
究
の
蓄
積
が
あ
る
の
で
、
こ
れ
ら
を
先
行
研
究
と
し
て
整
理
す
る
。
第
三
章
裁
判
の
評
価
'－，ゲー、ダニ､’￣、'￣、
２３２２２１２０１９
－〆‐〆出一〆、、〆～〆第
一
節
計
画
「判例時報」五五六号】息Ｐ巳・患
□］ＩＥ宅、冒麗］望③９石・笛Ｉ蹟（Ｃ］Ｉ】Ｌ毎邑のみ掲載）
『判例自治』二七二号９９．ご』ｇ
『
泡
瀬
干
潟
埋
立
公
金
支
出
差
止
等
請
求
事
件
（
那
覇
地
判
平
二
○
・
二
・
『
泡
瀬
干
潟
埋
立
公
金
支
出
差
止
等
請
求
事
件
（
福
岡
高
裁
那
覇
支
判
平
二
一
科
学
技
術
的
視
角
に
よ
る
司
法
統
制
の
限
界
を
論
じ
た
。
本
案
前
の
制
約
（
原
告
適
格
、
訴
え
の
利
益
な
ど
）
は
、
第
四
一九）判決文』筥旨弓・］忠ｌ』程
・一○・一五）判決文」ｇｇ・弓・屡‐蹟
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都市計画法一三条一項の往瞥が、当該事業が公害防止計画の執行を妨げなければ、それ以上公害防止計画適合性を
要
求
す
る
も
の
で
は
な
い
と
し
て
い
る
。
ここでの論点は、計画間の拘束性があるか否かである。
計画間の拘束性を認めた判決は、小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求事件（最大判平一七・一二・七）で
ある。この裁判例は、第四章第二節で考察する。
他の判決は、計画間の拘束性を認めなかった。
公害防止計画は、・・・具体的に右目標の達成に寄与することまで要求されるものとは解しえない（東京地判平
六・四・一四）、法一三条一項は、．：都市叶画が公害防止計画に盛られた施策に積極的に寄与することまでも要
求する趣旨でない（東京高判平七・九・二八）、法一三条一項往番後段は、。：都市計画が公害防止計画の妨げに
ならないようにすることを規定したものと解される。：．法一三条一項往替後段が右施策と無関係に公瞥を勉大さ
せ
な
い
こ
と
を
都
市
計
画
の
基
醜
と
し
て
定
め
て
い
る
と
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
・
・
・
中
央
環
状
新
宿
線
建
設
計
画
が
本
件
公
害
法
学
毒
林
鮒
二
ｏ
巻
耶
二
号
一四○
四・一四）、都市針画法施行令二条によれば、．：旧法下で適法、有効に決定された都市叶画において定められた
都市施設を整備する事業を行う場合には、：．駆業内容が旧法下で決定された都市計画に適合していれば足りる
（鰻（一小）判平一一・一一・二五）というのが裁判所の考え方であり、新法の遡及を蝿めなかった。
これに対しては、道路公害の防止が公害防止叶画において逝要な地位を占めているので、二○年も経て憎勢が大き
く変化している中で、公害防止計画適合性が審査されていない整備計画を許可の基単とすることは、変更・見直しの
（１）
義
務
を
怠
っ
た
違
法
な
計
画
を
基
地
と
し
た
認
可
と
い
う
批
判
が
あ
る
。
（２）計画間の拘束性
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防止計画の執ることしている施策の妨げとなるものでないことは明らか（鰻（｜小）判平一一・一｜・一一五）、これ
らの規定を通して事業地周辺に居住する住民等個々人の個別的利益を保謹しようとする趣旨を含むものと解すること
はできない。法一三条一項往轡後段は、当該都市について公害防止計画が定められているときは都市計画は当該公害
防止計画に適合したものでなければならないことを定めているが、：・この規定も、やはり公益的観点から設けら
れた（東京地判平一一一一・一○・三）、東京地域公害防止計画を定めていたところ、平成五年決定は：・同計画に適
合する（墓泉高判平一五・一二・’八、最（｜小）判平一八・一一・二）というのが裁判所の考え方である。
これらの判決は、公害防止計画が都市計画の上位法ではなく、公害の著しい地域について公害対策を総合的に誠ず
るための政策を都道府県知事が策定するものであって公害防止計画の存在が事業認可の可否を規律するものではない
（２）
とする見解（村田哲夫・判自一一○三号一○○頁）と同じ立場である。
し
か
し
、
環
境
基
期
が
規
制
埜
単
的
な
意
義
を
有
し
、
都
市
計
画
が
公
害
防
止
叶
画
に
澱
極
的
に
寄
与
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
主
張
（３）
（前田雅子・判評五○○号（判時一七一八号）一四頁）という反対意見もある。
（
３
）
都
市
計
画
運
用
指
針
と
変
更
手
続
ここでの論点は、都市計画の変更を運用指針に基づいて行わなければならないか否かである。
都市計画運用指針について、静岡地判平一五・二・二七は、運用指針に違反したからといって、違法となるもの
とはいえないし、また、そのような政策決定が直ちに行政庁の裁凪椀逸脱との判断に繕びつくものでもないという考
え方を示した。
ま
た
、
変
更
二
また、変更手続について、静岡地判平一五・二・二七は、通達に定めた手続に違反したとしても、同手続によっ
てされた政策決定が直ちに違法となるものでない上、・・・例外も認められること、合理性が認められる．：違法
公共、典般判の研究（三）（一斤藪串件楓）（田畑）
一四一
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２
通
法
性
の
承
継
ここでの論点は、ある行政行為（先行行為）に違法事由の存することが、その行為を前提としてなされる別の行政
行為（後行行為）の違法事由となるか否かである。
まず、述法性の承継を阻めた駆例は、土地収用法に基づく耶業認定と収用裁決は、・・・両処分が相結合し
て、．：一巡の行政行為。：先行処分たる鞭業認定が違法になされることが、後行処分たる収用裁決の要件とな
り、先行処分に違法があった場合には、その違法は当然に後行処分に承継される（札幌地判平九・三・二七）、先行
ここでの論点は、国の広域交通網計画等の上位計画と適合していることが必要であるか否かである。
静岡地判平一五・’一・二七は、伊東大仁線と伊豆縦貫道のアクセスを高めなかったことが、上位計画に適合しな
い
と
は
と
う
て
い
い
え
な
い
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
これに対して、東京高判平一七・一○・二○は、上位計画に当たる国土利用計画では、平成一七年度。：将来人
口を七九五○○人に設定していた．：道路網計画は、．：八五○○○人という数値をそのまま平成二一一年度の将
来人口として股定．：過大に股定されてしまっている．：合理性を欠くという考え方を示した。
（３）と（４）について、静岡地判平一五・二・二七は、行政機関が遵守しなければならない迎用指針、通運に
定めた手続、上位計画と整合しない都市計画の変更について合理性を欠くという判断をしなかった。
裁判所は、東京高判平一七二○・二○が判示したように、少なくとも手続的内容の審査を行うべきである。
（４）上位計画との適合性
法
学
志
体
節
二
○
巻
鞆
二
号
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
－
四
二
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これは、行政行為によって形成された行政上の法律関係はできるだけ早期に確定し安定を維持すべきであるから、
行政行為の瑠疵はそれぞれ独立して一定期間内に問疑すべきであり、行政行為相互間には、原則として違法性の承継
（５）
は認めるべきではないという行政行為の基本的な見方と同じ立場である。
行為と後行行為が同一の目的を追求する手段と結果の関係をなし、これらが相結合して一つの効果を完成する一連の
行為となっている場合には、違法性の承継が認められる（東京地判平一五・一○・三）、都市計画法一三条の定める
都市計画基準は土地収用法二○条三号の定めをより具体的に規定した．：当該都市計画決定が都市叶画基幽に合致
すると認められないときには、特段の駆情のない限り、当該蛎業計画は土地収用法二○条三号の要件の核当性も阻め
られない（璽泉地判平一六・四・二二）がある。
これは、先行処分と後行処分が迦続した一連の手続を柵成し一定の法律効果の発生を目指しているような場合、い
いかえれば、先行処分が後行処分の準備として行われるにすぎない場合には、違法性の承継を容認し、先行処分が連
（４）
法な》りば後行処分も違法となると解されると同じ立場である。
次に、違法性の承継を認めなかった事例は、事業認定と収用又は明渡の裁決は、．：別個の行政処分であり、格
別にその瑠疵を理由として取消訴訟を提起し、その違法性を争うことができるのであるから、原則として、裁決取消
訴訟において、事業認定の取消事由の有無を審理判断しなければならない必要性はない（東京高判平一五・一二・二
五）、本件認定事業は、その手続、要件及び効力は、これとは別個の法である土地収用法に基づくものであるか
ら、：・本件都市叶画決定の違法性が承継される関係にあると解することはできない（東京高判平一八・二・一一
三）がある。公共耶業裁判の研究（三）（行政事件福）（田畑）
一
四
＝
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ここで、
題がある。
こ
こ
で
の
論
点
は
、
計
画
の
合
理
性
の
要
件
で
あ
る
。
東京地判昭三八・九・’七は、基本計画の欠如は元来ダム法の問題であり、・・・基本計画が作成されていないの
に多目的ダム建設を目的とする事業認定を行うことが適法であるかどうかということになる．：参考資料の欠如が
法一九条にいう方式上の瑠疵となるものではないという考え方を示した。
ここで、参考資料が欠如していても瑠疵とならないというのは、形式的な審迩も行わないで行政を追潔している問
裁判所が叶画の必要性を認めた事例は、本件埋立計画地において、どのような土地利用を行うのか、また、その新
たな土地利用叶画に係る経済的合理性等についてどのように検征したのか零、何ら明らかにされておらず、．：経
済的合理性を欠く・・・迩法である（那珊地判平二○・一一・一九）、土地利用叶画の全容が明らかとなっていない
現
段
階
に
お
い
て
は
、
こ
れ
に
経
済
的
合
理
性
が
あ
る
と
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
：
．
遮
法
で
あ
る
（
福
岡
高
裁
那
珊
支
判
平
二
一二○・一五）、瀬戸内法は、政府に対し、瀬戸内海の現境の保全に関する基本となるべき基本計画の策定を命じ
（三条一項）、関係府県の知事に対し、基本計画に基づき当該府県の区域について瀬戸内海の環境の保全に関して府県
計画を定めることを求めている（四条）。：．広島県知事は、本件埋立免許が「国土利用上適正且合理的」である
この点、治水ダムだけの事業認定としてならともかく、発電を含む利水も兼ねる多目的ダムの事業認定に基本計画
を欠くのに多目的ダムとしての駆業認定を認めることは違法の疑いがある。治水ダムだけなら合理性、必要性があっ
ても、発電のための利水も目的とする場合、合理性がない場合もありうるからである。そう解しないと法が基本計画
３
合
理
性
（６）
の策定を義務付けた意味がなくなる。
法
学
志
休
如
一
一
○
毬
第
二
号
一四四
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ある。
（７）
判断形成過程統制とは、行政の判断プロセスに注目する審査方式である。この方式で審査を行った事例は、本来最
も重視すべき諸要素、諸価値を不当、安易に軽視し、その結果当然尽くすべき考慮を尽くさず、または本来考慮に容
れるべきでない事項を考坦に容れもしくは本来過大に評価すべきでない事項を過重に評価し、これらのことによ
り、．：判断が左右されたものと認められる場合には、．：裁過判断の方法ないしその過程に誤りがあるものと
（８）
して、違法となる（宙策高判昭四八・七・一一一一）であり、判断形成過程統制のリーディング・ケースとなった事例で
か否かを判断するに当たっては、．：良好な景観をできるだけ保全するという瀬戸内法の趣旨を踏まえつつ、合理
的に判断すべきであり、その判断が不合理であるといえる場合には、．：裁囲楢を逸脱した違法な行為に当たる
（広島地判平二一・’○・｜）である。
叶画の合理性の要件は、経済的合理性（那綱地判平二○・二・一九、福岡高裁那覇支判平二一・’○・一五）と
法律の趣旨を踏まえた合理的判断（広島地判平二一・一○・一）において原告の主張が蝿められている。東京地判昭
三八・九・一七は、参考資料の欠如という明白な暇疵を指摘できなかったことと比して、約五○年で裁判所の審迩能
力が値かながら向上したと思う。
（１）判断形成過程統制
４
裁
量
統
制
ここでの論点は、裁判所の審理方式であり、（１）から（４）に分類して篭じる。
この他にも、本来最も正視すべき諸要紫、諸価値を不当、安易に軽視し、その結果当然尽くすべき考慮を尽くさず、
公共取粟銭判の研究（一一一）（符哉耶伴噛）（田畑）
’四五
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法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
一四六
又は本襲歪舂慮に入れ若しくは過大に評価すべきでない事項を過大に評価し、このため判断が左右されたと認められる
場合には、裁量判断の方法ないし過程に誤りがあるものとして違法になる（札幌地判平九・三・二七）、行政庁が叶
画
決
定
を
行
う
際
に
考
慮
し
た
血
実
及
び
そ
れ
を
前
提
と
し
て
し
た
判
断
の
過
程
を
砿
定
し
た
上
、
社
会
通
念
に
照
ら
し
、
そ
れ
ら
に
著
し
い
過
誤
欠
落
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
に
の
み
、
汗
埋
以
庁
が
そ
の
裁
趾
樋
を
逸
脱
し
た
も
の
と
い
う
こ
と
が
許
さ
れ
る
（
墓
尽
地
判
平一三・一○・一一一）、行政庁の判断過程において、その判断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等によりそ
の
判
断
が
全
く
事
実
の
基
礎
を
欠
く
か
ど
う
か
、
事
実
に
対
す
る
評
価
が
明
白
に
合
理
性
を
欠
く
こ
と
等
に
よ
り
判
断
が
社
会
通
念
に
照
ら
し
著
し
く
妥
当
性
を
欠
く
か
ど
う
か
、
当
然
考
慮
さ
れ
て
し
か
る
べ
き
重
要
な
要
素
が
考
慮
さ
れ
て
い
た
か
ど
う
か
、
逆
に
考
慮
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
要
素
が
考
慮
さ
れ
て
い
た
か
ど
う
か
、
そ
れ
ら
の
考
慮
の
有
無
の
結
果
、
決
定
さ
れ
た
都
市
叶
画
の
内
容
が
著
し
く
妥
当
性を欠くものになっていないかどうか等の裁過梅行使の著しい不合理性を示す鞭悩の有無を中心とし、裁凪梱の逸脱、
濫用の有無を検討する視点から審査を行う（墓泉高判平一五・一二・’八）、その基礎とされた重要な事実に誤認が
あること等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合、又は、事実に対する評価が明らかに合理性を欠くこと、
判断の過程において考慮すべき事憎を考慮しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くもの
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
り
、
裁
遜
樋
の
範
囲
を
逸
脱
し
又
は
こ
れ
を
濫
用
し
た
も
の
と
し
て
遮
法
と
な
る
（
股
二
小
）
判
平
一
八
・
一一・二）、本襲考慮すべきでない要素を過大に璽視し、また、本来考慮すべき要素を不当に軽視し、その結果が判
断
を
左
右
し
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
判
断
過
程
に
は
社
会
通
念
上
看
過
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
過
誤
欠
落
が
あ
る
と
い
うべきであり、同判断はとりもなおさず裁量判断の方法ないしその過程に誤りがあるものとして違法となる（璽屍地
判平一六・四・二二）、事業認定庁が、本来股も亜視すべき渚要紫、猪価値を不当に軽視し、その結果当然尽くすべ
き考慮を尽くさず、または本来考慰に入れるべきでない駆項を考慮に入れ、若しくは本来過大に評価すべきでない頭
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一方、東京地判平一六・四・二二に対する被告行政の控訴理由番は、「裁判所が行政庁と同一の立場に立って、当
該
処
分
を
し
た
の
と
同
一
の
立
場
に
立
ち
、
当
該
処
分
を
し
た
も
の
と
し
て
、
そ
の
桔
果
を
行
政
庁
の
処
分
と
を
比
較
し
、
そ
の
適
否
を
審査して違法とするいわゆる判断代囮方式を採ることは行政庁の裁量梅を否定することになって許されない．：処
（皿）
分が違法とされるのは、実体判断の誤りが裁逓の逸脱又は濫用と評価されるような場ムロに限られる。」と反論する。
この控訴理由醤の立場は、日光太郎杉判決及び小田急高架化一審判決は、判断過程統制といいつつ、「実体的判断代
（肥）
圏」方式と呼べるという、最高裁の基本的考え方や多数説に反する学説に依拠していると考一えられるので、控訴理由
醤
の
反
論
は
的
外
れ
で
あ
ろ
う
。
（加）
本的立場で８℃ある。
（
２
）
専
門
技
術
的
裁
遜
統
制
及
び
政
策
的
裁
避
統
制
専
門
技
術
的
裁
過
統
制
に
つ
い
て
は
、
法
二
○
条
は
・
・
・
当
該
事
業
に
つ
き
寵
定
す
る
と
否
と
は
被
告
の
自
由
な
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
文
理
上
疑
う
余
地
が
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
こ
の
こ
と
と
各
号
の
要
件
を
具
備
す
る
か
否
か
の
判
断
と
は
別
個
の
こ
と
が
公共驚米栽判の研究（三）（行政耶件網）（田畑）
’四七
項を過亟に評価し、その結果判断に影将を生じさせたというような場合には、その襲業認定は、裁鉦樅の逸脱、濫用
として違法になる（東京高判平一八・二・二三）、調査及び検討が不十分なものであったり、その判断内容が不合理
なものである場合には、：．裁量権の範囲を超えた場合にあたる（広島地判平一二・’○・一）がある。
多くの裁判例がある判断形成過程統制に対しては、高度の専門技術的知識に基づく未来予測的判断が必要で裁判所
の能力では的確な判断はおぼつかないときなどは、行政過程のプロセスに着目し、行政庁の意思形成が違法な、ある
いは不公正を疑わせるような手続で行われていないかどうかをつぶさに事後審査する方が行政判断の適切を担保する
（９）
の
に
適
切
で
あ
り
有
効
で
あ
る
と
い
う
学
睨
（
原
田
尚
彦
）
や
同
旨
学
説
（
北
村
喜
一
且
）
が
あ
り
、
こ
う
し
た
考
え
方
は
、
股
高
裁
の
塾
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法
学
志
林
鯏
二
○
巻
節
二
号
一四八
らであって、：．一一、三号の要件は事柄の性画上裁量の余地を含んではいるけれども．：その判断は鯛束されて
いる．：ただ四号の公益性に関する判断のみは．：行政庁の自由裁量に委ねられているものと解するのを相当と
するけれども、それとても裁量の限界を逸脱し濫用にわたるときは違法となる（東京地判昭三八・九・’七）、その
安全性の判断に特に高度の科学的、専門的知識を要するとの観点及び被告の高度の政策的判断に密接に関連するとこ
ろから、これを被告の裁量処分（松山地判昭五三・四・二五）、専門家の間でも見解の分かれる高度の科学的・専門
技術的問題であるから、．：政策的裁凪のみでなく、安全性を肯定する判断そのものについても専門技術
的裁皿
を
認めている（高松高判昭五九・’二・一四）、現在の科学技術水車に照らし、．：具体的審査基単に不合理な点が
あり、・・・調五審識及び判断の過程に看過し難い過誤、欠落があり、被告行柵』庁の判断がこれに依拠してされたと
翌められる場合：・違法と解すべき（股（一小）判平四・一○・二九、墓示高判平一三・七・四、新潟地判平六・
’一一・二四、東京高判平一七・一一・二二、名古屋高金沢支判平一五・一・一一七、松山地判平一二・一二・一五）、裁
遍
性
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て
も
、
そ
れ
が
行
政
庁
た
る
内
閣
総
理
大
臣
の
全
く
の
自
由
裁
量
に
任
さ
れ
て
い
る
と
は
解
さ
れ
な
い。・・・右の裁量性の幅は、専門技術的裁量性を考慮してもなお狭いものでなければならず、。：裁量梅の行使
上の制約が存する（福島地判昭五九・七・二三）、内閣総理大臣の自由な考えによって安全か否かの桔鐙を出してよ
いという意味での裁量の幅があるものではなく、安全か否かの繕鎗自体は、専門技術的検肘の結果一義的に定まるも
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
（
水
戸
地
判
昭
六
○
・
六
・
二
五
）
、
安
全
委
員
会
の
専
門
技
術
的
な
稠
査
濡
溌
及
び
判
断
を
基
に
し
て
さ
れ
た
行政庁の判断に亟大かつ明白な瑠疵といえるだけの不合理な点があるかという観点から行われるべきである（福井地
判平一二・一一一・二二）、棟々な利益を比較考慮し、これらを総合して政策的、技術的な裁量によって決定せざるを得
ない（東京地判平一三・一○・三）、その基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重要な事実の基礎を欠
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くこととなる場合、又は、事実に対する評価が明らかに合理性を欠くこと、判断の過程において考慮すべき事慨を考
虚しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限り、裁避梱の範囲
を
逸
脱
し
又
は
こ
れ
を
濫
用
し
た
も
の
と
し
て
違
法
と
な
る
（
股
（
｜
小
）
判
平
一
八
・
一
一
・
二
）
、
高
度
に
技
術
的
専
門
的
な
耶
項
に
わ
た
り
、
政
策
的
判
断
を
も
要
す
る
・
・
・
被
告
の
広
廠
な
裁
趾
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
。
：
そ
の
決
定
を
行
う
際
に
考
慮
し
た
駆
実
及びそれを前提とした判断過程に著しい過誤や欠落があるなど、被告において、その決定について委ねられた裁遜柵
の範囲を逸脱し又はこれを濫用したと縄められる場合に限り違法となる（大津地判平一四・’○・二八）、極めて愈
要
な
も
の
と
さ
れ
て
い
た
調
査
等
を
し
な
か
っ
た
：
・
こ
の
暇
疵
は
極
め
て
Ⅲ
要
で
あ
っ
て
、
本
件
決
定
は
取
消
を
免
れ
な
い
（
大
阪
高
判
平
一
七
・
一
二
・
八
）
、
政
策
的
、
技
術
的
な
裁
量
に
よ
っ
て
決
定
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
：
こ
の
よ
う
な
判
断
は
、
技
術
的
な
検
討
を
踏
ま
え
、
：
．
行
政
庁
が
そ
の
決
定
に
つ
い
て
委
ね
ら
れ
た
裁
量
楢
の
範
囲
を
逸
脱
し
又
は
こ
れ
を
濫
用
し
た
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
り
違
法
と
な
る
（
静
岡
地
判
平
一
五
・
二
・
二
七
）
、
基
礎
調
査
の
結
果
が
勘
案
さ
れ
る
こ
と
な
く
都
市
計
画
が
決
定
さ
れ
た
場
合
は
、
．
：
違
法
と
な
る
（
東
京
高
判
平
一
七
・
一
○
・
二
○
）
、
事
柄
の
性
質
上
極
め
て
政
策
的
、
専
門
技
術
的
な
も
の
で
あ
っ
て、・・・事業認定権者の判断に社会通念上著しく不相当な点があり、その裁量の範囲の逸脱又は裁量権の濫用があ
っ
た
場
合
：
・
に
は
、
．
：
違
法
と
解
す
る
（
岐
阜
地
判
平
一
五
・
一
二
・
二
六
）
、
裁
量
と
は
、
事
業
認
定
庁
の
有
す
る
専
門
技
術的知識に由来するものではなく、得られる価値と失われる価値との比較衡量をするに当たり、性質上そのままでの
比較対象が困難な複数の価値について、事業認定庁における政策的判断としてそのいずれを優先させるかという意味
においての裁鉦であり、事業認定庁の政策判断能力に由来する（東京地判平一六・四・二二）、法二○条二号の要件
充
足
性
の
判
断
は
、
．
：
そ
の
前
提
と
な
る
諸
要
紫
・
猪
利
益
の
比
較
衡
量
等
に
関
し
て
は
、
性
質
上
必
然
的
に
専
門
技
術
的
、
政
策
的
な
判
断
を
伴
う
：
．
裁
通
梱
が
与
え
ら
れ
て
い
る
（
東
京
高
判
平
一
八
・
二
・
二
三
）
、
本
件
駆
業
を
実
施
す
る
か
否
か
は
、
被
告
公共麗采践判の研究（三）（一行践耶件旧）（田畑）
一四九
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政
策
的
裁
量
統
制
は
、
ど
の
よ
う
な
価
値
を
最
も
重
視
す
べ
き
か
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
法
体
系
の
下
で
社
会
に
普
遍
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
た
価
値
の
優
先
順
位
を
探
求
す
る
必
要
が
生
じ
る
の
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
場
面
で
作
用
す
る
の
が
事
業
認
定
庁
に
認
め
ら
れ
た
裁
量
で
あ
る
（
東
京
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
）
と
い
う
判
示
で
あ
っ
た
。
こ
の
判
決
に
対
す
る
控
訴
理
由
樹
は
、
「
猪
駆
悩
を
総
合
考
慮
し
て
適
合
性
を
判
断
す
る
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
判
断
に
際
し
て
裁
皿
が
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
り
、
普
週
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
た
価
値
に
優
先
順
位
が
あ
る
こ
と
を
前
提
に
、
そ
れ
を
探
求
す
る
こ
と
の
み
裁
避
が
（旧）
あるのではない。」と批判する。
こ
こ
で
、
亘
理
格
が
行
っ
た
日
光
太
郎
杉
事
業
潔
定
・
土
地
収
用
裁
決
等
取
消
請
求
駆
件
の
宇
都
宮
地
判
昭
四
四
・
四
・
九
と
東
京
高
判昭四八・七・一三との比較分析では、「本来股も重視すべき諸要素、諸価値」、「本来考慮に容れるべきでない事項」、
「本来過大に評価すべきでない事項」がそれぞれ存在することを前提に、かかる諸価値、諸要素を適切妥当に衡量す
担
保
で
き
な
い
と
考
え
る
。
法
学
志
林
邦
一
一
○
巻
鞆
二
号
一五ｏ
市長がまさに社会的、政策的又は経済的な諸要索を総ムロ考虐して決すべき政治的判断といことができ、議会のコント
ロ
ー
ル
の
下
で
の
被
告
市
長
の
広
い
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
（
仙
台
地
判
平
一
八
・
三
・
三
○
）
が
あ
る
。
（皿）
行政処分が合理的な根拠に基づいてなされるべきは当然であるが、この争点で原生□の主張が認められたのは、処分
の
前
提
と
な
る
決
定
の
違
法
に
よ
り
処
分
が
違
法
と
さ
れ
た
東
京
高
判
平
一
七
・
一
○
・
二
○
と
大
阪
高
判
平
一
七
・
一
二
・
八
を
除
け
ば、甫杢泉地判平一六・四・二二である。この判決に対する控訴理由聾は、「国土交通省は、同省の所掌事務に係る政
策
に
関
す
る
埜
礎
的
な
凋
査
及
び
研
究
を
行
う
組
織
と
し
て
国
土
交
通
政
策
研
究
所
、
・
・
・
国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所
が
設
匝
さ
れ
（Ｈ）
て
い
る
・
・
・
耶
繋
認
定
庁
が
、
専
門
技
術
的
判
断
を
す
る
際
に
参
考
意
見
を
聴
取
す
る
こ
と
も
可
能
」
と
反
輪
し
て
い
る
。
こ
の
点
、
国
土
交
通
政
策
研
究
所
と
国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所
は
、
国
土
交
通
省
の
組
織
で
あ
り
、
両
研
究
所
の
意
見
の
客
観
性
が
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控訴理由綴が「普遍的に受け入れられた価値に優先順位があることを前提」としている点を批判しているが、被告
行政は、東京高判昭四八・七・一三の考え方を理解していない。
専門技術的裁通統制及び政策的裁凪統制の輪点については、極鵠ではあるが、阿部教授の「判断余地脱的な考え方
（Ⅳ）
（原告が提出する疑惑や不安につきすべて繊輪をつくすことが要鏑される）」も取り入れる必要があると考・える。
（
３
）
黙
示
的
要
件
に
よ
る
裁
量
圏央道あきる野ＩＣ瓢案認定・収容裁決取消馴求事件（東京地判平一六・四・二二）は、「行政機関である事業蝿
定庁が瑠疵ある営造物の設置を許すことは、法の支配に服すべき行政機関が自ら法に違反することを意味するのであ
って、法秩序の否定につながるものである。法がこのような事態を是認しているものとは到底考えられず、明文の規
定を欠いているのは、公共工事の起業者がそのような暇疵ある営造物の設題を計画するはずがないとの前提に立って
いることによるものと理解すべきであり、法はこの点を事業認定における黙示的な前提要件としている。：この点
につき、事業認定庁には、要件裁量の余地はなく、効果裁遍も上記のように限定されたものとなる。」と判示した。
同事件（東京高判平一八・二・二三）は、「法二○条一号ないし四号の要件を充足する場合は、．：事業認定を
す
る
こ
と
が
で
き
る
．
：
こ
れ
以
外
に
．
：
実
質
的
な
要
件
を
定
め
た
規
定
は
存
在
し
な
い
。
：
．
黙
示
的
な
前
提
要
件
が
あ
る
と解することはできない。それ故、事業蕊定に係る営造物そのものに重大な欠陥があるかどうか、あるいは営造物が
完成後供用目的に沿って利用されることとの閲迦において、騒音等の危害を生ぜしめる危険性があるかどうかという
ことは、法二○条における黙示的要件と解することはできないのであって、・・・法二○条二号・：との要件充足
公共耶裳哉判の研究（三）（行政巾件鯛）耐畑）
一五一
している。
（応）
ろ義務の存することを、事業認定庁の行為規範として肯定し、これらの点で控訴審判決は第一審判決と快を分かつと
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５
事
情
判
決
事
憎
判
決
は
、
処
分
又
は
裁
決
が
違
法
で
あ
る
が
、
こ
れ
を
取
り
消
す
と
公
の
利
益
に
著
し
い
障
害
の
生
じ
る
場
合
に
、
原
告
の
受
け
る
損
害
の
程
度
、
そ
の
損
害
の
賠
償
又
は
防
止
の
程
度
及
び
方
法
そ
の
他
一
切
の
事
情
を
考
慮
し
た
上
、
処
分
又
は
裁
決
を
取
り
消
す
こ
と
が
公
共
の
福
祉
に
適
合
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
に
限
り
許
さ
れ
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
判
決
の
主
文
で
、
処
分
又
は
裁
決
が
違
法
で
あ
る
旨
を
宣
言
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
行
訴
飢
①
）
。
裁
判
所
は
終
局
判
決
前
に
中
間
判
決
を
も
っ
て
処
分
又
は
裁
決
の
違
法
宣
言
（⑬）
をすることもできる（行訴別②）。これによって、当事者間に損害賠償の方法等を考慮させる趣』日である。
こ
こ
で
の
論
点
は
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
事
情
判
決
が
認
め
ら
れ
る
か
で
あ
る
。
ま
ず
、
事
情
判
決
を
認
め
た
事
例
は
、
本
件
事
業
認
定
は
違
法
で
あ
り
、
．
：
本
来
こ
れ
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
：
．
本
件
ダ
ム
本
体
は
既
に
・
・
・
完
成
し
て
お
り
、
既
に
本
件
ダ
ム
本
体
が
完
成
し
湛
水
し
て
い
る
現
状
に
お
い
て
は
、
本
件
収
用
裁
決
を
取
り
消
す
こ
と
に
よ
り
公
の
利
益
に
著
し
い
障
害
を
生
じ
る
．
：
行
政
事
件
訴
訟
法
三
一
条
一
項
を
適
用
す
る
（
札
幌
地
判
平
九
・
法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
一五二
性の判断として考慮される。」と判一示した。
こ
の
点
、
控
訴
理
由
書
は
、
法
の
規
定
し
な
い
要
件
を
唐
突
に
提
示
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
起
業
者
の
申
請
を
拒
否
す
る
と
し
た
ら
、
そ
（昭）
れ自体が裁量権の濫用として違法とされると主張して、墓泉高判平一八・一一・一一一一一も同様に判示している。
こ
の
控
訴
理
由
書
と
東
京
高
判
平
一
八
・
二
・
二
三
は
、
先
述
の
亘
理
格
が
指
摘
す
る
「
本
来
最
も
重
視
す
べ
き
諸
要
素
、
諸
価
値
」
、
「
本
来
考
慮
に
容
れ
る
べ
き
で
な
い
事
項
」
、
「
本
来
過
大
に
評
価
す
べ
き
で
な
い
事
項
」
が
そ
れ
ぞ
れ
存
在
す
る
こ
と
を
前
提
と
い
う
立
場から批判されるべきである。
三・二七）がある。
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ここでは、アイヌ民族の文化的環境が問題となった。憲法一三条などからアイヌ民族である原告の文化享有梅を導
き出し、さらに、アイヌ民族の先住性やアイヌ民族に対する同化政策を考愈して、アイヌ文化に「特に十分な配慮を
（鋤）
すべき資務」を国に課した点で評価できる。一方、配慮義務すべてが調査研究義務でカバーされるわけではなく、鯛
（割）
査研究義務が風｛汀されてもなお配慮護務の問題は残るとの指摘がある。
次に、駆憎判決を認めなかった駆例は、本件区間の北側である脅梅インターチェンジから日の出インターチェンジ
までの区間において圏央道が整備された．：これらの駆実が本件の審理においてさほど関連性を有するとはいえな
いから、本件においてはこれらの駆悩を考慮する必然性を欠く（東京地判平一五・一○・三）がある。
本件判決で注目されるのは、取消判決が第一審限りで砿定することは想定しがたいことを一つの決め手として、第
一審裁判所は事柵判決の可否を検討する必要性がないと判断した点である。原告に対する損害賠償措極などが一切前
提とされていない本件事件にあっては、仮に被告側からの申立があったとしても、行政事件訴訟法三一条一項の要件
を満たす蓋然性は乏しいと解されるが、被告の訴訟に対する姿勢、それに起因して一審判決の確定可能性が小さいこ
とを考慮事項とした点は、同項の「その他一切の事悩を考慮」という要件に照らして、正当に成り立ちうる考慮事項
（配）
であると解される。
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
鴎野弥生「都市計画と公害防止叶画の適合性」『別冊ジュリスト』一八一号ｇｇも』ｓ
磯野弥生「都市叶画と公害防止叶画の適合性」「別冊ジュリスト』一八一号巴冨も』ｓ
磯野弥生「都市計画と公害防止叶画の適合性」「別冊ジュリスト』一八一号９ｓも』ｓ
原田尚彦『行政法婆茜（全灯節四版地揃版）』学悶譜厨９９．□・］認
原田尚彦『行政法要茜（全汀節四版瑚柳版）』学阻播厨９９．で．】計
公共砺案哉判の研究（三）（行政耶件鯛）（田畑）
五
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１
道
路
櫛
造
令
（
１
）
第
二
条
第
三
項
、
四
項
ここでの論点は、道路に植樹帯を設ける必要があるか否かである。
法
学
志
林
痢
二
○
巻
第
二
号
一五四
（６）山村恒年『行政法と合理的行政過程勘』慈学社曽勗・己・一己
（７）北村啓瓦『覇境法』弘文堂巴巨七・愚③
（８）北村魯宜『環境法』弘文堂巴巨・己・暗酊
（９）原田尚彦『行政法要造（全町第四版地補版）』学阻替房曽邑・巳・曽一
（、）北村喜宜『環境法」弘文堂曽巨急・隠函
（、）『囲央逆あきる野ＩＣ事業廻定。収容錘決取消請求耶件（東京地判平一六・四・二二）控酢理由宙』ｇ三》弓・題‐窪
（肥）繭原淳一郎「高速墹煎炉「もんじゅ」の股磁肝可に違法があるとはいえないとした耶例」『判例時報』一九三四号ｇｓも．】ｇ
（Ⅲ）北村暫迩『珂境法』弘文堂曽巨七・吋蹟
（Ｍ）『圏央逝あきる野ＩＣ耶業昭定・収容鮫決取澗研求叩件（東京地判平一六・四・二二）控脈理由群」曽三も・篭
（旧）『圏央迦あきる野ＩＣ耶梨昭定・収容級決取消騎求耶件（東京地判平一六・四・二二）控訴理由緋』ｇ三七・題
（略）亘理格『公益と行政裁迅』弘文堂曽冨も．胸臼
（Ⅳ）高木光「梱島節二原発脈舩」『自治研究』鮒六一巻一二号】畠⑰壱・一畠
（肥）『囲央通あきる野ＩＣ耶業認定・収容裁決取消鋪求叩件（東京地判平一六・四・二二）控訴理由微』ｇ三七・潟
（旧）新堂幸司他『法律学小辞典（第三版）』有斐Ⅲ９ｓも・二ｓ
（卯）山下竜一「二圏谷ダム邸件」『別冊ジュリスト』一七一号ｇ量る．］ｇ
（副）山下電一「二圏谷ダム耶件」『別冊ジュリスト」一七一号筥三も。］患
困）福井秀夫「圏央道耶業廻定・収用銭決取梢訴訟第一審判決及び囲央道代執行手暁執行停止耶件最高銭決定」『法学教室」二八八号
函＆←も，農
第
二
節
技
術
基
準
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静岡地判平一五・一｜・二七は、次の二点の問題がある。
第一に、「第四種第二級の道路に該当する本件変更区間には、植樹帯を設けることは必要でない。」としながら、
「伊東大仁線に並木を設けることは、交通の安全性、快適性を高めることにつながる」と判示したことである。
次に、「並木も樹林帯とは目的・幅員等が異なるものの、類似した機能を持つと認められる。」として、鯛造令二
条の三に定められていない「並木」を認めたことである。
この二点の問題があるにも関わらず、道路柵造令に定められていない「並木」の幅員一・五ｍを躯めたことば同令
ここでの論点は、曲線半径のを決定するための考慰事項である。
大津地判昭五八・一一・二八が、Ａルートの曲線半径七○○ｍのカーブが危険だとしながら、半径五○○ｍのカー
ブが入る》」とは本件ルートと同じであると判示していることは矛盾しているように思える。
秋田地判平八・八・九は、高速道路という道路の性質からは、できるだけ直線に近い線形をとるのが通行車両の安
全の見地から望ましいとの考え方を示している。だが、道路の線形の主要な要素が、直線と曲線から成り立っている
ことを考えると、果たしてこのような判示が適切であったのか疑問である。
（２）第一五条
に連反して遮法であると考える。
ここでの論点は、右折車線を設けずに、一・五ｍ以上のふくらみをもたせればよいか否かである。
静岡地判平一五・二・一一七は、「幅員を縮小した場合には、交差点付近において設計速度を下げる必要が生じた
りする」という理由から、「柵造令二七条三項や上記解説と迦用の方針を採用して幅員を縮小するか否かは、行政庁
公共班粟哉判の研究（三）（汽哉耶件週（田畑）
一五五
ことを考えると、果たしてこのよう
（３）第二七条第三項、解脱と辺用
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２畷境基準（道路騒音）
（１）道路に面する地域
この説と同じ立場の裁判例は、東京地判平一六・四・一一一一が、「道路櫛造令の解説と逆用」について、道路管理者
（１）
の裁量の範囲を考慮するに当たっては、参考とされるべきであるという判一木と、永源寺第二ダム耶件（大阪高判平一
（２）
（３）
七・一二・八）は、通運とその解説部分である設計基姻について、①解脱部分も通逮と実質的に一体となる、②土地
改良事業の手続がこれに従って統一的に行われることにより、その後にされる本件決定等の処分の適正が保障さ池型
という判示の一一例がある。
（４）道路の標地幅員に関する基地案
ここでの論点は、この埜単（案）を適用するか否かである。
静岡地判平一五・一一・二七は、「基単（案）は通運であるから、。：違反したからといって、：・違法の問
題が生ずることはない」という考え方を示した。
「道路の標幽幅員に関する基単（案）について」は、道路櫛造令の内容を具体的に示しており、その意味では道路
櫛造令と一体の通運であるという立墹からは、この通運の手順を踏まえないことは、同令にも遮反し述法であると考
』え宝③。
が少ないと考える。
（
４
）
道
路
の
標
姻
晴
法
学
志
林
鋪
二
○
逢
第
二
号
一五六
の裁量に委ねられている」という考え方を一示した。
市街地の中では、通常、二車線道路の制限速度が小さいことを考えれば、交差点付近で設計速度を低くしても影轡
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盾しているように思える。
方を示した。
こ》」での論点は、「道路に面する地域」が二○ｍ以内であるのか否かである。
一一○ｍを超えるとした駆例は、秋田地判平八・八・九、東京高判平一八・二・’一三、東京地判平一七・五・三一、
東京高判平二○・六・一九である。｜方、一一○ｍ以内であるとした事例は、墓示地判平一六・四・二二である。
秋田地判平八・八・九は、環境影響評価の騒音予測に「騒音に係る環境基単について」が適用されないという考え
東京高判平一八・二・一一三は、「騒音に係る環境基準について」が適用されるが、「道路に面する地域」が官民境界
から八○ｍないし一五○ｍまでの範囲という考え方を示した。
「騒音に係る環境避螂について」は、「道路端からの距離」と肥戦しているのに対し、判決は「官民範界から」とし
て、歩道、切土面、盛土面などの柵造物の外側を道路端であると判示している。騒音の発生源が車道であることを考
噂すれば、このような距離の決め方は、合理性を欠いている。また、「八○ｍないし一五○ｍまでの範囲」は、「騒音
に係る斑境遮準について」に妃戦されていない数値であり根拠が不明である。
東京地判平一七・五・三一と東京高判平二○・六・一九は、道路騒音の影轡を受ける地域全体が「道路に面する地
域」に当たるという考え方を示した。
「道路騒音の影畷を受ける地域全体」という騒音の影響を受ける範囲を決めない埜単は無意味であると考える。
東京地判平一六・四・二二では、「「道路に面する地域」を字義どおり素直に読めば、物理的に道路に面した地域を
公共願葉裁判の研究（三）（汗践耶件恩（田畑）
一五七
建設省所管道路事業環境影響評価技術指針によると、騒音の現地調査の方法は、昭和四六年五月二五日閣議決定の
「騒音に係る環境基準について」に定める測定方法を基本として実施すると定められてＬ麺と判示していることと矛
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東京地判平一六・四・二二は、国道四三号線脈舩上告審判決（股（二小）判平七・七・七）を法律に単じるものと
し
て
、
環
境
越
螂
以
上
に
近
視
す
べ
き
と
し
た
。
東京地判平一七・五・三一は、一一○ｍ以内の住民らについて、単に騒音のみの影響だけでなく、浮遊粒子状物質
（ＳＰＭ）の影蒋やそれ以外の心理的被害等も併せて考慮して屋外等価竪音レベルが六○⑩を超える騒音に睡露され
た者について受忍限度を超える被害を受けたと判断しているのであって、道路端から二○ｍ以内に居住していれば、
直ちに道路交通騒音について受忍限度を超える被害を受けていると判断しているものではないとして、どこまでを
「道路に面する地域」とするかについては、行政裁避の範囲内であるとした。
ここでの論点は、「
が
あ
る
か
否
か
で
あ
る
。
「騒音に係る環境基準の改正について」（平成一○年九月三○日大気保全局長通知）には、「○～二○ｍ」という記
戦があり、これを根拠とする「二○ｍ程度の範囲」は合理的であると考える。
（２）国迦四三号線脈訟上告審判決（股（二小）判平七・七・七）の解釈
ここでの論点は、「国道四三号線訴訟上告審判決（股（二小）判平七・七・七）の解釈」は、法律に準ずる拘束力
た
｡
法
学
志
林
輔
二
○
巻
鰍
二
号
一五八
窓味するものと解するほかないのであって、・・・異なる環蜂繋墾期を設けた意味はないことになるのであり、斑蝋《基
率が基単として機能しなくなるものといわざるを得ない。そして、新環境基準においては、・・・「道路に面する地
域」とは、文字通り物理的に道路に面した地域であり、道路からせいぜい二○ｍ程度の範囲を指すものと解すべきで
あり、．：官民境界地点から八○ｍに至る範囲が「道路に面する地域」といえないことは明らかである．：誤っ
た埜地を用いることによって騒音による被害の発生を過小に評価したものといわざるを得ない」という考え方を示し
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（
３
）
測
定
高
さ
ここでの論点は、「測定高さ」の範囲である。
東
京
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
は
、
平
成
六
年
に
技
術
指
針
が
改
正
さ
れ
、
高
所
に
お
け
る
予
測
の
必
要
性
が
明
白
と
な
っ
た
後
で
行
（６）
わ
れ
た
本
件
再
評
価
に
お
い
て
も
調
査
さ
れ
て
い
な
い
と
し
た
。
東京高判平一八・二・二三は、「建設省所管道路耶業環境影響評価に関する実施上の迦用（案）について」と「日
本工業規格圏『望に定める騒音レベルの測定方法」を根拠として、一・二ｍの地点で行われたことが不適切である
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
「騒音に係る環境基準の改正について」は、「地上一・二ｍ～五・○ｍの範囲」、「上層階の生活面の高さでの測定も
加えてもよい」と定められていることと矛盾する。
ここでの論点は、「法定速度」の数値の定め方である。
秋田地判平八・八・九、東京高判平一八・二・二三、東京地判平一七・五・三一、東京問判平二○・六・一九は、
道路交通法施行令の法定最高速度が八○ｍ／ｈであることを根拠として、これを予測数値であるとの考え方を示した。
公共珈業裁判の研究（三）（行政耶件圏）（田畑）
一五九
第二に、
し
て
い
る
。
（
４
）
法
定
速
度
東京地判平一七・五・三一の問題点は二点ある。
第一に、「単に騒音のみの影瀞だけでなく」というというのであれば、二○ｍ以内の騒音の割合を考慮すべきであ
るのに、全く触れていないことである。
第二に、最（一一小）判平七・七・七が法律に準じる（東京地判平一六・四・二一一）という立場からは、法令に違反
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という問題がある。
第
一
に
、
名
古
屋
高
判
昭
一
法という考え方を示した。
３
環
境
基
準
（
鉄
道
騒
音
）
（
１
）
名
古
屋
高
判
昭
六
○
・
四
・
一
二
の
受
忍
限
度
の
解
釈
ここでの鎗点は、「名古屋高判昭六○・四・一二の受忍限度の解釈」は、新幹線圏音に関する受忍限度が七三ホン
との判断が示されているため、この数値を超えた場合に受忍限度を超えて違法となるか否かである。
東京地判平一三・一○・一一一は、名古屋高裁が認めた受忍限度を超える騒音は違法であるとした。
東京高判平一五・一二・一八は、著しい判断の過誤があったとまではいえず、裁量樋の範囲を逸脱したものとも鯉
法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
一六○
雷圭夙地判平一六・四・一一二は、八○ｍ／ｈを大幅に上回ることは経験則上明らかであるから、本件環境影響評価響
の予測手法は実態に即していないとの考え方を示した。
（７）
函樫魂影孵評価は、当該活動による麗境への影騨を調盃、予測、評価するものであるので、道路交通法施行令の法定
股高速度が八○ｍ／ｈであることを根拠としたことは、墓晁地判平一六・四・二二が判示したように実態と比較して
合理的ではないと考えられる。
め
ら
れ
な
い
と
し
た
。
東
京
高
判
平
一
五
・
一
二
・
一
八
は
、
二
つ
の
問
題
点
が
あ
る
。
第一に、名古屋高判昭六○・四・一二が受忍限度とした七三ホンを超える騒音は、東京地判平一三・一○・一一一が進
この立場から名古屋高裁の判決は、法律に単じると考えることができ、東京高判平一五・一二・一八は、法令違反
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ここでの論点は、「測定高さ」は、高架橋の高さ（約五ｍ～約八・五ｍ）に側壁の高さを加えた地上六・五ｍ超え
る
高
さ
の
騒
音
を
測
定
す
る
必
要
が
あ
る
か
否
か
で
あ
る
。
璽界地判平一三・一○・三は、高架橋の高さ（約五ｍ～約八・五ｍ）に側壁の高さを加えた地上六・五ｍ超える高
さで八○畑をかなり上回る．：述法な騒音被害の発生するおそれは払拭できないとした。
公
共
町
窺
哉
判
の
研
究
（
三
）
（
杼
哉
耶
件
綱
）
（
田
畑
）
一士〈一
労働者が耳栓や耳覆をしなければ健康を害するとされる環境は、住民にとって受忍限度をはるかに超えているもの
であり、違法であると考える。
次の「測定高さ」は、鉄道騒音に関する唯一の公的基準であった新幹線議音基準でも、騒音の測定地点は地上一・
二ｍ（東京高判平一五・一二・一八、最（一小）判平一八・一一・二）としながら、騒音の測定値に新幹線騒音基率
を適用しないのは、行政による環境基準の悪意的な適用を追認するものである。
第二に、新幹線鉄道騒音に係る環境基率を一○細以上超える騒音について、著しい判断の過誤があったとまではい
えず、裁錨樋の範囲を逸脱したものとも蝿められないと判示したことである。
騒音は測定の高さにより異なるが、裁判所は、八○畑をかなり上回る（東京地判平一三・’○・三）を述法とし、
新幹線鉄道騒音に係る斑境基地を一○胆以上超える騒音（八三畑以上）（東京高判平一五・一二・一八）と八八ホン
以上（股（｜小）判平一八・二・二）の遮法性を否定した。
平成四年八月二四日の労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成四年労働省令第二四号）で策定された「騒
音陣害防止のためのガイドライとでは、八五畑（Ａ）以上の騒音作業に従鞭する労働者に「防音保謹具を使用させ
（
２
）
測
定
高
さ
（８）
｝◎こと」を求めている。
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一方、「第二の一
年
以
内
に
、
覇
三
国
。
と。」と定めている。
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こ
こ
で
の
論
点
は
、
環
境
基
準
を
達
成
す
る
ま
で
の
期
限
で
あ
る
。
環境基単逮成の期限について、右告示この三によれば：．昭和五八年一二月二七日までに環境基辿を連しえない
としても直ちに本件各処分自体の効力が左右されるものではない（東京地判昭五九・七・六）、騒音対策が一定の成
果を挙げるのを期待することができない状況であったとは認められない（東京高判平四・’○・二一一一）という二つの
判決は、「環境基率の速やかな達成」が無期限であるとも受け取れる。
一方、「第二の一達成期間等」では、「新東京国際空港」について、達成期間が二○年以内」、改善目標が「五
年以内に、覇三国○勺三田未満とすること又は忠三面○勺ｚＰ以上の地域において屋内で急三国○勺ｚ田以下とするこ
法
学
志
林
鯏
二
○
巻
第
二
号
一一〈一一
塁尿高判平一五・一二・’八と股（１小）判平一八・一一・二は、鉄道騒音に関する唯一の公的基単であった新眸
線騒音基単でも、騒音の測定地点は地上一・二ｍとされており、裁量権の範囲を逸脱したものとも認められない（東
京高判平一五・一二・一八）、考慮すべき事傭を考暉せずにされたものということはできず、また、その判断内容に
明
ら
か
に
合
理
性
を
欠
く
点
が
あ
る
と
い
う
こ
と
も
で
き
な
い
（
最
（
一
小
）
判
平
一
八
・
一
一
・
二
）
と
し
た
。
先述した、「名古屋高判昭六○・四・’二の受忍限度の解釈」において、東京高判平一五・’二・’八が、新幹線
鉄道騒音に係る環境基単を一○佃以上超える騒音について、著しい判断の過誤があったとまではいえず、裁凪極の範
囲を逸脱したものとも認められないと判示したこととも矛盾している。行政の都合が良いように環境基箪値を変えて
い
る
の
は
、
窓
意
独
断
や
他
蕊
考
慮
そ
の
も
の
で
あ
る
よ
う
に
思
え
る
。
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５
環
境
基
準
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大
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染
）
（１）大気汚染の予測モデル
大気汚染の予測モデルは、「建設省所衝事業に係る環境影癖評価の実施について」の「第八標幽手法（省令第八
（９）
条別表第二）関係」に、二酸化窒素と浮遊粒子状物髄の予測手法として、プルーム式とパフ式が例一示されている。
ここでの践点は、この予測手法が他の予測手法と比して妥当か否かである。
予測手法が誤っているとした事例は、プルーム式とパフ式が正しく予測されているものかどうかについてはなお疑
問が残る（東京地判平一六・四・二二）である。
予測手法に誤りがないとした事例は、その計算式が十分に機能しない場合があり得ることが窺えるけれど
も、：．未だ合理性を失うものでないと認めることができる（東京高判平一八・一一・二三）、汎用性のある拡散モ
デルで．：適切なもの（東京地判平一七・五・三一、墓泉高判平二○・六・一九）である。
原告の最終準備醤面（東京地判平一七・五・三一）は、プルーム式の適用条件として、同一風向で、同じ高さでは
同一風速であるという前提で、地形・建物・構造物等の影響や特異な気象など、多くの前提条件を捨象していまい、
極めて条件を単純化、簡素化してしまっている。：。実際には風の動きはより複雑である。この点からもプルーム
（い）
モデルを裏高尾地区で漫然と適用した本件アセスメントには重大な欠陥があると指摘している。
同最終単備瞥面は、プルーム式に代わる数値解析モデルとして三次元流体モデルによる解析を主張し、このモデル
によれば一六の方向、四段階の風速、合肘すると六四通りの風が吹いたとき、当該地域内で汚染物質がどのように拡
公共斑溌判の研究（’一一）（行践耶件期）（田畑）
一｛ハ一一一
裁判所は、環境基率の達成水単と達成期限を守れない行政の姿勢を非難するべきである。
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考え方であると思われる。
考
慮
す
べ
き
と
し
た
事
例
は
、
川
崎
大
気
汚
染
公
害
第
二
次
～
第
四
次
訴
訟
判
決
な
ど
複
数
の
裁
判
例
に
お
い
て
も
そ
う
し
た
因
果
関
係
が
腿
定
さ
れ
て
い
る
。
：
当
然
考
慮
さ
れ
る
べ
き
躯
柄
（
東
京
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
）
で
あ
る
。
考
慮
し
な
く
て
も
よ
い
と
し
た
駆
例
は
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
（
Ｓ
Ｐ
Ｍ
）
が
大
幅
に
基
単
値
を
上
回
る
こ
と
を
推
測
さ
せ
る
よ
う
な
的
確な証拠はなく、・・・浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の将来予測を行わなかったことをもって合理性を欠くものという
こ
と
は
で
き
な
い
（
東
京
高
判
平
一
八
・
二
・
二
三
）
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
は
、
固
定
発
生
源
、
移
動
発
生
源
及
び
自
然
界
に
起
因
す
る
も
の
の
ほ
か
、
二
次
的
に
生
成
さ
れ
る
も
の
な
ど
複
数
多
岐
で
あ
る
た
め
、
．
：
浮
遊
粒
子
状
物
質
（
Ｓ
Ｐ
Ｍ
）
に
つ
い
て
の
予
測
評
価が行われなかったことは、やむを得なかった（東京地判平一七・五・三一、東京高判平二○・六・’九）である。
ＳＰＭは近年呼吸器疾患、特に気管支喘息の原因物質としてその危険性が注目され、司法の場でも、尼崎大気汚染
法
学
志
林
第
一
一
○
巻
卯
二
号
一六四
（Ⅱ》
散したのかが求め．われるとしている。
被
告
の
控
訴
理
由
聾
（
夏
泉
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
）
は
、
裏
高
尾
地
区
に
つ
い
て
は
大
気
紘
敵
風
洞
模
型
実
験
を
行
い
、
プ
ル
ー
ム
・
パ
フ
モ
デ
ル
に
よ
り
行
っ
た
大
気
汚
染
予
測
値
が
妥
当
性
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
．
：
原
判
決
は
、
（胆）
単
に
予
測
の
一
勾
法
は
多
け
れ
ば
多
い
ほ
ど
よ
い
と
考
え
る
に
す
ぎ
な
い
と
主
張
し
て
い
る
。
後
の
裁
判
例
は
、
こ
の
控
脈
理
由
密
と
同
じ
ど
の
予
測
式
が
正
し
い
か
と
い
う
争
点
に
つ
い
て
、
裁
判
所
が
正
し
い
判
断
す
る
こ
と
は
難
し
い
こ
と
で
あ
り
司
法
判
断
の
限
界
を
超
え
て
い
る
。
原
告
が
こ
の
争
点
に
多
大
な
時
間
と
費
用
を
か
け
て
も
無
駄
に
終
わ
っ
て
し
ま
う
。
（
２
）
浮
遊
粒
子
状
物
質
（
Ｓ
Ｐ
Ｍ
）
こ
こ
で
の
総
点
は
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
（
Ｓ
Ｐ
Ｍ
）
は
、
発
生
源
か
ら
の
寄
与
の
特
定
が
で
き
な
い
こ
と
を
理
由
に
、
予
測
対
象
と
し
て
考
慮
す
べ
き
か
否
か
で
あ
る
。
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方を示した。
横
浜
地
判
平
一
三
・
二
・
二
八
は
、
ア
セ
ス
条
例
の
規
定
ぶ
り
に
よ
る
と
、
同
条
例
に
お
け
る
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
制
度
は
、
県
知
事
及
び
事
業
者
の
手
続
的
義
務
を
定
め
た
に
と
ど
ま
り
、
・
・
・
環
境
評
価
の
内
容
の
当
否
に
つ
い
て
は
ア
セ
ス
条
例
が
規
定
を
設
け
て
は
い
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
点
に
は
司
法
審
査
が
及
ば
な
い
と
解
さ
れ
る
。
・
・
・
手
続
の
履
行
の
有
無
に
関
す
る
も
の
と
し
て
司
法
判
断
の
対
象
と
な
る
べ
き
で
あ
る
が
、
：
。
仮
に
一
部
の
動
植
物
の
存
在
を
過
失
に
よ
り
見
落
と
し
て
い
た
と
し
て
も
、
直
ち
に
調
査
自
体
を
し
て
い
な
い
場
合
と
同
等
に
諸
ず
る
こ
と
は
で
き
な
い
．
：
予
測
と
評
価
の
内
容
面
の
当
否
は
、
本
訴
と
は
別
の
場
に
お
い
て判断するほかにないとして、環境影響評価の義務付けだけで足りて、内容の審査まで司法審査が及ばないとの考え
環
境
影
響
秤
価
の
義
務
付
け
を
認
め
な
か
っ
た
駆
例
は
、
秋
田
地
判
平
八
・
八
・
九
、
大
津
地
判
平
一
四
・
一
○
・
二
八
、
那
綱
地
判
平
一
五
・
六
・
六
、
福
岡
高
那
珊
支
判
平
一
六
・
一
○
・
一
四
、
東
京
高
判
平
一
八
・
二
・
二
三
で
あ
る
。
公共耐業栽判の研究（三）（行政耶件鰯）（田畑）
一六五
公害裁判、名古屋大気汚染公害裁判と２つの判決で、この危険性を明砿に指摘してＬ率・裁判所は、被告が安全性を
立
証
で
き
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
邪
業
認
定
を
取
り
消
す
べ
き
で
あ
る
。
と
お
り
で
あ
る
。
６
環
境
影
響
評
価
こ
こ
で
の
論
点
は
、
環
境
影
轡
評
価
は
、
そ
の
義
務
付
け
を
認
め
る
か
否
か
、
ま
た
、
認
め
た
場
合
に
内
容
の
審
査
を
認
め
る
か
否
か
、
環境影響評価の手続や結果の適法性である。
（
１
）
法
的
義
務
と
司
法
審
査
環
境
影
轡
呼
価
の
縫
圭
碑
付
け
を
認
め
る
か
否
か
、
ま
た
、
認
め
た
場
合
に
内
容
の
審
査
を
昭
め
る
か
否
か
が
争
わ
れ
た
耶
例
は
、
次
の
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手続を定めた法律の規定がない場合にも、相手方に近大な不利益を与える場合には、手続を必要とする判決もある
（一塁尿地判昭五九・三・二九、行梨三五巻四号四七六頁）。．：行政手続法は、：．全ての手続的問題について、
（応）
万能の解決手段を提供するものではないという問題がある。
東京高判平一八・二・二三は、騒音予測、大気汚染予測が環境基地を下回り、環境に及ぼす影響は少ない、浮遊粒
子状物質（ＳＰＭ）の将来予測を行わなかったことが合理性を欠くものということはできない、これらの評価の手法
や内容において特に不適切、不合理な点は認められないという考え方を示した。
日光太郎杉駆件の一審、二審判決も、昭和五九年の評価の実施についての閣議決定要綱等のない時代において、文
（Ｍ）
価義務があったとい》えよう。
と
は
い
え
な
い
と
の
考
え
方
を
示
し
た
。
法
学
志
林
鰍
二
○
巻
銅
二
号
一一ハーハ
秋田地判平八・八・九は、土地収用法その他の関係法令上、璽輩〈認定の際に起業者等に対して環境影響評価を行う
ことを義務づける規定は存在しないことから、環境影響評価の実施は事業認定を行うための法的義務ないし要件であ
る
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
大津地判平一四・一○・二八は、施行令二条二項にいう技術的可能性の要件は、：・河川維持流通（河川の適正
な利用及び河川の流水の正常な機能を維持できる最低限の流量）の確保の可否及び河川環境への影響の有無は同要件
の有無を判断するに当たって、直接考慰対象となるものではないとの考え方を示した。
那覇地判平一五・六・六と福岡高那覇支判平一六・一○・一四は、林業基本法は、基本法という名称の示すとおり、
一般的な指針を定めたものにすぎず、同条項が、：．環境影響評価調査．：などの具体的行為を義務付けている
これらは行政法上の義務についてであるが民法上は四日市判決が述べるように立地上の注意義務の内容としての評
Hosei University Repository
第一に、環境影響評価の結果を遮法とした駆例は、次のとおりである。
東
京
地
判
平
一
三
・
一
○
・
三
は
、
環
境
影
櫻
評
価
の
内
容
の
当
否
を
さ
て
お
い
て
、
同
評
価
の
結
果
を
前
提
と
し
た
と
し
て
も
、
・
・
・
社
会
通
念
に
照
ら
し
て
も
誤
り
と
い
う
ほ
か
な
い
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
東
京
地
判
平
一
五
・
一
○
・
三
は
、
本
件
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
、
適
切
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
も
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
．
：
本
案の審理の結果・・・建設予定の道路には国家賠償法二条一項にいう瑠疵が存することになり、．：収
用法二
○条
三
号
及
び
四
号
違
反
を
理
由
に
違
法
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
広
島
地
判
平
二
一
・
一
○
・
｜
は
、
鞆
の
景
観
価
値
は
、
．
：
私
法
上
保
護
さ
れ
る
べ
き
利
益
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
：
．
国
民
の
財
産
と
も
い
う
べ
き
公
益
で
あ
る
。
し
か
も
、
本
件
事
業
が
完
成
し
た
後
に
こ
れ
を
復
元
す
る
こ
と
は
ま
ず
不
可
能
と
な
る
性
質
の
も
の
で
あ
る
。
・
・
・
本
件
事
業
が
鞆
の
景
観
に
及
ぼ
す
影
響
は
、
決
し
て
軽
視
で
き
な
い
重
大
な
も
の
で
あ
り
、
瀬
戸
内
法
等
が
公
益
と
し
て
保
謹
し
よ
う
と
し
て
い
る
景
観
を
侵
害
す
る
・
・
・
本
件
埋
立
免
許
は
、
合
理
性
を
欠
く
も
の
と
し
て
、
行
訴
法
三
七
条
の
四
第
五
項
に
い
う
裁
凪
栃
の
範
囲
を
超
え
た
場
合
に
あ
た
る
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
こ
こ
で
、
「
私
法
上
保
護
さ
れ
る
べ
き
利
益
」
と
い
う
判
示
は
、
国
立
の
高
厨
マ
ン
シ
ョ
ン
訴
訟
上
告
審
判
決
（
股
（
｜
小
）
判
平
一
公
共
砺
案
鰹
判
の
研
究
（
三
）
存
銭
耶
件
網
）
（
田
畑
）
一六七
化財や景観・風致に対する影響評価の不備を理由として事業認定を違法としている。下筌ダム・三井寺事件の各判決
（腿）
は環境に与壹える影蒋評価について審査したうえ躯業認定を適法とした。平成九年には環境影鰯評価法が制定された。
そ
の
対
象
事
業
に
当
た
る
も
の
は
評
価
を
実
施
し
な
い
と
述
法
と
な
る
。
そ
れ
に
当
た
ら
な
い
事
業
計
画
で
も
、
自
治
体
の
条
例
の
対
象
と
な
る
も
の
は
評
価
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
。
以
上
の
何
れ
に
も
当
た
ら
な
い
事
業
叶
画
で
も
、
「
適
性
か
つ
合
理
性
」
の
要
件
の
資
料
と
（Ⅳ）
して評価を実施しないと違法となる場合もありうると考壹える。
（
２
）
適
法
性
第
一
に
、
環
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法
学
志
林
節
一
一
ｏ
巻
鋪
二
号
一六八
八・三・三○）が、良好な景観に近接する地域内に居住し、．：良好な景観の恵沢を享受する利益（以下「景観利
（肥）
（四）
益」という。）は、法律上保護に値するを借用しているとの出嗅掴があるように、従来の判例から導かれる結論である。
最（｜小）判平一八・一一一・三○）は、ある行為が景観利益に対する違法な侵害に当たるといえるためには、少なく
とも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制に違反するものであったり、．：社会的に認容された行為として
（幻）
の相当性を欠くことが求められると判一示し、景観利益の具体的内容に言及している。
第二に、潔魂影響評価の結果を適法であるとした事例と合理性が認められるに分かれる。
環
境
影
響
評
価
の
結
果
を
適
法
で
あ
る
と
し
た
駆
例
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
法上、市杢夙都環境影輕評価条例に基づく環境影轡評価手織を経ることや本件調盃釦笙回播の公開が都市計画決定の手
続要件とはされていない。したがって、同手続に夏尿都琿境影響評価条例違反等があったとしても、。：直ちに都
市計画決定が違法であることを基礎付けるものとはいえない（東京高判平一五・一二・一八）、本件事業計画の策定
に当たってアセスメントが行われたことが認められるから、仮にこれが適切でないとか、道路公害等を防止するため
に、地下柵造による道路の建設をすべきかどうかを検討していないとしても、このことから本件事業認定に重大かつ
明白な瑠疵があるとまでは認められず、．：無効であるとも腿められない（東一［墾尚判平一五・一二・二五）、本件
環境影将呼価には一十十分な部分も散見されるものであるが、これが環境影響評価法ないし本件省令に遮反する違法な
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
那
綱
地
判
平
二
○
・
二
・
一
九
）
、
環
境
影
響
呼
価
と
は
、
：
．
そ
の
予
測
に
は
一
定
程
度の不破実性を伴うことが避けられない。そうすると、当初の環境影櫻評価では予測されていなかった結果が後に発
生したからといって、直ちに当該環境影轡評価が違法であったということにはならない（福岡高裁那覇支判平一一一・
一○・一五）、一般論として、環境保全が重要であること、公共事業を実施するに当たっても．：環境影響評価の
Hosei University Repository
されることが望ましいことであり、政策上の提言としてはともかく、地方自治法二条一六項に違反して違法であると
いうことはできない（前橋地判平二一・六・二六）、八シ場ダム事業に環境影響評価義務等に違反があったとして
も、．：政策上の問題にとどまるといえる（千葉地判平一一二・一・一九）がある。
環境影響評価の結果に合理性が認められるとした事例は、次のとおりである。
平成五年決定は、．：本件評価薔の内容にも十分配慮し、環境の保全について適切な配慮をした．：平成五年
決定が考慮すべき事情を考慮せずにされたものということはできず、また、その判断内容に明らかに合理性を欠く点
があるということもできない（最（｜小）判平一八・一一・二）、評価の手法や内容において特に不適切、不合理な
点は認められず、：・環境に対する影響は少ないものと認められる（東京高判平一八・二・二三）、環境影響評
価
。
：
著
し
く
合
理
性
を
欠
い
て
お
り
予
算
執
行
の
適
正
確
保
の
見
地
か
ら
看
過
し
え
な
い
瑠
疵
が
あ
る
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
（さいたま地判平二二・七・一四）、本件事業への環境への影響に関する調査及び環境保全対策には合理性が認められ
る（静岡地判平二一一・三・一八）がある。
こ
れ
ら
の
事
例
は
、
専
門
技
術
的
な
事
実
認
定
の
場
合
に
は
、
裁
量
性
を
肯
定
せ
ざ
る
を
得
な
い
（
股
（
一
小
）
判
平
四
・
’
○
・
二
九
、
民
集
四
六
巻
七
号
二
七
四
頁
）
と
同
じ
立
場
で
あ
る
。
従来、環境影響評価法に基づくアセスメント義務は直接的には行政上の義務であるが、私法上の義務でもある、と
（釦）
解すべきであるなどという指摘もあるように、アセスメントの内容にまで踏み込んで考察したものが見当たらないの
は問題である。公共班業裁判の研究（三）（行政事件福）（田畑）
一
六
九
Hosei University Repository
五・三一）である。
また、鉄道の高架化と地下式とを比較街通した事例は、心理的な圧迫感も生じないことを理由に地下式が優位（東
京地判平一一一一・一○・一一一）である。
景観への悪影轡を比較衡麺の対象にしなかった事例は、良好な景観に悪影響が生ずるということができる。．：
景観への悪影響は、それ自体としては遺憾なものではあるが、これを過大視することはできない（東京地判平一七・
ここでの論点は、裁判所が景観について何を基準に、どのような判断を行ったのかである。
裁判所が景観価値を阻めた駆例は覇国立公園区域内の極めて限定された股高の素質を保有する傑出した禦観（宇都
宮地判昭四四・四・九）、国立公園区域内の特別保謹地区に指定されている趣旨（東京高判昭四八・七・一一一一）、景観
利益は、私法上の法律関係において、法律上保護に値する（鰻（｜小）判平一八・一一一・一一一○）．：公水法四条一項
三号．：公水法三条：・瀬戸内法：・政府の定めた基本叶画及び広島県の定めた県叶画．：景観利益が大き
く侵害され、本件埋立が施工されればこれを原状に回復することはおよそ困難であることを併せ考慮すると、この景
観に近接する地域内の居住者：・は、法的保謹に値する景観利益を有する（広島地判平一一○・二・一一九）、良好な
景観をできるだけ保全するという瀬戸内法の趣旨を踏まえつつ、合理的に判断すべきであり、その判断が不合理であ
るといえる場合には、．：裁量権を逸脱した違法な行為に当たる（広島地判平一一一・一○・一）である。
景観に環境基準がないため、審査を行わなかった事例は、評価の指標（灘境基準）が存するものはすべてこれを充
足し、畷境に対する影響は少ない等の評価とされ：．不適切・不合理な点は阻められない（璽夙高判平一八・二・
二一一一）である。
７
景
観
法
学
志
林
卯
二
ｏ
巻
邦
二
号
一七○
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同判決は、ある行為が景観利益に対する違法な侵害といえるためには、少なくとも、その侵害行為が刑罰法規や行
政法規の規制に違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害行為の態様や
公共事業裁判の研究（一一一）（行政事件鍋）（田畑）
’七一
○と矛盾する。
同判決は、」
これまでの事例は、宇都宮地判昭四四・四・九、東京高判昭四八・七・’三（国立公園区域内の特別保護地区）、
広島地判平二○・二・二九（股（｜小）判平一八・三・三○、公水法、瀬戸内法）、広島地判平二一・一○・一（瀬
戸内法）のように景観価値を評価するための法的根拠があるか否かで裁判所の判断が分かれているため、裁判所は、
（艶）
法
制
度
に
手
が
か
り
を
求
め
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
代表的な景観訴訟である国立マンション訴訟の最高裁判決（最（｜小）判平一八・三・三○）は、民事差止訴訟に
おける「景観利益」について論じているが、行政法的な「仕組み解釈」の方法が、行政法の領域を超えて用いられて
（麹）
いる。同判決は、良好な景観に近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有す
る客観的な価値の侵害に対して密接な利害関係を有するものというべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵
（別）
沢を享受する利益は、法律上保護に値すると判示している。この点、東京高判平一八・一一・一一一一一と東京地判平一
七・五・三一が景観価値の判断を避けたことや景観を比較衡量の対象としなかったのは最（｜小）判平一八・三・三
周辺住民の生活妨害や健康被害を生じさせるという性質のものとはいえないという理由で景観への悪影響を著しく
妥
当
性
を
欠
く
と
認
め
る
に
足
り
な
い
と
し
た
事
例
は
、
植
林
等
に
よ
り
人
工
樹
造
物
の
遮
へ
い
を
識
ず
る
こ
と
な
ど
の
配
慮
・
・
・
概
造物により高尾山を含む周辺地域の景観に影響が生ずるおそれがあることは否定できない．：景観への影響は、こ
れが直ちに周辺住民の生活妨害や健康被害を生じさせるという性質のものとはいえない（東京地判平二二・九・一）
である。
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粗度係数は、流れにくさを表す係数であり、人工水路よりも起伏、曲線、障害物（水草、礫等）に富んだ自然河川
の方が値は高くなる。祖度係数が大きくなれば平均流速が遅くなり基本高水も高くなる。
（誼）
特に、現況河道から叶画河道に改修されれば、河逝の流しうる流騒は一・二一二倍増大するとの原告の主張に、岐阜
地判平一五・一二・二六と名古屋高判平一八・七・六は、大きな粗度係数を設定する理由を示すべきである。
（２）引き伸ばし率
粗度係数に対する裁判所の考え方は、測定上の誤差も考瞳するならとくに告めたてるほどの変更ではない（奥泉地
判昭三八・九・一七）、実績組度係数が複数存在する濁合には、．：最大の値を用いることが適当である（岐阜地
判平一五・一二・二六）、痕跡水位のみをもって直ちに現況流下能力が過小に設定されているということはできない
（名古屋高判平一八・七・六）である。
粗度係数は、基本高水を決定する重要な因子であり、この数値をどのような値にするのかによって基本高水が大き
く
変
わ
る
こ
と
に
な
る
。
法
学
志
休
第
二
○
巻
鞆
二
号
一七二
（顔）
程度の面において社会的に容蝿された行為としての相当性を欠くことが求められると判一示している。法制度に手がか
りを求めている点は、宇都宮地判昭四四・四・九、宙斎高判昭四八・七・一三、広島地判平二○・二・二九、広島地
判
平
一
二
・
一
○
・
一
も
同
じ
で
あ
る
。
８
建
股
省
河
川
砂
防
技
術
基
準
ここでの論点は、阻度係数、引き伸ばし率、基本高水の設定方法、ダムによる治水効果である。
（
１
）
粗
度
係
数
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降雨パターンとしては、このように実績降雨を用いるが、実績総降雨風は計画降雨量に比べて小さいのが一般的で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
実
績
総
降
雨
量
を
計
画
降
雨
量
に
ま
で
引
き
伸
ば
す
の
で
あ
る
が
、
余
り
に
も
実
績
降
雨
量
が
小
さ
い
も
の
を
引
き
伸
ば
す
と
、
例
え
ば
、
時
間
雨
量
二
○
○
ｍ
と
い
う
実
現
象
と
し
て
考
え
ら
れ
な
い
降
雨
パ
タ
ー
ン
が
現
れ
る
。
こ
の
た
め
、
引
き
伸
ば
し率が約二倍以下となる実績降雨パターンを選定して計画降雨とするのである。約二倍以下とはいえ、実績降雨によ
っ
て
引
き
伸
ば
し
率
は
異
な
る
が
、
そ
れ
ら
は
同
等
の
も
の
、
同
じ
重
み
を
も
つ
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。
こ
こ
で
の
問
題
点
は
三
点
あ
る
。
ま
ず
、
統
計
数
学
的
に
求
め
た
総
降
雨
避
が
正
し
い
か
否
か
で
あ
る
。
例
え
ば
、
五
○
年
の
雨
量
デ
公
共
窮
藁
栽
判
の
研
究
（
三
）
（
行
政
事
件
編
）
（
田
畑
）
一七三
引
き
伸
ば
し
率
に
対
す
る
裁
判
所
の
考
え
方
は
、
二
倍
程
度
以
内
に
収
ま
っ
て
お
り
問
題
は
な
い
（
岐
阜
地
判
平
一
五
・
’
二
・
二
六）、引き伸ばし率が二倍程度以上とすることを制限しているとは認められず（千葉地判平一一二・一・一九）、引き伸
ばし率を二倍以上にすることを禁止しているわけではない（さいたま地判平二一一・七・一四）である。
引
き
伸
ば
し
率
は
、
次
の
よ
う
に
考
え
る
。
年
超
過
確
率
が
一
／
一
○
○
を
超
え
る
と
既
往
最
大
洪
水
且
を
上
回
る
の
が
一
般
的
で
あ
る
。
基
本
高
水
の
設
定
手
法
に
つ
い
て
、
河
（幻）
川
砂
防
技
術
案
は
次
の
よ
う
に
説
明
し
て
い
る
。
河
川
の
重
要
度
か
ら
年
超
過
確
率
を
定
め
、
そ
れ
に
基
づ
き
計
画
降
雨
量
と
し
て
総
降
雨
量
を
定
め
る
。
二
○
○
年
超
過
確
率
洪
水
を
例
に
と
る
と
、
日
本
に
は
、
二
○
○
年
に
渡
り
観
測
さ
れ
た
流
量
や
雨
量
の
資
料
が
な
い
。
こ
れ
を
統
計
数
学
的
手
法
に
よ
り
二
○
○
年
に
一
回
生
じ
る
降
雨
期
間
一
日
や
三
日
の
総
降
雨
品
を
求
め
る
。
し
か
し
、
同
じ
総
降
雨
量
で
も
降
雨
パ
タ
ー
ン
（
雨
の
降
り
方
。
同
じ
地
域
で
も
降
雨
ご
と
に
降
り
方
は
異
な
り
、
ま
た
、
地
域
が
違
う
と
異
な
る
。
）
に
よ
っ
て
流
量
は
異
な
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
観
測
されている既存の降雨パターンの中から、代表するもの（代表降雨パターこと判断したいくつかを選び出し、それ
に
基
づ
き
計
画
降
雨
を
定
め
る
。
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基本高水に対する裁判所の考え方は、基本高水のピーク流通等の算定に用いている計画降雨の設定方法や貯留関数
法は、技術基準案に示されている一般的かつ科学的な方法（名古屋高判平一八・七・六）である．
他の裁判例は、八斗島における基本高水のピーク流量二二○○○㎡／Ｓは、：・各支流毎に貯留関数法による流
出計算を行い、：．算定された：その後の利根川流域の経済的、社会的発展にかんがみ、．：決定された（東
京地判平二一・五・一一、前橋地判平一一一・六・一一六）、基本高水のピーク流愚二二○○○㎡／Ｓは、：・各支流
毎に貯留関数法による流出計算を行い、．：算定された．：国土交通大臣に一定の裁量が認められる．：災害
復旧工醐や改修工事により河川の洪水流下能力が徐々に墹大（千莱地判平二二・一・一九）、貯留関数法により基本
高水のピーク流量を計算しているのであり、利根川改修改定計画におけるように、実測値からの推計値一七○○○㎡
／ｓを基本高水のピーク流量としているわけではない（さいたま地判平二二・七・一四）という考え方を示した。
昭和二二年のキャサリン台風後の昭和二四年の利根川改修改訂計画は、基本高水を一七○○○㎡／Ｓと算定してい
た。昭和五五年の利根川治水叶画は、流出モデルとして貯留関数法を用いたことにより基本高水を二二○○○㎡／ｓ
とした。昭和三三年の河川砂防技術（案）による利根川改修改訂計画の基本高水の決定方法は、既往最大洪水主義で
あり、昭和五一年新河川砂防技術（案）による利根川治水計画の基本高水の決定方法は、超過確率主義であった。
法
学
志
休
鈍
二
ｏ
巻
館
二
号
一七四
Ｉ夕しかないのに、それから求めて二○○年に一回生じる降雨趾が正しいのかという問題である。次に、代表降雨パ
ターンが気象学的に妥当か否かである。先述したように、実現象として考えられない降雨パターンが現れるという問
題である。最後に、実績降雨を引き伸ばすことにどのような意味があるのか、また、引き伸ばし率が異なるものを同
等に同じ重みで取り扱ってよいかという問題である。
（
３
）
基
本
高
水
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治水効果に対する裁判所の考え方は、昭和一一一四年九月洪水に基づく計算値では、八シ場ダムの治水効果は一三六九
㎡／ｓと算定（東京地判平二｜・五・｜｜、前橋地判平一一一・六・二六、水戸地判平二一・六・一’’○）、八斗島地点
での洪水ピーク流量を平均で約六○○㎡／ｓ削減する効果がある（さいたま地判平二二・七・’四）である。
ここでも昭和二一一年九月洪水において八シ場ダムによる効果量は一○○㎡／ｓと極めて少ないが、裁判例は治水効
公
共
取
魏
裁
判
の
研
究
（
三
）
（
汽
齪
耶
件
週
（
田
畑
）
’七五
昭和二四年の改修改訂計画が、二二年九月洪水という実際に生じた洪水を基に作成されたのに対し、五五年計画は
年超過確率の概念が導入され、降雨から洪水に転換する流出モデルが亟要な役割を果たした。
ここでの問題点は次のとおりである。流出モデルの定数を同定するのに用いた洪水は、三三年九月と三四年八月の
洪水だが、どちらとも八斗島地点での最大流量は一○○○○㎡／ｓ弱であり、氾濫はほとんど生じていない。このモ
デルで算出された二三年九月洪水は二二○○○㎡／ｓであって、二四年当時の評価である一七○○○㎡／Ｓに比べ約
三○％の五○○○㎡／ｓも大きい。その理由の一つとしては、流出モデルにおける河道断面として将来、堤防を築造
した後の断面、つまり計画堤防断面を用い、計画堤防高相当流量までは河道内から氾濫することなく流下することと
したことが考えられる。この点、計画堤防が投匝されない状況では流麗は当然小さくなるが、どれほど小さくなるの
かは求められていないという問題である。定数を定めた実綱洪水が一○○○○㎡／ｓ弱であり、これの二倍以上の洪
水算出趾の二二○○○㎡／Ｓが妥当かどうか、二二年九月直後に判断された一七○○○㎡／ｓが間違っていた理由
（麺）
（どこの河道を整備し氾濫が生じなくなったなど）も不明である。
（２）引き伸ばし率と併せて考えれば、計画降雨の設定方法や貯留関数法は、技術基姻案に示されている一般的か
つ科学的な方法（名古屋高判平一八・七・六）という判示も具体的な根拠が不明である。
（
４
）
治
水
効
果
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９
土
地
改
良
法
施
行
令
の
技
術
的
可
能
性
こ
こ
で
の
総
点
は
、
技
術
的
可
能
性
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
か
否
か
で
あ
る
。
大津地判平一四・一○・二八は、各要綱、訓令、基単等に適合するように調査及び全体実施股計がされているので
あれば、土地改良事業の要請にも河川法の要訓にも適うものであって、原則として施行令二条二号が規定する技術的
可能性の要件を備えているという考え方を示した。
大阪高判平一七・一二・八は、合理的な理由がないのに本件投叶基準で定められた極めて近要な調盃を省略するな
どして手続を巡めた場合には、手続が適当でないとの評価をうけることもあるという考え方を示した。
大津地判平一四・一○・二八における原告の主張は、次のとおりである。
法施行令二条二項の規定する技術的可能性の要件は、永源寺第二ダムの築造や構造に限らず、本件事業全体が計画
どおりに実現可能であるかを、社会的環境、経済的琿境、自然環境の各側面にわたって自然科学的な観点から検討す
べきことを要求したものと理解すべきものであるとした。本件躯業叶画は、治水上の安全性、貯水可能性、濁水対
（釦）
策・富栄菱化対策、河川環境の破壊に関して、技術的可能性の要件を充足せず違法なものであると主張した。
これらの論点は、行政の主張と平行線をたどり裁判所に認められなかった。原告は、大阪高判平一七・一二・八に
おいて、本件決定には、通達等で定められたボーリング調査等の地質調査を欠くなどしたたためダムの規模を誤って
（釦）
設計した重大な暇疵があるなどの主張も追加した。
裁判所は、若干の例外を除いて技術的内容の適否を判断しないが、大阪高判平一七・一二・八のように技術的内容
法
学
志
林
第
二
○
巻
卯
二
号
（羽）
果は一一二六九㎡／ｓとするなど効果艇の整合性がないという問題がある。
一
七
六
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、
森
林
法
の
許
可
基
準
ここでの論点は、事業に先立ち、保安林解除の手続をとる必要があったか否かである。
那珊地判平一五・六・六は、森林法の保安林制度の趣旨に著しく反するものとして違法との考え方を示した。
福岡高那覇支判平一六・’○・’四は、本件通達等及びこれに基づく実務の連用は、．：保安林指定解除の手続
は必要でないとの考え方を示した。
森林法三四条二項は、「保安林においては、都道府県知事の許可を受けなければ、立竹を伐採し、立木を損傷し、
家畜を放牧し、下草、落葉若しくは落枝を採取し、又は土石若しくは樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更を
する行為をしてはならない。」と規定している。同条項が規定している「その他の土地の形質を変更をする行為」と
は、砂、砂利、軽石等の採取、鉱物の掘採、宅地の造成、土砂捨てその他の物件の堆積、建築物その他の工作物又は
施設の新築又は増築、土壌の理学的及び化学的性質を変更する行為、植生に影響を及ぼす行為をいうとされている
（認）
（保安林取扱通達第四の五の（ｕ））。
これらのうち、森林を森林でなくするまでに至らない一時的仮設的な土地の形質の変更については、許可の余地が
あるが、道路（林道を含む。）の開設、恒久的な建物の新築等、そもそもそこが森林でなくなるような土地の形質変
（鋼）
更については、許可の余地はなく、むしろ保安林の解除を行うべきものと解されている。
例外として、「保安林の土地の形質の変更行為の許可基準」は、森林の施業・管理に必要な施設として、「林道（車
（鋼）
（鋼）
道幅員が四ｍ以下のものに限る。）」を掲げているが、本件林道は全幅五ｍの林道であるので、通達にも違反している。
公共事業裁判の研究（一一一）（行政事件鋼）（田畑）
一七七
を定めた手続が通達などで明確になっていれば、これを根拠に裁判官を説得できた事例である。
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１
Ｅ
弓
＃
０
２
省
Ⅲ
（
１
）
安
全
審
査
の
基
本
的
枠
組
こ
こ
で
の
論
点
は
、
審
査
の
基
準
と
な
る
も
の
が
法
的
根
拠
を
欠
く
か
否
か
で
あ
る
。
安
全
股
計
審
盃
指
針
、
原
子
炉
立
地
審
査
指
針
等
の
各
指
針
の
法
的
性
格
に
つ
い
て
は
、
原
子
炉
設
囲
許
可
に
お
け
る
安
全
審
査
の
た
め
に
規
制
法
二
四
条
一
項
四
号
掲
肥
の
よ
う
に
抽
象
的
な
基
地
が
定
め
ら
れ
て
い
る
に
過
ぎ
な
く
て
も
、
：
．
本
件
処
分
の
根
拠
と
な
った右各規定等をとらえて、それが窟法三一条、四一条に違反するものとはいえない（松山地判昭五一一一・四・二五）、
許
容
被
曝
線
過
等
を
定
め
る
件
（
告
示
）
は
総
理
府
令
で
あ
る
原
子
炉
規
制
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
同
規
則
は
法
律
で
あ
る
原
子
炉
等
規
制
法
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
か
ら
、
右
告
示
に
よ
る
許
容
被
曝
線
量
の
定
め
が
法
的
根
拠
に
欠
け
る
と
は
い
え
な
い
（
高
松
高
判
昭
五
九
・
’
二
・
’
四
）
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
に
関
す
る
基
準
を
具
体
的
か
つ
詳
細
に
法
律
で
定
め
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
の
み
な
ら
ず
、
最
新
の
科
学
技
術
水
準
へ
の
即
応
性
の
観
点
か
ら
み
て
適
当
で
な
い
（
股
（
｜
小
）
判
平
四
・
一
○
・
二
九
、
名
古
屋
高
金
沢
支
判
平
元
・
七
・
一
九
）
、
法
律
で
も
っ
て
あ
ら
か
じ
め
具
体
的
な
定
め
を
し
て
お
く
こ
と
は
、
か
え
っ
て
、
判
断
の
硬
直
化
を
招
き
適
切
な
審
査
を
行
う
こ
と
を
困
難
に
す
る
（
福
島
地
判
昭
五
九
・
七
・
二
三
）
、
安
全
審
査
の
基
単
が
、
行
政
内
部
の
内
規
に
す
ぎ
な
い
と
し
て
も
、
こ
れ
を
も
っ
て
、
規
制
法
等
の
原
子
炉
設
題
許
可
手
続
に
関
す
る
手
続
規
定
が
直
ち
に
恋
法
三
一
条
、
四
一
条
、
七
三
条
、
八
一
条
に
述
反
す
る
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
璽
夙
高
判
平
一
七
・
一
一
・
二
二
）
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
原
子
炉
投
個
許
可
処
分
に
際
し
て
行
わ
れ
る
安
全
審
査
の
基
本
的
な
枠
組
は
、
法
令
の
規
定
に
よ
っ
て
柵
築
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く、原子力安全委員会が種々の内規（立地審査指針、ＥＣＣＳ安全評価指針、安全設計審査指針等）を定めていて、
そこから構造が見えてくるというのが真相である。行政手続法の定めによれば、処分を行うに際しての審査基準を設
ｕ
原
子
炉
の
安
全
性
法
学
志
林
鯏
一
一
○
巻
鰍
二
号
一七八
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ここでの論点は、審査の対象が基本設計に限られるか否か、また、基本設計の範囲をどこまでにするのかである。
安全性に関する審査は当該原子炉の基本的設計方針ないしは基本計画において、十分安全性が確保されるものかど
うかを確認すれば足りる：．審査会の安全審査は、申請者の提出する資料に基づいて、；・適切であるか否かを
確認するという形のものになる。したがって、原子力委員会又は審査会自らが資料を収集し、調査研究した上で、そ
の安全性を確認しなければならないものではない（松山地判昭五三・四・二五）、原子炉の設団の許可の段階におい
ては、専ら当該原子炉の基本設計のみが規制の対象となる．：原子炉設圃の許可の段階の安全審査において
は、．：基本設計の安全性にかかわる事項のみをその対象とする（蛾（一小）判平四・一○・二九）、原子炉施投
に関する基本設計ないし基本的設計方針に限られる（福島地判昭五九・七・二三、福井地判昭六二・一二・一一五、名
古屋高金沢支判平元・七・一九）、原子炉施設の安全に関する基本設計というのは工学上の概念であり、。：圧力
公共耶案哉判の研究（一一一）（拝設耶伴絢）（田畑）
一七九
また、昭和五一年には、股高裁行政局が各地の高裁、地裁の裁判官を巣めた協議会で、「技術的に想定できる最大
の平故は一番大きな排水管の破断であり、その駆故の起こる確率は極めて少ない」「危倶が現実になる可能性は非常
に少ない」などの見解を示し（股高裁判所綱『行政裁判資料第五○号環境行政訴訟駆件関係執務資料四七頁）、そ
の後も、「裁判所としても、行政庁のした判断を一応尊逝して審査に当たるという態度をとるべきであるということ
になるのではなかろうか」等の見解を示していた（最高裁判所編『行政裁判資料第六四号行政駆件担当裁判官会同
（師）
概要集録中巻（その五）（手続法網））。
（
２
）
基
本
設
計
論
（妬）
定するのは行政庁であるところ、経済産業大臣は、原子力安全委員会の内規を自己の審査の基準と‐して採用している
という指摘がある。
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法
学
志
林
銅
一
一
○
巻
卯
二
号
一八○
パ
ウ
ン
ダ
リ
の
Ｓ
Ｃ
Ｃ
防
止
対
策
が
安
全
の
基
本
設
叶
に
属
す
る
問
題
で
あ
る
の
か
、
あ
る
い
は
詳
細
股
叶
に
属
す
る
か
、
迎
転
管
理
上
の
規
制
に
服
す
べ
き
問
題
で
あ
る
と
い
う
の
か
は
、
第
一
次
的
に
は
行
政
庁
の
専
門
技
術
的
見
地
か
ら
な
す
裁
誕
的
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
いる（仙台高判平二・一一一・二○）、基本設計の安全性にかかわる事項のみをその対象とするものと解するのが相当で
あ
り
、
廃
棄
物
の
最
終
処
分
の
方
法
、
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
及
び
輸
送
の
方
法
、
廃
炉
、
マ
ン
・
マ
シ
ー
ン
・
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
（人と機械との接点）、ＳＣＣ（応力癖噂璽割れ）の防止対策の細目等にかかわる駆項は、原子炉股腿杵可の段階におけ
る
安
全
審
査
の
対
象
に
は
な
ら
な
い
（
股
（
一
小
）
判
平
四
・
一
○
・
二
九
）
、
原
子
炉
の
設
囲
に
直
接
関
係
が
あ
り
、
か
つ
、
原
子
炉
施設に特有の事項であって、原子炉施設の基本設計に係る安全性に関する事項に限られる（水戸地判昭六○・六・二
五）、基本股計のみが規制の対象となる（新潟地判平六・’一一・二四、福井地判平一二・三・一一二、璽泉高判平一七・
’
一
・
二
二
）
、
ど
の
よ
う
な
事
項
が
原
子
炉
股
皿
の
許
可
の
段
階
に
お
け
る
安
全
審
査
の
対
象
と
な
る
べ
き
当
咳
原
子
炉
施
設
の
基
本
設
計
の
安
全
性
に
か
か
わ
る
事
項
に
該
当
す
る
か
と
い
う
点
も
、
・
・
・
主
務
大
臣
の
合
理
的
な
判
断
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
（
賎
（
一
小
）
判
平
一
七
・
五
・
三
○
）
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
。
基
本
股
叶
の
対
象
は
、
そ
の
危
険
を
顕
在
化
さ
せ
る
も
の
と
し
て
、
股
も
重
視
す
べ
き
も
の
は
ナ
ト
リ
ウ
ム
ー
コ
ン
ク
リ
ー
ト
反
応
で
あ
る
。
・
・
・
極
め
て
危
険
な
駆
態
と
な
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
。
：
本
件
許
可
処
分
は
無
効
と
い
う
べ
き
で
あ
る
（
名
古
屋
高
金
沢
支
判
平
一
五
・
一
・
二
七
）
に
対
し
て
、
原
審
が
二
次
冷
却
材
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
え
い
事
故
に
関
す
る
安
全
審
査
の
瑠
疵
と
し
て
指
摘
す
る
事
項
は
、
原
子
炉
設
囮
の
許
可
の
段
階
の
安
全
審
査
の
対
象
と
な
ら
な
い
（
殿
（
｜
小
）
判
平
一
七
・
五
・
三
○
）
と
し
て
、
原
審
では、基本股計とされ、違法とされた点があえて審理対邑霧外とされた。この股舂園減の基本股叶騎は完全に厨すかしで
（蝿）
あって、国の施策を守るために、土俵を勝手に変更して本来の争爬扇から逃げたのである。
まず、全ての裁判例に共通しているのは、「基本設計」のみを対象としていることである。これは、いわゆる「基
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本設計論」ないし「段階的安全規制論」によるものであり、結果的には従来の裁判例の一貫した立場を確認したもの
といえるが、安全審査体制をどのように意義付けるかという理論的関心からは、ドイツにおける「多段階的行政手続
（羽）
論」と比較しつつなお検討が必要であるという指摘がある。
次に、判断の内容については、①申請者の提出する資料に基づいて、適切であるか否かを確認する（松山地判昭五
一一一・四・一一五）、②基本設計というのは工学上の概念（仙台高判平二・三・二○）、③圧カパウンダリのＳＣＣ防止対
策が基本設計に属するか否かは行政庁の裁量的判断、④廃棄物の最終処分の方法、使用済燃料の再処理及び輸送の方
法、廃炉、マン・マシーン・インターフェイス（人と機械との接点）、ＳＣＣ（応力腐食割れ）の防止対策の細目等
にかかわる事項は、安全審査の対象にはならない（股（｜小）判平四・一○・二九）というものであった。
更に、東京高判平一三・七・四は、「本件安全審査の際に用いられた鋼材の脆性遷移温度の予測評価の内容に不合
理とされる点が出てきており、現実のその脆性遷移温度がこれよりはある程度高くなることがあり得る」としても、
「脆弱性破壊の危険性という観点から行われた本件安全審査の内容が、直ちに合理性を欠き違法とされるものとまで
することは、困難なものと考えられる」という理由から、「圧力容器等の脆性破壊による危険の問題は、むしろ、現
実に進行していくその脆性の程度、態様に応じて、廃炉の時期の問題をも含めた原子炉の適切な運転等の管理の問題
（㈹）
として対処されるべき問題と考えられる」として基本設計至輌に逃げ込んで判断を避けている。
何が基本設計に該当するか否かの判断をする際には、原子力工学のみならず、関連する諸々の科学を総動員して、
決める義務が行政庁にあると考える。これによれば、原告は、「○○について審査すべきであったのに、それをしな
かったのは違法である」という形の主張をすることができる。その場合において、被告は、十分な知を取り込んで判
断したことについて立証責任を負う。なぜなら、科学的知見は行政の外部にも存在し、その中には行政の知見と異な
公共事業裁判の研究（一一一）（行戯事件縄）（田畑）
一八一
Hosei University Repository
ここでの総点は、平常時の許容被曝量の決定方法である。
平常時彼曜の危険性については、危険性の証明があった線量の般低値よりも更に数十分の一の低い線戯の限度を、
許容被曝線量として定めることは、望ましくはないとしても、違法の問題は生じない（松山地判昭五三・四・二五）、
また、「都市計画の適合性」の「旧法下の適合性」で検討したことであるが、従来の議論では、旧法の規定に基づ
く決定の適法性は旧法の下においてのみ判断されなければならず（東京地判平六・四・一四）、駆業内容が旧法下で
決定された都市計画に適合していれば足りる（股（一小）判平一一・二・二五）というものがあった。
ここで、問題となるのは、基単自体の審査について、「現在の科学技術水準に照らして」という部分と、従来の
（棚）
「処分時か判決時か」という議論の関係である。この問題は、従来の科学的知識の誤りが指摘され、それが現在の学
（帽）
界における通脱となったような場ムロにはそれにより判断するという考え方を最高裁はとっている。
（㈹》
この基本設叶鶴に対しては、何が基本設計に当たるかが法令に明配されず、基本股叶鵠が争点を限定するために被
（幻）
（伯）
隼ロ側が持ち出した鵠法であるなどという批判がある。
法
学
志
林
第
二
○
巻
鮒
二
号
一八二
（札）
るものもあるはずなのに、なぜ行政の判断が優先するのかということについて脱明がつかないか．ｂである。
これらの判決に対して、日光太郎杉判決が「判断形成過程の実質的統制」をしているとすれば、これらの判決は
（他）
「判断形成過程の手続的統制」をしているという指摘がある。このような手続的審査のみで、実質的な適法性につい
て審査を省略しうるかについてはなお疑問があり、今後は、斑境関迎の法律における手続の整備を行うとともに、裁
判所の実体審理の手がかりとなる法理についての検討（例えば、「環境配慮凝務」の法理化）を進めていくべきであ
（
３
）
平
常
時
被
鴫
の
危
険
性
こ
こ
で
の
総
点
は
、
平
常
時
（網）
三つ。
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被爆線鑓を許容被曝量よりも更に低く抑える方向で審査することは決して不合理ではない（高松高判昭五九・一二・
一四）、第一に、原子炉施設の平常運転時における被曝低減に係る安全確保対策がとられているかどうか、第二に、
自然的立地条件に係る安全確保対箪を含め原子炉施設の駆故防止に係る安全確保対策がとられているかどうか、第三
に、原子炉施設の公衆との隔離に係る安全確保対策がとられているかどうかの各視点からの検討が必要である（福島
地判昭五九・七・一一三）、ＩＣＲＰの勧告に基づき、まず、右勧告を噂画して制定された許容線量等を定める件二条
の許容彼蝋線量の定め（年間○・五レとに適合すること、及び公衆の被爆線避を実用可能な限り右の許容線量より
低減させるための対策が鋼じられていること（水戸地判昭六○・六・二五）、許容線斌等を定める件において定めら
れている許容被蝿線量である年間○・五レムを下回り、．：ＩＣＲＰの一九九○年勧告が定めている周辺公衆に対
する線量限度である年間一ミリシーベルト（○・一レム）との対比においても十分低い値（東京高判平一三・七・
四）、許容線量等を定める件二条に規定する許容被爆線量（年間○・五レム）以下に押さえられている：．ＡＬＡ
Ｐの精神に従って、可能な限り被爆線量を低下させるための対策が講じられている（新潟地判平六・三・二四）、Ｉ
ＣＲＰの勧告に定める線量限度の数値が改定され、しかも、我が国においても線量限度等を定める告示が新たに制定
されているものの、本件安全審査が実際に基準とした公衆の線量当量限度はこれらが定める値よりはるかに厳しいも
の（東京高判平一七・一一・二二）、現在妥当性を有するのは「線量当避限度を定める件」のそれというべきである
（福井地判平一一一・一一一・二二）、実効線過当量について年間一ミリシーベルトと定められ：・周辺公衆の被爆線量評
価は、この基率をもはるかに下回る（松山地判平一二・一二・一五）という考え方を示した。
まず、ＩＣＲＰの勧告が定める線量限度が○・一レムと定めているのに対して、許容線量等を定める件が○・五レ
ムと定めていて、この許容線風等を定める件二条を満たしているか否かについて裁判所が判断している。この点、杵
公共耶鎚扱判の研究（一一一）戸銭耶件糊）（田畑）
一八三
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ここでの鵠点は、原子炉の安全性の決定方法である。
原子炉の安全性砿保については、、ば約二・二以下となって設計基邸値と推認される二・六七を下回っていること
に鑑み、本件原子炉の炉心核設計でホットチャンネル係数ｍぞ二・六七としたことは相当．：ＤＮＢ比（限界熱流
束比）が一・三を下回らないことを設計基準とした．：安全性を確保できるとした判断は相当である（松山地判昭
五三・四・一一五）、ＤＮＢ比が一・三以上になるように股叶されている：・本件原子炉．：所定の基単に則った
審査・判断がなされている。。：ホットチャンネル係数：．本件安全審査においては、二・六七と股定されてい
るところ、本件原子炉の設計計算値は一一・一一一程度以下となっており、右一一・六七に比べて十分に余裕がある．：審
査・判断は、本件原子炉の安全性に本質的にかかわるような過誤、欠落があるものとは考えられず、不合理ではない
（高松高判昭五九・一一一・一四）、多重防痩の考え方により、①異常状態の発生を未然に防止、②異常状態が拡大した
り、更には放射性物質を環境に放出する虞れのある事態まで発展することを防止、③放射性物質の環境への異常放出
という結果を防止という安全性の確保（福島地判昭五九・七・二一一一）、自己制御性を有していること（仙台高判平
二・三・一一○）、炉心溶融の事態を想定しなかったこと及び炉心溶融が生じた場合の対箪について検討しなかった
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容線量等を定める件二条所定の線量値（年間○・五レム）が現在においても許塞暴騰鰹線量値としての合理性を有して
いるか疑問といわざるを得ない（新潟地判平六・三・二四）や許容線過等を定める件一一条の許容被煙線Ⅲ値（年間
○・五レム）の合理性が乏しく（夏最高判平一七・一一・二二）と橋橘しながら安全審査の合理性を認めている。
次に、多遮防趣と同じ立場のものは、①平常迎轆時における被曝低減、②自然的立地条件、③公衆との隔離という
萱視点からの検討が必要である（福島地判昭五九・七・二三）がある。
（４）原子炉の安全性確保
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（水戸地判昭六○・六・二五）、右具体的審査基単に適合し、その基本設計において、事故防止対策に係る安全性を確
保し得る（新潟地判平六・三・二四）、しきい値の存否の問題は本件安全審査の内容における違法性の判断に影畷を
及ぼすものではない（東京高判平一七・一一・二二）、「迎懸時の異常な過渡変化」、「顛故」、「技術的には考えられな
い駆象」の三種類に分けて通過迩転時を超える異常状態を想定している点．：このような多方面からの評価によっ
て本件原子炉施設における駆故防止対策に係る安全機能が適切に碗保され得る（福井地判平一二・一一一・二二）、「安全
設計審査指針」及び「ＥＣＣＳ安全評価指針」を用い、科学的、専門技術的見地から、本件原子炉施投につい
て．：審査を行って（松山地判平一二・一二・一五）という考え方を示した。
まず、安全性の根拠として安全率を示した裁判例は、ホットチャンネル係数、ＤＮＢ比、熱伝導率（松山地判昭五
一一一・四・二五、高松高判昭五九・’二・一四）がある。
次に、多重防護による放射性物質の封じ込め（福島地判昭五九・七・二三、福井地判平一二・三・二一一）がある。
そして、「安全設計審査指針」及び「ＥＣＣＳ安全評価指針」を根拠として安全性を確保しうるとした（松山地判
平
一
二
・
一
二
・
’
五
）
が
あ
る
。
ここでの議点は、地盤の安全性の評価方法である
地盤の安全性については、この基盤は戦荷試験によると一四○○ｔ／㎡以上の支持力を有しており、原子炉施設の
基盤への常時の荷重が六○ｔ／㎡であるのに対し、十分な地耐力を有している（松山地判昭五三・四・二五）、立地
審査指針、安全設計指針：・専門的見地から相当な根拠を有している（高松高判昭五九・一二・一四）、七○○ｔ
／㎡以上の極限支持力を有し、原子炉施設の自近は常時で六○ｔ／㎡で、これに地震時の荷、を組合せても約一○○
公共璽溌判の研究（三）（行数耶件畑）（田畑）
一八五
平一二・一二・’五）
（
５
）
地
盤
の
安
全
性
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ｔ／㎡と推定されるので、支持力として十分（福島地判昭五九・七・一一三）、基礎地盤への常時荷重が原子炉建屋の
自
重
や
形
状
か
ら
し
て
約
六
○
ｔ
／
㎡
程
度
と
算
定
で
き
る
こ
と
と
の
関
係
で
、
本
件
敷
地
の
基
礎
地
盤
が
十
分
余
裕
の
あ
る
支
持
力
を
有
す
る
（
水
戸
地
判
昭
六
○
・
六
・
二
五
、
東
京
高
判
平
一
三
・
七
・
四
）
、
本
件
原
子
炉
施
設
の
地
盤
及
び
同
施
設
周
辺
に
お
い
て
発
生するおそれのある地震が、同施設における大事故の誘因とならず、安全性を確保でき（新潟地判平六・三・二四）、
文
献
調
査
、
空
中
写
真
判
読
を
行
う
と
と
も
に
、
地
表
踏
査
に
よ
る
地
形
、
地
質
調
査
を
行
っ
て
、
こ
の
範
囲
に
存
在
す
る
断
層
及
び
存
在が推定される断層を拾い出した上、構造性の断層であって、その規模及び本件原子炉敷地との距離などを考慮して、
耐震設計上考慮すべき断層と判断される可能性のあるものを選定した結果、・・・本件安全審査の上記判断には合理
性があり（東京高判平一七・一一・二二）、地盤に係る安全性については、①敷地付近及び敷地周辺において、将来、
土
地
の
大
き
な
陥
没
や
火
山
活
動
な
ど
、
大
き
な
地
変
が
発
生
し
、
本
件
敵
地
に
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
な
い
こ
と
、
②
本
件
敷
地
に
お
い
て
地
す
べ
り
や
山
津
波
な
ど
が
発
生
し
、
本
件
原
子
炉
施
設
に
損
傷
を
与
え
る
お
そ
れ
の
な
い
こ
と
、
③
敬
地
周
辺
で
想
定
さ
れ
る
地
震
等
に
よ
っ
て
、
本
件
敬
地
の
地
盤
が
崩
壊
す
る
お
そ
れ
の
な
い
こ
と
が
そ
れ
ぞ
れ
必
要
で
あ
る
と
こ
ろ
、
・
・
・
①
な
い
し
③
が
満
たされることが確認（福井地判平一一一・三・一一一一）、①断層の活動性。：直接影響を与えるものではないこと、②
本件安全審査いおいても、・・・考慮されていること、③工学的見地として、。：設計上の配慮がなされているこ
と、④兵庫県南部地震を踏まえて：．安全余裕を有している（松山地判平一二・一二・一五）という考え方を示し
た
０
第一に、
四・二五、
第二に、
地
盤
の
支
持
力
が
原
子
炉
施
設
の
荷
重
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
安
全
性
を
確
保
し
う
る
し
た
（
松
山
地
判
昭
五
三
・
福島地判昭五九・七・一一一一一、水戸地判昭六○・六・二五、東京高判平一三・七・四）がある。
文
献
調
査
、
空
中
写
真
判
読
を
行
う
と
と
も
に
、
地
表
踏
査
に
よ
る
地
形
、
地
質
調
査
を
行
っ
て
、
こ
の
範
囲
に
存
在
す
る
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こ
こ
で
の
論
点
は
、
耐
震
設
計
の
評
価
方
法
で
あ
る
。
耐
震
設
計
に
つ
い
て
は
、
地
震
力
の
値
の
一
・
五
倍
（
三
○
○
ガ
ル
）
に
相
当
す
る
地
震
力
が
加
わ
っ
た
と
し
て
も
、
右
施
設
に
課
せ
ら
れ
て
い
る
機
能
が
十
分
保
持
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
設
計
余
裕
が
確
保
さ
れ
る
（
松
山
地
判
昭
五
一一一・四・二五）、基礎岩盤における最大加速度が二七○ガル（一八○ガルの一・五倍）の地震波に対しても全体とし
て
の
機
能
が
保
持
さ
れ
る
（
福
島
地
判
昭
五
九
・
七
・
二
三
）
、
地
震
と
の
関
係
に
お
い
て
本
件
原
子
炉
敷
地
周
辺
の
地
質
櫛
造
等
が
、
本件原子炉施設における大きな事故の誘因とならない（水戸地判昭六○・六・二五、東京高判平一一一一・七・四）、活
断層及び地震地体樹造から想定される地震については．：本件原子炉施設のうちの安全対策上特に緊要
な施設
の機
能
が
保
持
さ
れ
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
て
い
る
か
否
か
の
点
の
審
迩
は
、
直
接
に
は
行
わ
れ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
。
：
経
験
公
共
麗
鍵
判
の
研
究
（
三
）
（
拝
殿
印
件
鯛
）
（
田
畑
）
一八七
平一二・一二・
（
６
）
耐
震
設
計
第三に、多段階の検討を行った事例は、①大きな地変が発生し、本件敵地に影轡を及ぼすおそれのないこと、②本
件原子炉施股に損傷を与えるおそれのないこと、③本件敵地の地盤が崩壊するおそれのないことがそれぞれ必要であ
るところ、：．①ないし③が満たされることが砿總（福井地判平一二・一’一・二二）、①断層の活動性。：直接影
響
を
与
え
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
②
本
件
安
全
審
査
い
お
い
て
も
、
・
・
・
考
慮
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
③
工
学
的
見
地
と
し
て
、
．
：
設
計
上
の
配
愈
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
④
兵
血
県
南
部
地
震
を
踏
ま
え
て
：
．
安
全
余
裕
を
有
し
て
い
る
（
松
山
地
判
平
一
二
・
一
二
・
一
五
）
が
あ
る
。
断層及び存在が推定される断層を拾い出した上、櫛造性の断層であって、その規模及び本件原子炉敵地との距離など
を考虚して、耐震股計上考慮すべき断層と判断される可能性のあるものを選定した（東京高判平一七・’一・二二）
がある。
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上、構造物は設計地震動に対して概ね四倍程度の安全余裕度を持つ（東京高判平一三・七・四）、設計用地震動（最
大加速度三○○Ｇａｌ）の一・五倍の地震動を用いた動的解析によって求められた地震力に、．：十分に機能が維
持されるように設計されたことが確認された（東京高判平一七・一一・二二）、①施設の耐震設計上の重要度分類が
適切に行われていること、②設計用最強地震及び設計用限界地震想定の前提となる考慮すべき地震の選定が適切に行
われていること、③設計用最強地震によってもたらされる．：地震動の諸特性が適切に決定されていること、④耐
震設計が十分な耐震安全性を確保し得る適切な手法で行われることがそれぞれ必要であるところ、本件安全審査にお
いては、．：①ないし④が満たされる（福井地判平一二・三・一一二）、基本設計の審査基準である耐震設計審査指
針の示す許容限界に数値などが用いられていなかったとしても、それが直ちに不合理であるということはできない
（名古屋高金沢支判平一五・一・二七）、「立地審査指針」及び「安全設計審査指針」を用い、．：これをもって不
合理であるということはできない（松山地判平一二・一二・一五）という考え方を示した。
まず、安全率を考慮した事例は、地震力の値の一・五倍（一一一○○ガル）：．設計余裕が確保される（松山地判昭
五三・四・二五）、二七○ガル（’八○ガルの一・五倍）の地震波に対しても全体としての機能が保持される（福島
地判昭五九・七・二三）、経験上、櫛造物は設計地震動に対して概ね四倍程度の安全余裕度を持つ（東京高判平一
三・七・四）、設計用地震動（最大加速度三○○Ｇａｌ）の一・五倍の地震動を用いた動的解析によって求められた
地震力に、．：十分に機能が維持されるように設計されたことが確認された（墓泉高判平一七・一一・二二）があ
次に、多段階の検討を行った事例は、①施設の耐震設計上の重要度分類が適切に行われていること、②設計用最強
地震及び設計用限界地震想定の前提となる考慮すべき地震の選定が適切に行われていること、③設計用最強地震によ
る
。
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多
重
防
護
に
つ
い
て
の
裁
判
所
の
考
え
方
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
第一は、「平常時被耀対策」、「事故防止対策」、「公衆との隔離」の三段階である（福島地判昭五九・七・二一一一、新
潟地判平六・一一一・二四、東京高判平一七・一｜・一一二）。
こ
れ
は
、
原
子
力
工
学
の
②
、
③
、
⑥
に
近
い
考
え
方
で
あ
る
。
第二は、「地盤及び地震との関連において安全」、「事故の発生を未然に防止」、「平常運転に伴って放出される放射
性物質による周辺公衆の被爆線量を十分低く抑える」、「周辺公衆から十分離れている」の四段階である（松山地判平
（７－１）多重防護
原子力工学における多重防護は、①立地地点の選択、②施設の設計、建設、運転における異常な事象の発生の可能
性抑止、③潜在的危険の顕在化の未然防止、④異常発生時の影響緩和のための設備上の対策、⑤要員の知識と能力に
（抑）
よる臨機柔軟な行動、⑥施設の社会か雪ｂの隔離、⑦防災対策という七つの層から形成されている。
（印）
この七つの層の中で、設計・建設・運転に密接に関係するのは、②、③、④である
（７‐２）裁判例の検討
ってもたらされる．：地震動の諸特性が適切に決定されていること、④耐震設計が十分な耐震安全性を確保し得る
適切な手法で行われることがそれぞれ必要であるところ、本件安全審査においては、・・・①ないし④が満たされる
（福井地判平一二・三・二一一）がある。
そして、「立地審査指針」及び「安全設計審査指針」を根拠とした事例は、（松山地判平一二・一二・一五）がある。
そして、「立蝉
（
７
）
多
重
防
護
●
■
五
、－／
◎
公共亭案裁判の研究（三）（行政事件網）（田畑）
一八九
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これは、原一丁刀工学の①、②、⑥に近い考え方である。
第三は、「原子炉施設の有する潜在的危険性を顕在化させない」である（水戸地判昭六○・六・二五、新潟地判平
六・三・一一四、東京高判平一七・一一・一’二、福井地判平一一一・一一一・一一一一）。
こ
れ
は
、
原
子
力
工
学
の
③
と
同
じ
考
え
方
で
あ
る
。
第四は、「強度等において十分な余裕をもった股叶」、「多皿性及び独立性を有する設計」、「定期的にその性能硫認
のための試験、検査が実施できる構造」（東京高判平一七・一一・二二）である。
これは、原子力工学の②に近い考え方である。
第五は、「本件原子炉がシビア・アクシデントの発生防止対策を十分に施していることを確聰したからこそ、これ
を想定事故として立てなかった」（仙台高判平二・三・二○）、「同時に故障が発生するとは考えられず、上記各股術
の設計は総合的にみて妥当」（墓尿高判平一七・’一・二二）である。
これは、多重防護を逸脱した考え方である。
鍾王ハは、「三系統に分離独立している二次主冷却系の跨甜設備．：’一次主冷却系の一ループで本格的なナトリウ
ムーコンクリート反応が起これば、その被害は他のループにも及び、系統令離が破墹される高度の蓋然性を否定でき
ない。」である（名古屋高金沢支判平一五二・二七）。
第七は、「原子炉事故等による深刻な災害が引き起こされる確率がいかに小さいといえども、重大かつ致命的な人
為ミスが画なるなどして、ひとたび災害が起こった場合、直接かつ重大な被害を受ける」である（松山地判平一二・
●
五
～'
。
第一から第五は、多重防護により安全性を確保できるという考え方である。第六、第七は、多重防護による安全性
Hosei University Repository
福島地判昭五九・七・二三は、「ＥＣＣＳ等の安全防護施設の有効性を考慮に入れる方向に緩和された」として、
安全確保対策が「別個独立に確保」されていなくても「審査方法が合理的」であると判示した。
多くの裁判例が福島地判昭五九・七・二三と同じように、各層での安全性について、他の層の安全性に依存するよ
うな緩い審査を行っている｝」とを考えれば、名古屋高金沢支判平一五・一・二七は司法審査を真撃に行ったと評価す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
（則）
ない。」との批判がある。
第六の名古屋高金沢支判平一五・一・二七に対しては、「ある事象に対する対策に欠陥があると、それが直ちに大
事故につながり、災害を起こすという論理が展開されている」とし、「施設が多重防護の考え方で造られていること
を踏まえて、その可能性を評価しないで、最悪の事態ばかり予測するというのは、甚だ非論理的といわなければなら
確保を疑問視している。
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
（７）
（８）
（９）
佐繭一男『改訂原子力安全の鎗理』日刊工業新聞社巴］］》弓・田ｌ留
佐蔵一男『改汀原子力安全の論理」日刊工業新聞社ｇ］］も．』勗
佐蔵一男「改訂原子力安全の論理」日刊工業新聞社曽巨・弓・望‐圏
□】ＩＦ、夏Ｓ鵠】⑭］③冨已・患（□】‐医看のみ掲載）
「判例自治」’六四号］＄『も．ｇ
「圏央逝あきる野ＩＣ駆業認定・収容裁決取消精求砺件（東京地判平一六・四・二二）判決文』山ｓ』・ロヨ
淡路剛久他『環境法辞典」有斐閣曽扁七・台
労務安全愉報センターＨＰ（言Ｓｍへ一一：。『・冒昊・宣旨の】｛鳥冒のこい。■◎旱函昌号冒の旨ヨー）
道路技術研究会「第七次改訂道路技術基準通逮築」ぎようせいｇ民已・巨豊
公共事業裁判の研究（三）（行政事件輻）（田畑）
一
九
一
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（い）『囲央逝耶典皿
（
、
）
『
圏
央
逝
車
粟
皿
（吃）『圏央逝あきる
（旧）『圏央逝噸業堅
（
Ｍ
）
山
村
恒
年
「
耶
錯
（
嘔
）
中
西
又
三
三
鼎
（旧）山村恒年「耶鋤
（Ⅳ）山村恒年「耶仙
（肥）『判例時報」｜
（旧）阿部泰陸「環繕
性
」
レ
ジ
ュ
メ
ニ
○
一
（印）『判例時報』一
（副）北河隆之「牛壺
（型）北村喜宜『初晦
（鋼）橋本博之『初晤
（別）『判例時報』｜
（配）『判例時報』〒
（
班
）
『
判
例
時
報
』
二
（幻）松柵茂樹「戦樒
（蛆）松浦茂樹「戦擢
（
麹
）
松
浦
茂
樹
「
磯
樒
（釦）『判例タイムズ・
（釦）目‐層君邑ロ豊
（蛇）「保安林及び民
（鋼）『判例自治』二一
『判例時報』一九三一号曽冨七・℃
北河隆之「牛深し尿処理吻耶件」「別冊ジニリスト』一七一号旨三七・忠
北村喜宜『初版環境法』弘文堂曽二ら・贈】
橋本博之『初版行政判例と仕組み解釈』弘文堂呂皀も．悪
『判例時報』一九三一号曽冨も・し
『判例時報』一九三一号砲＆Ｐご・し
『判例時報』一八五八号曽亘も・急
松柵茂樹「戦後の利根川治水叶画の変通（八ヅ場ダムの歴史的経緯）」『水利科学」節五六巻第一号曽扇冒届午］鴎
松浦茂樹「戦後の利根川治水叶画の変遷（八シ鯛ダムの歴史的経緯）」『水利科学』節五六巻第一号曽民署・』温’』路
松浦茂樹「磯後の利根川治水計画の変遷（ハツ場ダムの歴史的径緯）」『水利科学』鍬五六巻第一号巴届己・』患
『判例タイムズ』一二○九号曽呂・弓・冨竿】さ
目‐冒三邑口醤一望ｓ：．］Ｓ】‐Ｅ竃のみ掲敏）
「保安林及び保安施股地区の術定、解除等の取扱について」『保安林林地開発許可粟務必拠基本鰯』曽冨も．】念
『判例自治』二五○号豊量壹己・念
法
学
志
林
第
二
ｏ
巻
如
二
号
一九二
『囲央逝耶典皿定・収用哉決取消鋪求耶件（東京地判平一七・五・三一）原告最終叩備岱而」曽屋・弓・望坐。
『圏央逝車粟皿定・収用観決取消舗求叩件（東京地判平一七・五・三一）原告股柊地価密而』呂三・弓・洽些●
『圏央逝あきる野ＩＣ耶粟認定・収容銀決取消舗求醐件（東京地判平一六・四・二二）控訴理由齊」騨三』・弓・⑭〒巴
『圏央逝噸業堅定・収用裁決取消舗求事件（東京地判平一七・五・三一）原告股終単備替面」閨ｇ二．己・壁
山村恒年「耶業聰定・土地収用裁決取消研求耶件（秋田県）」『判例自治』一七○号】②湯．ご・巴
中西又三五汀政法】」中央大学通旧教両部皀冨・弓』圏Ｉ】ｇ
山村恒年「耶典廻定・土地収用裁決取消硝求耶件（秋田凧）」『判例自治』一七○号】題画も・巴
山村恒年「叩典認定・土地収用裁決取消舗求取件（秋田県）」『判例自治』一七○号皀農弓・、］‐認
『判例時報」’九三一号９９も．⑤
阿部泰陸「環境行政脈舩の暗点」上智大学第八回ｓＥＬＡＰＰセミナー（二○二年五月一四日）「環境行政鮮訟の課題と可能
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社９９も』患）。
（
⑫
）
佐
藤
一
男
宅
（
卯
）
佐
藤
一
男
宅
（鋼）「保安林及び保安施設地区の指定、解除等の取扱について」「保安林林地開発許可業務必携基本編』呂冨も」ち
（弱）「判例自治」二五○号ｇＥも．ｇ
（粥）伊藤滋夫『現境法の要件事実法科大学院要件事実教育研究所報第七号」日本評論社９９も」ど
（
訂
）
小
島
延
夫
「
改
革
提
言
行
政
訴
訟
改
革
に
向
け
て
市
民
の
命
と
日
本
の
明
日
の
た
め
に
』
（
東
京
弁
護
士
会
期
成
会
主
脳
期
成
会
政
策
シ
ン
ポ
ジ
ウム行政訴訟改革（二○一一年九月二八日）ｇ二七・四
（銘）阿部泰陸「原発蹄訟のあり方と今後の方向」『司法は原発とどう向きあうべきか原発訴訟の最前線』現在人文社ｇ艮弓・」９ｓ
（調）高木光『技術基単と行政手続」弘文堂忌鼠已・『
（
佃
）
青
木
秀
樹
『
東
海
第
二
発
電
所
原
子
炉
設
置
許
可
処
分
取
梢
訴
訟
』
（
東
京
弁
護
士
会
期
成
会
主
仙
期
成
会
政
策
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
行
政
訴
訟
改
革
（二○一一年九月二八日）巴二七・』
（⑪）伊藤滋夫他『琿境法の要件事実法科大学院要件事実教育研究所報第七号』日本評鵠社曽皀も」麓
（蛇）北村喜宜『環境法』弘文堂巴二七・縄。
（佃）大塚直『環境法』有斐閣曽冨七・忽←
（梱）高木光『技術基単と行政手続』弘文堂』忠印．ご』］
（妬）高木光『技術基準と行政手続』弘文堂尼鼠已』㈲
（媚）伊藤滋夫『現境法の要件事実法科大学院要件醐実教育研究所報第七号』日本評論社呂９．℃』望
（灯）伊藤滋夫『琉境法の要件事実法科大学院要件蛎実教育研究所報第七号』日本評鵠社曽ｇも』稔
屈）安全設叶や蛎故解析の審査については原子力安全委員会が内規として定めた審盃基単が存するところ、行政法学説の中には、司法
審査の場でもこの審査基単を指針として用いるべきだという考え方がある。それはすなわち、裁判所は、当該案件においてその審査基
型が正しく適用されたかどうかを審査すべきだということである。この説では、その際当該案件において基単を正しく適用したこと、
そして基単自体が許可当時の科学技術水準に照らして合理的なものであることを被告側が立征しなければならないとする。私は、この
税には立証責任についての考え方には傾聴すべきものがあるが、安全性に関して原告が主張しうる事由を基地によって示された基本的
な枠組の範囲に限定しようという意図がみられる（伊藤滋夫『環境法の要件事実法科大学院要件事実教育研究所報第七号」日本評論
佐藤一男「改訂原子力安全の鎗理』日刊工業新聞社ｇ］］》冒留‐認
佐藤一男『改訂原子力安全の論理』日刊工業新聞社ｇ］］・ロ』鼠
公
共
事
業
裁
判
の
研
究
（
三
）
（
行
政
事
件
福
）
（
田
畑
）
九
＝
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公
共
事
業
の
統
制
手
法
の
中
で
、
費
用
効
果
分
析
は
鞭
前
と
駆
後
に
共
通
す
る
評
価
柚
と
な
る
。
費
用
効
果
分
析
は
、
平
成
九
年
一
二
月
の
内
閣
総
理
大
臣
の
指
示
に
よ
り
、
新
規
事
業
の
採
択
段
階
に
お
い
て
基
本
的
に
全
駆
業
、
そ
（１）
の
後
の
再
評
価
、
事
後
評
価
に
お
い
て
も
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
分
析
結
果
が
１
を
上
回
ら
な
け
れ
ば
社
会
経
済
的
に
効
率
的
な
施
策
・
事
業
と
は
い
え
な
い
。
効
果
と
は
、
施
策
・
事
業
の
効
果
と
し
て
考
え
ら
れ
る
定
性
的
及
び
定
量
的
な
効
果
で
あ
り
、
便
益
と
は
、
（２）
定
量
的
な
効
果
の
う
ち
、
貨
幣
価
値
換
算
が
可
能
な
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
便
益
と
貨
幣
価
値
に
換
算
し
た
賀
用
を
比
較
し
た
も
の
を
費
用
便
益
分
析
（
費
用
効
果
分
析
の
一
部
）
と
い
う
。
事前評価おいては、可能な限り予測される効果やそのために必要となる費用を推計・測定し、それらを比較する。
その際、効果については、受益の帰属する範囲や対象を極力特定し、可能な限り定量化する。また、費用については、
評
価
対
象
政
策
に
係
る
直
接
的
な
支
出
の
み
な
ら
ず
、
附
随
的
に
発
生
す
る
そ
れ
以
外
の
賀
用
（
例
え
ば
社
会
費
用
）
に
つ
い
て
も
可
能
（３）
な
限
り
含
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
事
後
評
価
に
お
い
て
は
、
駆
業
の
目
的
、
目
標
等
の
実
現
状
況
や
蛎
前
評
価
な
ど
の
検
証
を
行
い
、
そ
れ
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
悩
報
を
（４）
それ以後の駆業の企画立案やそれに基づく実施、駆前時点での評価に活用していくことは有益である。
合理性の要件としては、「代替案の探索と比較評価、饗用便益分析」などが延麺が、裁判所がどのような判断を示
合理性の要件としては、
しているのかを検討する。
法
学
志
林
鯏
二
ｏ
巻
節
二
号
一九四
（
印
）
こ
の
裁
判
例
に
対
し
て
は
、
施
股
の
安
全
股
叶
が
多
Ⅲ
防
匝
と
い
う
考
え
方
に
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
、
全
く
理
解
し
て
い
な
い
と
い
う
批
判
が
あ
る
（佐顧一男『改訂原子力安全の酋理』日刊工樂新川社ｇ】】七・超）。
第
三
節
費
用
効
果
分
析
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裁判例の評価は、次のとおりである。
第一は、行政が定めた手順（マーーニァル）を問題としたが、「交通量の根拠となる交通量ネットワーク」などの便
益の計算過程に踏み込んだ司法審査を行わなかった。永源寺第二ダム事業計画決定等取消請求事件（大阪高判平一
七・’一一・八）が、「合理的な理由がないのに本件設計基準で定められた極めて重要な調査を省略するなどして手続
公共耶業裁判の研究（一一一）（行政事件編）（田畑）
一九五
（１－１－１）予測に対する考え方
裁判所の予測に対する考え方は、次の二つに分けることができる。
第一に、「費用便益分析マニュアル（案）」に基づいて行われた（東京高判平一八・二・一一三）、マニュアルに従う
もの（東京高判平二○・六・一九）という理由で不合理とは（相当でない）とはいえないというものである。
第二に、費用便益分析マニュアル（案）に従い．：分析を行った：．上記分析は、その記載のみからでは分析
の前提とした交通ネットワークをどのように設定したのかが不明であり、．：利用者が料金を払ってまでこれを利
用するか否かは・・・疑問があり、さらに、通常の将来予測であれば当然考慮されるべきその実現可能性の大小は全
く考慮されていない（東京地判平一六・四・二二）である。
（１－１－２）裁判例の評価
（
１
）
道
路
事
業
（１－１）予測
１
費
用
便
益
分
析
費用便益分析は、道路事業とその他の事業で分けて検討する。
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控訴人らは、専門家の意見を聴きながら平成一○年六月に建設省道路局及び都市局が作成した費用便益分析マーーニ
ァル（案）に基づき、麹用便益分析を行っているものであり、原判決の上記判示はその趣旨及び分析手法を全く理解
（８）
していないし、賀用便益分析の趣旨及び手法を正解せず、独自の見解に基づき費用便益分析を蛤難し、これに基づく
（９）
事業認定の適法性を否定するものであって、失当であると結論付けている。
東京地判平一六・四・二二（判示④、⑥）は、「交通愚の根拠となる交通ネットワークをどのように設定したのか
が不明」であることから、「多大な便益が生じるものと判断することはおよそ不合理」と判示しているのであり、控
訴理由番は「交通ネットワーク」そのものについて、どのように設定したのか反鶏していない。控訴理由聾は、便益
（交通量予測）の根拠（交通ネットワークなど）を示していないため、その合理性を検討できないことが問題である。
（１－２１１）賀用便益分析に対する考え方
裁判所の費用便益分析に対する考え方は、次の四つに分けることができる。
第一に、費用便益分析の実施とその結果は、駆業認定の要件ではない（東京地判平二二・九・一、東京高判平二
法
学
志
体
節
二
ｏ
巻
邦
二
号
一九六
（６）
を進めた場合には、・・・手続が適正でないとの評価を受け得ることもあるものというべきである。」と判示したの
と比較して、便益の叶算過程を審査していない点で異なっている。
第
二
に
対
す
る
控
脈
理
由
譜
は
、
次
の
よ
う
に
反
輪
し
て
い
る
。
将来交通冠の推計は、社会経済指標を基に将来の発生禦中交通鉦を推計し、次に将来の分布交通量を推計し、さら
に将来道路網にＱ－Ｖ式を用いて交通遍を配分し、各区間の将来の交通蟄を算出している。・・・交通量の推計は利
（７）
函胸科金を考慮している（判示④への反鵠）。
（
１
１
２
）
費
用
便
益
分
析
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四・七・一九同旨）というものである。
第
一
一
に
、
費
用
便
益
分
析
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
い
て
計
算
し
て
い
る
こ
と
で
不
合
理
な
点
は
な
い
（
東
京
高
判
平
一
八
・
二
・
二
三
、
東京高判平一一○・六・’九）というものである（東京高判平一五・一二・二五、東京地判平一七・五・三一同旨）。
第
三
に
、
便
益
は
そ
の
一
部
し
か
計
上
さ
れ
て
い
な
い
た
め
過
少
に
評
価
さ
れ
、
公
共
の
利
益
が
自
然
環
境
な
ど
に
対
す
る
影
響
に
優
越
す
る
（
東
京
地
判
平
二
二
・
九
・
一
、
東
京
高
判
平
二
四
・
七
・
一
九
同
旨
）
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
第四に、得られるであろう積極的な価値のみに注目しており、本件事業を施行することによって生じる周辺環境へ
の
影
響
、
そ
れ
を
最
小
限
に
と
ど
め
る
た
め
に
必
要
と
さ
れ
る
対
策
費
な
ど
の
負
の
側
面
に
つ
い
て
は
一
切
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
な
どに照らすと、このような数値を前提として本件事業によって多大な便益が生じるものと判断することはおよそ不合
理
で
あ
っ
て
、
上
記
の
点
を
捨
象
し
て
こ
の
よ
う
な
数
値
を
前
提
に
判
断
を
進
め
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
（
東
京
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
）
と
い
う
も
の
で
あ
る
（
東
京
地
判
平
一
五
・
一
○
・
三
同
旨
）
。
（１－２－２）控訴理由書（東京地判平一六・四・二二）の反論
東
京
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
の
控
訴
理
由
書
は
、
次
の
よ
う
に
反
論
し
て
い
る
。
事
業
認
定
庁
は
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
業
計
画
の
内
容
に
つ
い
て
、
諸
事
情
を
総
合
考
慮
し
て
適
合
性
を
判
断
す
る
の
で
あ
っ
て
、
そ
の判断に際して裁量が認められるのであり、普遍的に受け入れられた価値に優先順位があることを前提に、それを探
（⑱）
求
す
る
こ
と
の
み
に
裁
量
が
あ
る
の
で
は
な
い
（
判
示
①
へ
の
反
論
）
。
そ
の
内
容
が
い
わ
ゆ
る
手
続
的
瑠
疵
の
問
題
で
は
な
く
、
実
体
的
要
件
へ
の
適
合
性
判
断
そ
の
も
の
の
問
題
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
（ｕ）
ある（判示⑤、⑥への反込輌）。
原判決の示す判断手法が、「普遍的に受け入れられている諸価値」かどうかの疑問を提示することにより、事業認
公共事業栽判の研究（三）（行政事件編）（田畑）
’九七
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法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
一九八
定庁の判断を覆すための審査基準として提一示されたものであるとすれば、明らかに不当なものであって、司法審査の
（昭）
手法を誤るものというほかない（判一不②への反論）。
（１－２－３）裁判例の評価
費
用
便
益
分
析
マ
ー
ニ
ア
ル
（
案
）
に
記
栽
さ
れ
て
い
な
い
「
周
辺
環
境
へ
の
影
響
、
そ
れ
を
最
小
限
に
と
ど
め
る
た
め
に
必
要
と
さ
（旧）
れる対策費などの負の側面」としては、交通量の増大による大気汚染、騒幸日被害、自然破壊、遺跡・文化財破壊など
と
、
こ
れ
ら
に
対
す
る
対
策
が
考
え
ら
れ
る
。
費
用
便
益
分
析
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
に
は
、
こ
の
よ
う
な
欠
如
が
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
控訴人らは、これを指摘することが「実体的要件への適合性判断そのものの問題」であり不当であるという。
現行の費用便益分析マ一二アルに記載されていない環境価値などを評価できないとしても、手続として記戦されて
い
る
「
交
通
量
の
根
拠
と
な
る
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
な
ど
の
便
益
の
計
算
過
程
を
明
ら
か
に
し
て
合
理
性
の
検
討
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
べ
き
で
あ
る
（
大
阪
高
判
平
一
七
・
一
二
・
八
同
旨
）
。
し
た
が
っ
て
、
費
用
効
果
分
析
に
対
す
る
司
法
審
査
は
、
現
行
の
費
用
便
益
分
析
マ
ー
ー
ュ
ア
ル
に
記
載
さ
れ
て
い
る
「
便
益
の
根
拠
（交通量予測など）」の合理性について行うべきである。今後、費用便益分析マーーュァルは、環境価値などを取り入れ
た
改
訂
な
ど
に
よ
り
充
実
さ
せ
る
べ
き
で
あ
る
。
かれる。
①
の
事
例
の
中
で
、
原
告
の
主
張
を
認
め
た
事
例
は
、
投
資
効
率
が
一
・
○
○
以
上
と
な
る
か
否
か
に
よ
っ
て
審
査
さ
れ
る
こ
と
に
な
る。そうすると、合理的な理由がないのに本件設計基準で定められた極めて重要な調査を省略するなどして手続を進
（
２
）
そ
の
他
の
事
業
そ
の
他
の
事
業
に
対
す
る
裁
判
所
の
考
え
方
は
、
①
積
算
さ
れ
た
数
値
が
争
わ
れ
た
事
例
と
、
②
数
値
ま
で
至
ら
な
か
っ
た
事
例
に
分
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こ
こ
で
の
分
析
繕
果
で
は
、
費
用
効
果
分
析
が
公
共
事
業
抑
制
に
決
定
的
な
役
割
を
果
た
す
と
い
う
期
待
か
ら
大
き
く
外
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
や
は
り
、
裁
判
所
が
審
理
に
お
い
て
こ
の
よ
う
な
経
済
学
的
分
析
ま
で
す
べ
き
な
の
か
、
あ
る
い
は
そ
こ
ま
で
で
き
る
（皿）
の
か
と
い
う
疑
問
を
持
っ
て
い
る
、
裁
判
所
が
政
策
判
断
に
立
ち
入
る
べ
き
で
は
な
い
．
：
こ
の
政
策
が
良
い
と
か
悪
い
と
か
を
判
断
公共事業裁判の研究（三）（汗敏事件網）（田畑）
一九九
①
の
事
例
の
中
で
、
原
告
の
主
張
を
認
め
な
か
っ
た
事
例
は
、
本
件
事
業
全
体
で
一
・
○
○
と
な
り
、
・
・
・
被
告
の
費
用
対
効
果
の
判断が効用及び費用の算出過程に看過し難い誤りがあるとか判断方法が社会通念上著しく妥当を欠くとまではいえず、
裁
量
権
の
逸
脱
又
は
濫
用
が
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
熊
本
地
判
平
一
二
・
九
・
八
）
、
本
件
事
業
の
投
資
効
率
は
一
・
○
四
で
あ
っ
て
、
経
済
効
果
が
実
施
費
用
を
上
回
っ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
本
件
事
業
計
画
は
経
済
性
の
要
件
を
充
足
す
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
（
大
津
地
判
平
一
四
・
一
○
・
二
八
）
、
仙
台
市
は
、
マ
ー
ー
ュ
ァ
ル
に
基
づ
い
て
、
費
用
便
益
分
析
を
行
っ
た
。
。
：
本
件
事
業
の
整
備
後
三
○
年
間
の
費
用
便
益
比
は
、
一
・
六
二
で
は
な
く
、
｜
・
一
○
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
（
仙
台
地判平一八・一一一・三○）、需要予測及び建設費見積りに不合理とまでいうべき点は存在しないところ、：．費用便
益
比
も
原
判
決
説
示
の
と
お
り
一
・
一
○
と
な
る
（
仙
台
高
判
平
一
九
・
一
○
・
三
○
）
が
あ
る
。
②の事例は、全て原告の主張を認めていないものであり、本件事業に起因する法面や路肩の崩壊等による維持修繕
費
用
の
支
出
の
点
を
考
慮
し
て
も
、
本
件
事
業
が
必
要
性
や
経
済
的
合
理
性
を
著
し
く
欠
き
、
そ
の
た
め
の
経
費
の
支
出
が
事
業
の
目
的
、
効
果
と
の
間
の
均
衡
を
著
し
く
欠
く
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
（
那
網
地
判
平
一
五
・
六
・
六
、
福
岡
高
那
覇
支
判
平
一
六
・
一
○
・
一
四）、費用対効果が変更計画の要件であることを前提としているとみることはできない（福岡高判平一五・五・一六）
四）、管
がある。
め
た
場
合
に
は
、
．
：
手
続
が
適
正
で
な
い
と
の
評
価
を
受
け
得
る
こ
と
も
あ
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
（
大
阪
高
判
平
一
七
・
二・八）がある。
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①の駆例の中で、原告の主彊を認めた事例は、右四案のうちで、最も駆業賀を要するのはＣ案の一三・五一値円で
あり、右は、本件事業に要する四、三○○万円の約三一・四倍に相当する。しかしながら、本件土地の有する前述の
ような文化的価値を考えれば、右一三億円余りという金額は決して高価とは解されない（宇都宮地判昭四四・四・九、
東京高判昭四八・七・一三）、事業費の比較においては、地下化の場合の投資額が一、三七七億円となるのに対し、
高架化の場合には二、○三八値円となるという意見も出され、算定の方法にもよるが、現在の鉄逝敬きの有効利用を
法
学
志
林
第
二
○
巻
節
二
号
二○○
（脂）
するのは、変圧を負っていない裁判所としてはそれこそ不遜なことだと考えております、高度の専門技術的判断にわ
たるから裁判所の判断になじまない・・・我々文科湿布出身者の多くにとって、数学、化学、物理学にある極のコンプ
レックスがあることは碗かですが、そういう主観的な圧迫感から専門技術的な問題について、むしろ必要以上に難し
（畑）
さを拡大している．：裁判所の実体判断というものは、科学上の論争の是非を決するのではないなどというの理由
から、裁判所では手続、比較、整合性などでの判断しかできないと見るべきだろうか。
更に、裁量処分の審査について、実体的な判断を避け、手続過程の審査にしぼるべきであるという意見が強く出さ
れていますが、。：手続審査方式では裁判所が自ら手続原則を打ち出すということになるわけで、その点で非常に
（灯）
難しい面があるという意見もあるが、やはり、裁判所は澱用便益分析も判断内容とし、かつ公正に分析をすべきであ
（畑）
ると考壹える。
に分かれる。
２
代
替
案
検
討
代替案検討は、①事業費を比較した事例と、②技術的内容を比較した事例、③代替案が必要か否かが争われた事例
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含めて考えた場合、地下式の方が経済的に有利となる》」ともあり得るという示唆があり、。：同決定の適法住に疑
問が生ずるものといわざるを得ない（東京地判平一三・’○・三）がある。
①の事例の中で、原告の主張を認めなかった耶例は、道路投資額の効率性の面からは、できる限りトンネル、橋梁
（四）
等の櫛造物が最小であることが好ましいという行政の主張を、原告寺域の有する宗教的文化的価値については全く者
虚しなかったことが窺われる。．：判断に栽熾梅の蹴越または濫用があるとの事実を認めるに足りる征拠はない
（大津地判昭五八・一｜・二八）、駆業費は、本件高架式が約一、九○○億円であるのに対し、地下式は、二線二屈方
式の場合が約三、○○○砥円、一線四層開削方式の場合は約三、六○○億円となり、三つの比較条件いずれの点でも、
本件高架式は、地下式より優位に立つと判断した。さらに、本件高架式は、嵩上式二部堀割式）と地下式の併用と
の関係でも、三つの比較条件において優位に立つと判断した（東京高判平一五・’二・’八）、本件区間の樹造につ
いて三つの方式の比較検討をした際、既に取得した用地の取得費や鉄道事業者の受益分を考慮せずに駆業費を算定し
ているところ、このような算定方法は、当該都市計画の実現のために今後必要となる支出額を予測するものとして、
合理性を有するというべきである（鰻（｜小）判平一八・一一・二）がある。
②の事例の中で、原告の主張を認めた事例は角本件においても、仮線工法のほかに、高架橋（跨道橋）又は地下道
（、）
の建設により施工するという複数の工法が考えられる（大津地判平一八・九・二五）、道路拡幅工事の工法（活線工
法、仮線工法のいずれを採用するか）を、経済的合理性や技術的可能性の見地から検討したとは認められず（大阪高
判平一九・三・一）、埋立架橋案の方が優れているとはいえるけれども、山側トンネル案であっても、．：上記優
位性の程度は、鞆の景観の保全を犠牲にしてまでもしなければならないものであるかについては、大きな疑問が残る
という毯藝（広島地判平二一・一○・一）である。
公共卒案銭判の研究（三）（得設耶件圏）（田畑）
二。－
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③の甑例で代替案の検討が必要でないとした事例は、起業者に代替案の提示を義務づけるような規定や鞭業腿定庁
自らが代替案を設定し検討すべきことを義務づける規定は存在していないことからして、率業狙定庁において代替案
法
学
志
林
輔
二
○
巻
鋪
二
号
二○二
②の事例の中で、原告の主張を認めなかった耶例は、駆蕊認定申舗等から代替案のあることが判明して．：当咳
駆業計画案と代替案との優劣の審盃に当たっては、。：性質上必然的に政策的又は専門技術的な判断を伴うもので
あるから、より広い裁避の余地があるものというべく、代替案の方が野菜計画案より著しく優れていて、、業昭定庁
の判断が社会通念上著しく不相当であると認められる鯛各にのみ裁趾の逸脱又は濫用があり違法とされる（璽界地判
昭五九・七・六、東京高判平四・一○・二三）、揖斐川の治水対策の代替案については、徳山ダムを造らずに、その
分河遺の計画蘭水流量を地大させる案として、：．三つの案が考えられる．：引堤案：．堤防嵩上げ案。：
河床掘削埴大案・・・一一一案いずれも揖斐川の流域の現状からすると、社会経済的に影響が大きく、現実性がない岐阜
地判平一五・’二・二六、名古屋高判平一八・七・六）、静岡空港の建設地の選定については、。：他の二案と比
較検討した上で、．：土工量、工事費が他案と比較し高くなることなども勘案された上で決定されており、：．
（配）
不合理であったと解することはできない（静岡地判平二一一・一一一・一八）である。
③の事例で代替案の検討が必要とした事例は、代替案の検討が必要とした事例は、土地収用法その他の関係法令に、
起業者に代替案の提示を義務づけるような規定や事業認定庁自らが代替案を設定し検討すべき｝」とを義務づけるよう
な規定は存在しないが、．：不十分な審査態度．：裁量を逸脱する疑い。：公益性、必要性について合理的な
説明がなされていない。：本件事業について、代替案の検討を行っていないことについては、十分な審査が行われ
（四）
ていないとの誹りを免れない。：代替案の検討は必要不可欠であったと認められる（市斎地判平一六・四・二二）
である。
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（劉）
の検討を必ず行わなければならないという法的義務はない（秋田地判平八・八・九）である。
従
来
の
判
例
の
中
で
、
代
替
案
検
討
を
認
め
た
事
例
は
、
上
告
人
は
、
．
：
在
留
資
格
に
属
す
る
活
動
を
引
き
続
き
行
う
の
を
適
当
と認めるに足りる相当の理由があるかどうかにつき公権的判断を受ける機会を与えることを要した・・・本件処分は、（鴻）
右のような経緯を考慮していない点において、上告人がその裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用したものである
（最（三小）判平八・七・二）、被控訴人は、代替措置を全く講じないまま、評価された控訴人の体育科目の不認
（錨）
定。：裁量権を著しく逸脱（大阪高判平六・一二・一一二）、信仰上の理由による剣道実技の履修拒否を：。代替
措置について何ら検討することもなく、．：上告人の措皿は、考慰すべき事項を考慮しておらず、又は考慮された
事実に対する評価が明白に合理性を欠き、その結果、社会通念上著しく妥当を欠く処分をした．：裁殴椀の範囲を
（〃）
超える違法なもの（殿（一一小）判平八・一一一・八）などがある。なお、大津地判昭五八・一一・二八は、法二○条四号
の
公
益
性
に
関
す
る
判
断
は
。
：
自
由
裁
量
に
属
す
る
。
・
・
裁
量
権
の
騰
越
ま
た
は
濫
用
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
ら
れ
る．：判断過程およびそこで考慮された判断資料、判断要素に社会通念上著しく妥当を欠く点があるか否かを検討
（躯）
して行うと判一示して、代替案の検討が二○条四号の要件であることを明示した。
最近の判例は、景観価値を認めた広島地判平二一・一○二に代表されるように変ってきているが、環境価値、経
済的合理性、技術的可能性なども在留資格や信仰上の理由などと同じように正当な評価が与えられることが望ましい
と考える。
３
禰
要
予
測
需要予測は、①調査した行政事実に基づいて予測評価した事例、②それぞれの案が実施されればどのような効果を
公
共
螂
業
裁
判
の
研
究
（
三
）
（
行
政
耶
件
網
）
（
田
畑
）
二
○
三
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①
の
事
例
の
中
で
原
告
の
主
張
を
認
め
な
か
っ
た
事
例
は
、
こ
れ
ら
の
事
実
は
事
業
認
定
時
点
以
後
の
事
憎
で
あ
り
、
本
件
事
業
認
定
の
適
否
の
判
断
に
影
響
を
与
え
る
も
の
で
は
な
い
（
札
幌
地
判
平
九
・
三
・
一
一
七
）
、
水
需
要
予
測
と
い
う
確
定
値
が
定
ま
ら
な
い
事
項
を
対
象
と
す
る
判
断
で
あ
る
こ
と
、
水
需
要
に
変
化
が
生
じ
て
き
た
と
い
っ
て
も
上
昇
の
傾
向
が
弱
ま
っ
た
と
い
う
程
度
で
あ
り
こ
れ
に
対
す
る
必
要
性
が
消
失
し
た
と
い
う
こ
と
で
は
な
い
（
横
浜
地
判
平
一
三
・
二
・
二
八
）
、
道
路
網
計
画
は
、
伊
東
市
の
将
来
人
口
の
推
計
を
、
昭
和
四
五
年
か
ら
平
成
二
年
ま
で
の
推
移
に
基
づ
い
て
、
人
口
及
び
就
業
人
□
の
双
方
の
ト
レ
ン
ド
分
析
（
三
種
類
の
分
析
法
を
用
い
て
い
る
）
を
行
い
、
こ
の
結
果
に
上
位
計
画
フ
レ
ー
ム
と
の
整
合
を
図
っ
て
、
将
来
人
口
を
設
定
す
る
と
い
う
手
法
で
行
っ
て
い
る
。
・
・
・
道
路
網
計
画
は
、
そ
の
策
定
根
拠
と
な
っ
た
数
値
、
例
え
ば
伊
東
大
仁
線
に
関
す
る
発
生
染
中
交
通
通
の
推
計
な
ど
に
や
や
慎重さを欠くといえる部分があるが、全体としては明白な誤認、著しい不合理な判断はない（静岡地判平一五・一
一・二七）、水資源開発施設の計画を進めるに当たっては、長期的、先行的な観点から整備する必要があるとともに、
法
学
志
林
第
二
○
巻
鋪
二
号
二○四
上
げ
る
か
に
つ
い
て
予
測
評
価
し
た
事
例
に
分
か
れ
る
。
①
の
事
例
の
中
で
原
告
の
主
張
を
認
め
た
事
例
は
、
被
控
訴
人
が
本
件
変
更
決
定
を
す
る
に
当
た
っ
て
勘
案
し
た
土
地
利
用
、
交
通
等
の
現
状
及
び
将
来
の
見
通
し
は
、
都
市
計
画
に
関
す
る
基
礎
調
査
の
結
果
が
客
観
性
、
実
証
性
を
欠
く
も
の
で
あ
っ
た
た
め
に
合
理
性
を
欠
く
も
の
で
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
（
東
京
高
判
平
一
七
・
一
○
・
二
○
）
、
日
の
出
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
予
測
交
通
肚
に
差
異
が
生
じ
て
い
る
こ
と
・
・
・
そ
の
よ
う
な
予
測
が
正
当
な
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
疑
問
が
生
じ
ざ
る
を
得
な
い
（
宙
エ
夙
地
判
平
一
六
・
四
・
二
二
）
、
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
作
成
し
た
Ｃ
Ｄ
表
は
、
一
二
時
間
又
は
二
四
時
間
の
ゾ
ー
ン
間
の
交
通
流
動
を
把
握するものにすぎず、同社の一般化時間最小ルートサーチ法による推計結果は二四時間の交通状況を把握するものに
す
ぎ
な
い
。
。
：
福
山
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
調
査
及
び
検
討
は
不
十
分
な
も
の
で
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
（
広
島
地
判
平
二
・
一
○
・
二
が
あ
る
。
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自然を対象とすることから予測を超える醜態が生ずることも想定して、予測と実際が異なったときにも支障を生じな
いだけの余裕を見込む必要がある。すなわち、水不足の事態を生ずるよりは。余剰の水がある事態の方が政策として
安全かつ妥当である（岐阜地判平一五・一二・二六）、水資源開発施設の建設は、将来の経済、社会の発展にも対応
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
先
行
的
に
開
発
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
そ
の
結
果
、
水
資
源
開
発
施
設
が
完
成し供用を開始された後の特定の時点において、水の需要量と供給冠に差が生じるのはやむを得ない現象であり、そ
のことから、当然に水資源開発の前提となった水需要予測が誤りであるということはできない（名古屋高判平一八・
七・六）、交通量は、道路交通センサスベースのＣＤ表（交通機関の地域間相互の動きを表の形に集計。整理したも
の）を用いて、発生集中交通量、分布交通量、配分交通量をそれぞれ推計する方法で行う（三段階推定法）（東京地
判平一七・五・三一）、交通且推計の手法において、対象地区のＣＤ表を作成し、分布交通皿を推計し、その配分手
法
に
関
し
て
は
Ｑ
ｌ
Ｖ
式
を
用
い
た
配
分
を
原
則
と
す
る
と
さ
れ
て
お
り
、
本
件
費
用
便
益
分
析
に
お
け
る
将
来
交
通
量
の
推
計
、
将
来
の
発
生
染
中
交
通
趾
、
分
布
交
通
皿
の
推
計
は
マ
ー
ー
ニ
ァ
ル
に
従
う
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
相
当
で
な
い
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（東京高判平二○・六・一九）、宿泊需要予測の根拠となった数値等は、当時の統計データや調査報告書等、一応の根
拠
を
有
す
る
資
料
を
基
に
算
出
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て
、
：
．
合
理
性
を
欠
く
も
の
と
ま
で
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
那
覇
地
判
平二○・二・一九）、収支の見通しが、当時の統計データや調査報告轡等、一応の根拠を有する資料を基礎として
い
た
こ
と
か
ら
、
．
：
経
済
的
合
理
性
を
欠
く
も
の
で
あ
っ
た
と
ま
で
い
え
な
い
（
福
岡
高
裁
那
覇
支
判
平
二
一
・
一
○
・
一
五
）
、
「水道施設設計指針二○○○」（以下「本件指針」という。）には、水道施設の整備計画や需要予測に関する基本的な
考え方や具体的な手法が記載されているところ、：・都の平成一五年一二月の予測は、このような本件指針で示さ
れた方法に基本的に従って行われたものであって、合理的なものということができる（東京地判平二一・五・二）、
公
共
耶
英
般
判
の
研
究
（
三
）
（
行
政
耶
件
凶
）
（
田
畑
）
二
○
五
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法
学
志
林
第
一
一
ｏ
巻
節
二
号
二○六
利根水系においては平成三二年には計算上需要が供給を上回る予測となっており、水源の融通をしないことが明らか
に不合理とはいい難い（水戸地判平二一・六・一一一○）、予測値は、あくまで計測値であることからすると、実績との
差異が生じたことにより、直ちに予測値が明らかに不合理であるとまではいえない（千葉地判平二二・一・一九）、
本
件
事
業
認
定
が
行
わ
れ
た
当
時
の
予
測
と
し
て
は
、
本
件
需
要
予
測
の
合
理
性
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
解
す
る
の
が
粕
当
で
あ
る
（静岡地判平二二・三・一八）、現在の埼玉県の保有水源趾は、．：第五次フルプランの改定に伴い．：約二七五
万
㎡
／
日
と
な
る
。
。
：
八
シ
場
ダ
ム
か
ら
の
供
給
に
よ
っ
て
手
当
し
て
、
水
の
安
定
的
な
供
給
を
施
保
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
いう判断が不合理であるとまでいうことはできない（さいたま地判平一一二・七・’四）である。
②の事例の中で原告の主張を阻めた郵例はなく、盾塑巨の主張を腿めなかった蛎例は、最適計画を工学的に決定する
手
法
は
確
立
さ
れ
て
お
ら
ず
、
：
・
本
件
調
査
報
告
に
お
け
る
般
適
計
画
の
週
択
は
、
。
：
｜
応
の
合
理
性
を
肯
定
す
る
こ
と
が
で
きないではない（名古屋地判平五・二・二五）、股適計画の決定に至る経過には一応の合理性が認められる（名古屋
高判平九・四・三○）、あきる野インターチェンジの設圃により、圏央道利用者の増加や牛沼地区の一般道路の通過
者の減少などの公益性及び必要性が是腿される（竃斎高判平一八・二・二三）、八シ場ダムからどの程度の水源を硫
保
す
べ
き
か
と
い
う
程
度
固
幽
は
あ
る
と
し
て
も
、
八
シ
場
ダ
ム
建
設
璽
業
に
参
画
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
安
定
的
な
水
源
を
砿
保
す
る
必
要
性
自
体
は
、
否
定
し
難
い
も
の
で
あ
る
（
前
橋
地
判
平
二
一
・
六
・
二
六
）
で
あ
る
。
（１）
（２）
（３）
（財）行政管理研究センター『政簸呼価ガイドブック』ざようせい曽昌・弓・爵占②
（財）行政管理研究センター「政策評価ガイドブック』ざようせい曽三も。］計
行政管理研究センタ！『群解政策評価ガイドブック』ぎようせい曽冨七・塁⑤
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（４）（財）行政管理研究センター『政策評価ガイドブック』ぎようせい曽巨壱・ｓ
（５）山村恒年「科学技術の発展と行政接」「公法研究』五三号］ｇ一・℃・］急
（６）□〒Ｅ亀冒呂届】ｇｇ・隠（□］，［邑毒のみ掲敏）
（７）『東京地判平一六。四・二二国辱の控訴理由密」曽三ら・罰］
（８）『東京地判平一六。四・二二国等の控訴理由藩』ｇ三》］）一》・お‐弩
（９）『東京地判平一六。四・二二国等の控訴理由番」豊三・一）・鷲
（川）『東京地判平一六・四・二二国等の控訴理由書」呂三も・篭
（Ⅱ）「東京地判平一六。四。二二国等の控沸理由街』巴三・で・専一
（皿）「梨京地判平一六・四・二二国辱の瞳脈理由打』ｇ三・弓・壁土⑨
（脇）『典京地判平一六・四・二二回等の控訴理由鱒』苫三二弓・］望Ｉ】患
（皿）全国識判官懇話会報告「司法の使命と銭判官」『判例時報」色］範号］召やら』。
（応）全国銭判官懇話会報告「司法の使命と裁判官」『判例時報」堂⑫号ご量己・】●
（応）全国裁判官懇弼会報告「司法の使命と狼判官」『判例時報』皀団号』ヨＰで。］』
（Ⅳ）全国故判官魁贈会報告「司法の使命と舷判官」「判例時制」里、号一日Ｐ己・唇
（旧）小島延夫『改莱提愈行政訴訟改拡に向けて市民の命と日本の明日のためＥ（東京弁硬士会期成会主伽期成会政粛シンポジ
ウム行政脈訟改革（二○一一年九月二八日）曽一一七』
（四）『判例時報』一一一九号這里・や患
（印）『判例時報』一九八七号琶冨》で・二
（郡）『鞆の柵埋立免許玉止舗求耶件（匹囲地利平二一・一○・一）判決文」苫ｓ・ご』ｓ
（配）『〃岡空港邪典廻定取消鋼求耶件（仲岡地判平二一一・三・一八）判決文』呂一Ｐ弓・』壷Ｉ］堂
（銅）『回央適あきる野ＩＣ耶業澱定・収容銭決取消姉求耶件（東京地判平一六・四・二二）判決文』豐三・弓・患‐ヨ
（邸）「判例自治』一六四号】忠司宅・認
（霜）「判例時報』一五七八号］①農已・望
（髄）『判例時報』一五二四号］忠印も．旨
（幻）『判例時報』一五六四号】忠団・己．『、山村恒年『行政法と合理的行政過橿鎗」慈学社曽民己・単呂
公共耶藁畿判の研究（三）（行政卯件倒）（田畑）
二
○
七
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典
型
的
行
政
訴
訟
で
あ
る
取
梢
訴
訟
に
お
け
る
立
証
賀
任
の
分
配
は
、
こ
れ
ま
で
主
張
さ
れ
て
き
た
代
表
的
な
学
鋭
を
あ
げ
れ
ば
、
次
のようになる。①行政行為は公定力を有し適法性の推定を受けるので、取消訴訟においてはすべて原告が立柾溌任を
負うという説、②法治行政の原則から行政処分が適法であることの立証賀任はすべて行政庁が負うという説、③民駆
賑訟法の通脱である法律要件分類鏡を取梢訴訟にも応用（取消訴訟では権利関係の存否・形成が争われるのではなく、
行政処分の迎接性が対象となる。したがって民顛訴訟における法律要件分類税はそのままでは妥当しない）するとい
う説、④国民の権利との関係で行政処分を分類するという説、⑤行政処分に際して関係人の利益が害されるのを避け
るために必要な鯛迩蕊務の範囲内で立証賀任を負うという税、⑥当駆者の公平、証拠との距離によって個別具体的に
（２）
判断すべきとする税がある。
（２）裁判例の分類
えての発一盲である。
（
１
）
学
脱
の
分
類
１
立
旺
愛
任
行政事件における立証賀任が争点となった裁判例が少ないことから、古い学説だけが先行している状況である。亘
（１）
理格の「行政事件における立征迩任の研究は、ほとんど行われてこなかった。」との指摘は、このような状況を踏ま
法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
二ｏ八
（魂）福井秀夫「囲央逝廟粟聰定・収用娘決取消訴舩鯏一審判決及び囲央近代執行手練執行停止耶件股高裁決定」『法学教室』二八八号
哺・・←・ロ・再噌
第
四
節
訴
訟
技
術
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（２１１）立証責任が原告にあるとした裁判例
行政行為の公定力を根拠に、その違法を主張する原告が行政行為の迎法原因を立征する寅任があるとする説である。
これは、買収計画取消訴訟において、原告側でその主張する違法事由を認めるに足る立証のない限り、行政庁の処
（３）
分は有効（徳島地判昭一一四・一一一・一一一一）、免職処分の違法事由は、これを主張する者の側において立証の賀任がある
（４）
（名古屋地判昭一一六・四・一一八）、所得税における所得金額計算の際の借入金は所得金額計算上の消極事由であるから
（。⑥）
納税者たる原告において立証責任を負担する（東京地判昭一一一一一一・一一・一五）、自創法五条五号により買収除外をしな
かったとの主張、立証の資任は同条は同三号の除外規定であることからして、被買収者である原告側にある（大阪地
（６）
判昭一一一八・二・一四）、所得税審査決定取消訴訟において必要経費の立証寅任は納税者にある（名古屋地判昭一一一八・
（７）
一一・一九）、適性検査の判定を争い更新申調却下を迎法と主張する者は更新のための実体的要件である適性検査にっ
（８）
いて定められた合格基準に達していることの立証責任を負う（東京高判昭四二・一一・二一一一）がある。
（２－２）民事訴訟におけると同様の分配原則が妥当するとした裁判例
（９）
取消訴訟においても、民事訴訟におけると同様の分配原則が妥当すると考壹えるのが我が国の通説である。裁判例も
この見解に従うものが多く、これが裁判例の大勢となっている。行政訴訟においても一般民駆訴訟の立征賢任の法理
に従うべきものと解すべく、従って本件のような法人税についての税務訴訟について使用人としての地位と役員とし
ての地位を兼ねている：．何程の額が役員報酬及び賞与に当たり、何程の額が使用人給与及び賞与に該当する
（い）
力．：課税権に関する事項であって之を主張立証する責任は被告側にある（熊本地裁昭一一一一一一・六・一九）というも
’ので
あ
る
。
公共叩典級判の研究（三）（行政噺仲田）（田畑）
二
○
九
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法
学
志
林
第
二
○
巻
第
二
号
二
一
○
（２－３）立証画任が｛汀政にあるとした裁判例
国民の自由を制限し、国民に義務を課する行政行為の取消を求める訴訟においては、行政庁がその行為の適法なる
ことの立証貿任を負担し、国民の側から国に対して、自己の権利領域を拡張せんことを求める請求をする場合には、
（皿）
原
告
が
そ
の
謂
求
権
を
基
礎
付
け
る
事
実
に
つ
い
て
立
証
賢
任
を
負
担
す
る
と
の
説
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
行
政
訴
訟
に
お
い
て
も
、
所
得
税
額
更
正
処
分
の
取
消
訴
訟
に
お
い
て
、
必
要
経
費
は
行
政
庁
が
立
証
寅
任
を
負
う
（
徳
島
（脳）
地判昭一一一三・一一一・二七）、自刎法による買収処分において買収計画の公告があったことについての立証貿任は、買収
（皿）
処分が有効に行われたことを主張する被告行政庁においてこれを負担する（福島地判昭一一一一一一・一一一・二八）、賃借権等
の
樋
利
の
存
在
に
つ
い
て
の
立
証
質
任
は
、
買
収
計
画
の
有
効
で
あ
る
こ
と
を
主
張
す
る
被
告
に
お
い
て
こ
れ
を
負
担
す
る
（
福
島
地
判
（Ⅱ）
昭一一一一一一・一一一・一一八）、通常の民珈訴訟における立証画任の分配の法規をそのまま直ちに適用しようとするのは一々法論
的に誤り・・・行政処分をした行政庁が、その処分の適法なことについてすべて立証貿任を負担すると解するのが、
（脂）
制度の設けられた趣旨にも合致し、正義と衡平の理念にかなうゆえんである（大阪地判昭一一一四・一一一・一一四）、郵便
（肥）
による更正決定轡の到達が被告の立証からしては未だ認められない（大阪高判昭三四・一一・一一一）、被告行政庁の
側
に
お
い
て
、
処
分
の
手
続
過
程
が
、
窓
意
、
独
断
な
い
し
他
事
考
愈
の
介
入
を
疑
う
こ
と
が
い
わ
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る
よ
う
な
手
続
（Ⅳ）
により行われたものであることを主張立証すべき（東京地判昭一一一八・一二・一一五）、自創法一五条二項各号の事悩が
（旧）
存在しないことについても行政庁側は、主張立証責任を負う（大阪地判昭四○・六・一二）、主任審査官は処分に当た
（旧）
り、右外国人であることについての証明の責任を負担する（大阪地判昭四○・一・一二○）、所得税額更正処分の取消
（、）
訴訟において、必要経費は行政庁が立証資任を負う（広島高岡山支判昭四一一・四・一一六）、非公開事由の存在は実施
（皿）
機関において主張立証しなければならない（大阪高判平一一・一○・一一一一）、相手方が識別し得るものであることを主
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なお、無効硫認訴訟については、行政庁の裁過に任された行政処分の無効確認を求める訴訟においては、その無効
砿聰を求める者において、。：右行政処分が述法であり、かつ、その迩法が亜大かつ明白であることを主張および
（報）
立証することを要する（鰻（二小）昭四二・四・七）、無効確認訴訟の提起には訴願前圃という手続的な制限は存し
ないし、出訴期間による時期的な制限を受けない。・・・無効を主張するについての主体的の制限はなく、なんびと
からでも、またなんびとに対しても主張できることを見のがすわけにはいかない。．：行政処分の無効は、これを
主張する側において、誤認が麺大・明白であることを具体的瓢実に越づいて主張しかつ立証すべきものであり、無効
確認訴訟においては取梢訴訟と異なり爵相手方たる行政庁ではなく、無効を主張する原告が無効事由について主張・
（郡）
立証賀圧を負担する（大阪地判昭三四・一二・二四）との考え方を示している。
一」こでも、股（二小）昭四二・四・七をもって無効確潔訴訟の立鉦賀任の問題は判例上決着したとする見解（佐藤
繁）と、これは裁量処分の無効硫認訴訟についてのもので、無効硫認訴訟一般に関する判示とするのは早計（山村恒
（訂）
年）という見解に学説が分かれている。
（３）公共事業裁判の立証責任
伊方原発耶件（股（一小）判平四・一○・二九）は、「被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの主張、
公
共
抓
梨
鍛
判
の
研
究
（
三
）
（
得
裁
耶
件
圏
（
田
畑
）
一一一一
張、立証すれば足りる（殿（｜小）平六・｜・’一罐）、上告人の側で、．：懇親会等の相手方等が了知される可能
（鰯）
性があることを主張、立証する必要がある（股（一一一小）平六・二・八）、森林法一一一四条五項の保安林内の形質変更許
可処分の取消訴訟の主張・立征誕任についてではあるが、これが利害関係を有する住民らにとって侵害処分である一」
（割》
とを理由に、森林法一一一四条五項の文言にかかわらず、被告が主張・立証迩任を負う（宮崎地判平六・五・一一一○）があ
る
｡
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伊
方
原
発
事
件
（
松
山
地
判
昭
五
一
一
一
・
四
・
二
五
、
高
松
高
判
昭
五
九
・
一
二
・
一
四
）
、
福
島
第
二
原
発
事
件
（
福
島
地
判
昭
五
九・七・一一一一一、仙台高判平二・一一一・一一○、股（一小）判平四・’○・二九）、東海第二原発砺件（東京高判平一三・
七
・
四
）
、
柏
崎
・
刈
羽
原
発
事
件
（
新
潟
地
判
平
六
・
一
一
一
・
二
四
、
東
京
高
判
平
一
七
・
一
一
・
二
二
）
、
６
ん
じ
ゅ
行
政
訴
訟
事
件
（差一民後、福井地判平一一一・一一一・二二、名古屋高金沢支判平一五・一・二七）、伊方原発二号炉駆件（松山地判平一
二
・
一
二
・
一
五
）
も
、
伊
方
原
発
事
件
（
量
（
｜
小
）
判
平
四
・
一
○
・
二
九
）
も
同
様
の
判
旨
で
あ
る
。
（盤）
第
一
に
、
主
張
立
証
責
任
が
被
告
側
に
あ
る
と
考
一
え
る
の
は
、
被
告
側
に
お
い
て
主
張
立
証
貿
任
が
あ
る
と
い
う
説
（
大
塚
直
）
、
先
（麹）
の
④
に
立
ち
そ
の
適
法
性
を
支
一
え
る
事
実
に
つ
い
て
被
告
行
政
庁
に
立
証
資
任
が
あ
る
と
い
う
説
、
先
の
⑤
ま
た
は
⑥
に
立
っ
て
も
、
被
（鋤）
告
行
政
庁
に
立
証
責
任
が
あ
る
と
い
う
税
が
あ
る
。
（則）
第
二
に
、
訴
訟
物
を
特
定
す
れ
ば
足
り
る
と
考
一
え
る
の
は
、
「
主
張
、
立
証
武
任
は
、
本
来
、
原
告
が
負
う
べ
き
も
の
」
と
し
た
伊
方
原
発
訴
訟
判
決
は
主
張
立
証
責
任
の
所
在
に
つ
い
て
述
べ
た
も
の
と
読
む
の
で
は
な
く
、
単
に
争
点
形
成
の
た
め
の
「
違
法
性
の
指
摘
」
（型）
と醜み替・えるべきという説（伊繭滋夫）がある。
第
三
に
、
裁
且
濫
用
の
主
張
・
立
証
貿
任
を
い
っ
た
ん
原
告
に
負
わ
せ
た
う
え
で
、
事
実
上
の
推
定
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
用
い
て
原
告
の
（鋼）
主張・立証賢任の軽減を図ったと評価（司法研修所編・実務的研究一八一頁など）する脱がある。この税に対して、
合
に
は
、
被
告
行
政
一
脱が分かれている。
法
学
志
林
第
二
○
巻
鋪
二
号
一一一一一
立証資任は、本来、盾塑口が負うべきものと解されるが、当一該原子炉施設の安全審査に関する資料をすべて被告行政庁
の
側
が
保
持
し
て
い
る
こ
と
な
ど
の
点
を
考
慮
す
る
と
、
被
告
行
政
庁
の
側
に
お
い
て
、
ま
ず
、
．
：
被
告
行
政
庁
の
判
断
に
不
合
理
な
点
の
な
い
こ
と
を
相
当
の
根
拠
、
資
料
に
基
づ
き
主
張
、
立
征
す
る
必
要
が
あ
り
、
被
告
行
政
庁
が
右
主
張
、
立
証
を
尽
く
さ
な
い
場
合
に
は
、
被
告
行
政
庁
が
し
た
右
判
断
に
不
合
理
な
点
が
あ
る
こ
と
が
事
実
上
推
認
さ
れ
る
。
」
と
判
示
し
た
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
の
学
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（狐）
山村恒年が立証貴任を原告に負わせたことに疑問を投げかけるのは、同判決がこの説によっていると考えているため
（銅）
であろう。また、阿部泰陸３Ｄ行政が立証責任を全て負うのが当然として同判決を批判している。
第四に、原告は「部分」について主張立証し、またその「部分」が「全体」に及ぶ「可能性」をも主張立証すると
（妬）
いう脱（交告尚史）が一のる。
第
五
に
、
無
効
砿
認
訴
舩
（
股
（
二
小
）
昭
四
二
・
四
・
七
）
及
び
こ
れ
を
支
持
す
る
通
睨
に
依
拠
し
て
、
取
消
耶
由
（
行
訴
三
○
条）である被告行政庁の裁量権の範囲の逸脱又は裁量櫛の濫用の存在の主張・立証貿任については、取消を求める原
（羽）
生口が証明費任を負うという説（春日偉知郎）がある。
そして、被告行政庁の立証の程度については、「立証の必要」だけ負うことになると、被告行政庁が「不合理な点
がないこと」の真否不明まで持ち込むか、六○％程度証明すれば原告に客観的立証武任が生ずることになる。現に、
本
件
の
珈
実
廻
定
か
ら
み
る
と
不
合
理
性
の
な
い
こ
と
が
立
証
さ
れ
て
い
る
と
は
認
め
難
い
。
本
件
の
よ
う
な
耶
故
時
の
危
険
の
深
刻
性
や情報の片寄りから考えると被告行政庁に客観的立証貴任があるとする（被告行政庁の安全審査の主張立証を安易に
（詔）（釣）
認めた。）説（山村恒年）がある。
裁判所は、許可が予め策定された基準に基づいてなされたかをまず審査する。許可が基準を合理的に適用したもの
であること、基率自体が杵可当時の科挙一技術の水姻に照らして合理的なものであることを被告側は立証しなければな
らない。他方、原告側は、安全性判断について埜単によって示されている基本的な枠組を前提とする限りで、当該施
設の安全性を主張することができる。この疑念が単に観念上のものでない場合には、裁判所はその限度で実体的な審
査を行う。ここでは、被告側は「合理的な判断をしたこと」のみでなく「懸念される危険が十分小さいこと」につい
（抑）
て
立
証
黄
任
を
負
う
と
い
う
の
は
ど
う
で
あ
ろ
う
か
。
公共耐●業裁判の研究（三）（行政耶件網）（田畑）
一一一一一一
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回央逝駆業鰹定・収用裁決取消舗求駆件において、原告は、「再三にわたり、本件における代替案の検肘経過及び
費用便益分析の計算過程についての税明を求めたが・・・代替案の検討経過及び費用便益分析の肝心な部分（計算過
程）について答えようとしていない。裁判所の釈明にもかかわらず、争点の重要部分を明らかにしない被告らの態度
（⑱）
（“）
は、行政の税明愛任に惇るものである。」と主張しているにも関わらず、裁判では立証誕任が争点とな・ｂなかった。
法
学
志
休
鞆
二
○
巻
卯
二
号
二一四
圏央道あきる野ＩＣ・代執行手続執行停止申立・代執行手続請求停止●申立瓢件（夏泉地判平一五・’○・三、東京
高判平一五・一二・二五）は、先述した学齢の中で、東京地判平一五・一○・三が③の立場を取りながら②に近く、
璽尿高判平一五・’二・二五が①の立場に立っているように思える。
圏央道あきる野ＩＣ薊まく認定・収容裁決取消諦求事件（夏凧地判平一六・四・一一二、璽凧高判平一八・一｜・二三）
と圏央道事業認定・収用裁決取消謂求事件（東京地判平一七・五・三一、宙責高判平二○・六・一九）は、土地収用
法
二
○
条
二
号
の
充
足
性
が
争
点
と
な
っ
た
。
この一一○条三号については行政庁に裁量が認められる。この点、裁量権の逸脱濫用については、行訴法三○条の文
（制）
一三回も踏まえ、裁量梅の逸脱濫用を基礎づける駆車〈の主張立証賀任を原告が負うとする理解が有力である。
この点、越智敏裕の考え方を要約すれば、「この二○条三号の充足性は、日光太郎杉駆趣く潔定・土地収用裁決等取
消謂求事件（東京高判昭四八・七・一三）により、「得られるべき公共の利益」と「失われる公共の利益」を比較す
ればよいとする。ここでは、被告により都心部の交通混雑緩和効果や費用便益分析等が主張立証される。これに対し、
その評価障害駆実として、騒音・大気汚染被害・澱重な自然の破壊のおそれ、代替案の不検討と代替案の優越が原告
（他）
から主張立証される。結局、評価的要件たる二○条一一一号の充足性は両者の総合判断として評価されることになる。」
という考え方を示している。
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２
コ
囿
坊
冠
日光太郎杉事業認定・土地収用裁決等取消舗求事件（宇都宮地判昭四四・四・九）の原告は、学者、文化人、マス
コミなどを利用して世鎗を盛り上げて裁判に影孵を与えた。このことは、裁判所が、本件問題が報逝されるや、一部
の文化人の間から、このような自然景観を破壊することに反対する意見が強く出され、中島健蔵・馳井勝一郎・大仏
次郎・松田権六・加藤土師萌・松本清張・木下義鎌・餌田吾郎・遠山茂樹零が発起人となって、各界の文化人に対し、
「日光杉を守る会」の結成を呼びかけたところ、約七○○名の文化人から、日光杉の伐採に反対し、右会の結成に賛
（相）
成する」日の回答がなされたと判示したことにも表れている。
日圃雅硝の「裁判は社会に影響を与えている」、「裁判後に行政の迎用が変わることがある（裁判の勝敗に関係な
（伯）
く）」という意見も同じ考一え方であろう。
永源寺第二ダム事業計画決定等取消謂求事件（大阪高判平一七・一二・八）は、土地改良法八七条三項が事業計画
決定は、政令で定める基本的な要件に適合すべきものとし、その基本的な要件のひとつとして、同法施行令二条三号
公共耶鎚哉判の研究（三）（行政叩件榴）（田畑）
二一五
この点、原告は、①騒音・大気汚染被害と②貴重な自然の破壊のおそれについて具体的な指摘をすれば足り、被告
（栂）
に
お
い
て
そ
の
お
そ
れ
が
な
い
こ
と
を
立
証
す
べ
き
も
の
と
位
圃
付
け
る
の
が
妥
当
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
道路建設にあたり基礎資料とされる交通量予測、交通ネットワーク図やリンク交通趾等の情報の収梨・形成・整理
には専門性と相当の費用がかかり、行政庁および起業者がほぼ独占している。原告が悩報公開請求により入手できる
（媚）
ものもあるが、データ量が膨大であり、通常原告には十分な処理・分析能力がないことを考愈すれば、主張立証責任
（桐）
は行政側に負わせるべきである。
立
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法
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は、「当一該土地改良事業の全ての効用がその全ての費用をつぐなうこと」と規定しており、同法は、費用対効果、費
用便益分析を行政計画の決定に当たっての基本的要件と定めている唯一の法律であるため、手続で決められた段階調
査などを詳細に検討して勝訴した事例である。
都市計画道路区域内建築不許可処分取消舗求耶件（璽夙藏馴平一七・一○・二○）は、厨答が、交通通の予測につ
いて、平成一二年度の将来人口は最新の上位計画である国土利用計画を基に七七、五○○人としたが、平成二二錘度
の将来人口は、上位計画（第五次基本計画及び基本計画）の平成一二犀度の将来人口八五、○○○人をそのまま適用
している。このように、述路綱計画は、平成一二年度の将錘小人口の股定ではより新しい叶画である国土利用計画を参
照したのに、平成二二年より一○年も前の予測数値を参照している。そのため、道路網計画の人口予測は高めに設定
されてしまっている」という予測の基礎資料の不備を主張した。公共珈業裁判では、通常、環境影轡評価などの環境
問題に多くの主張を費やす事例がほとんどであるが、本件では、環境問題に全く触れずに交通趾予測に論点を絞った
ことは優れた立証方法である。
泡瀬干潟埋立公金支出差止等錨馨畿雛件（那綱地判平二○・一一・’九、福岡高裁那佃支判平二一・一○・一五）は、
経済的合理性以外の争点では、行政の主張が認められたものの、土地利用計画に経済的合理性があるか否かが最大の
争点となり、この点について原告の主張が認められた。本件は、厳密な意味での費用便益分析がなされたわけではな
いが、経済的合理性を争点とし、海浜開発郵業などの事業計画と土地利用計画との整合性の観点から分斫したことは、
原告の主張に客観性を持たせるために優れた立証方法であった。
（１）『第一四回覇境法政顕学会鋪四分科会（二○一○年六月一九日）』での発言二○一○
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（２）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政駆件訴訟法・国家賠償法』日本呼蜑社豊三三弓・患‐畠
（３）『行政銭判月報』第二二号一畠Ｐ己・臣
（４）『行政郡件裁判例典』第二巻第六号］忠一も。Ｃ念
（５）『行政耶件裁判例梨』第九巻鰯二号］●認も』震
（６）『行政平件鍍判例梨』節一四巻卵二号窃霞も。堅←
（７）『行政耶件錨判例梨』卯一四巻卵二号冨望・ロ・騨忌
（８）『行政取件蛾判例染』鰯｜八巻輔一・二号］患『も．】畠
（９）島田侭次「地方公務風のための行政訴舩の知識』ぎようせい】②三七・臣『
（、）『行政駆件裁判例染』第九巻第六号】患Ｐ己・巨昌
（ｕ）島田信次『地方公務回のための行政訴舩の知識」ぎようせい』ミニ》ご』ご
（肥）『行政駆件裁判例梨』節九巻第三号ご農已・堂『
（咄）『行政耶件銭判例梨」朔九巻第三号』②農己・含閨
（川）『行政耶件裁判例梨』卵九巻卵二号】ｃ農已・含酊
（腿）『行政耶件銭判例梨』鰯一○巻節一二号】召Ｐ巳・鴎望
（応）『行政印件裁判例梨』節一○巻節一二号］患Ｐご・里］】
（Ⅳ）『判例時報』三六一号】①竪自』⑦
（肥）『行政事件裁判例築」第一六巻第七号一色富も』］巴
（四）「行政事件銭判例典』節一六巻第一号乞留も』鵠
（即）『行政耶件裁判例典』節一八巻節四号房麗『七・＄画
（皿）『判例時報』一三六六号】ｇ』壱・巴
（理）『判例時報」一四八七号』忠一ら・望
（恥）『判例時報』一四八八号』沼』も。『
（別）『判例タイムズ』八七五号ご鵠・己・］ｓ、伊藤滋夫他『環境法の要件駆実法科大学院要件螂実教育研究所報第七二三日本評箇社
唖つ。。。ご・】『『
（鰯）『最高類
『最高裁判所民叩判例梨』第二一巻一一一号一患『・己・望酋
公共取粟澱判の研究（三）（行政叩件娼）（田畑）
七
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（伽）伊腫滋夫他『環境法の要件耶爽法科大学院要件耶実教育研究所轍鮒七号』日本評蹟社砲＆・・己』ご
（枢）伊繭滋夫他『琉境法の要件耶爽法科大学院要件耶実教育研究所報鯏七号」日本呼蛤社曽ｇ・弓』】〒Ｅ
（梱）「圏央適耶薬理定・収用銭決取消鋪求耶件（東京地判平一七・五・一一一一）原告最終迦燗書面」旨三七・醤②
、）実際には、例えば土地収用法二○条二号要件充足性が立証責任の問題として処理されるケースはほとんどないであろう（伊麓滋夫
『嗣境法の嬰件耶実法科大学院要件順爽救育研究所報筋七号』日本呼陰社曽９．壱・』国）。
（桐）伊顧滋夫『斑境法の要件耶奥法科大学院要件叩実教育研究所報鰍七号」日本呼蛤社曽ｇ壱・二②
（媚）伊亜滋夫他「諏境法の要件耶実法科大学院要件駆実教育研究所報第七号』日本呼鎗社曽皀・ロ・旨
行）小島延夫『改革提言行政訴舩改茄に向けて市民の命と日本の明日のために」（東京弁謹士会期成会主他期成会政策シンポジ
ウム行政訴訟改茄（二○一一年九月一一八日）ｇ］】・己，】
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（溺）『行政廟件扱判例梨』第一○巻一二号］雷Ｐ弓・鬮紹１麗麗
（〃）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政耶件訴訟法・国家賠償法』日本評鎧社ｇ量ら』ｃ］
（躯）伊藤滋夫他『環境法の要件耶奥法科大学院要件耶実教育研究所報節七号』日本呼蹟社函三○も・亀
（羽）室井力他『ゴンメンタール行政法Ⅲ行政巾件脈舩法・国東賠個法』日本評瞳社曽三七・ｇ
（弧）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政耶件訴訟法・国家賠償法」日本呼鎗社曽三．ご・ｇ
（則）伊藤滋夫他『環境法の要件駆実法科大学院要件耶実教育研究所報第七具旦日本評證社曽ｇら・謡
（躯）伊藤滋夫他『環境法の要件醐実法科大学院要件耶実教育研究所報第七旦邑日本評璋社９ｓも・函ｇ
（鋼）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政耶件脈腿法・国家賠償法』日本評造社曽三七・ｇ
（鋼）室井力他『コンメンタール行政法Ⅱ行政耶件脈舩法・国窺賠償法」日本呼鎗社曽三・℃・＄
（弱）第一五回潔境法政軍学会シンポジウム（二○二年六月一九日）での発言二○’一
（鉛）伊麓滋夫他『環境法の要件噸実法科大学院要件耶実教育研究所報第七具ｇ日本評箔社旨ｇ七・念
（釘）瀞日偉知郎「卵案解明騒務」『ジュリスト墹刊〔判例から学ぶ〕民耶耶奥野定』曽冨も．温
（躯）山村恒年『判例解晩行政法」僧山社】垣農ロ・己
（鋤）山村恒年『判例解説行政法」僧山社】中農己・葛
（㈹）高木光「福島第二原発訴訟」『自治研究』第六一巻一二号］冨切も。］患、山村恒年「科学技術の発展と行政法」『公法研究」五三号
］＠℃】已己・】②。
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（岨）『判例時報』五五六号這呂・弓．②甲欝
（伯）節一五回環境法政策学会シソ報ジウム（二○二年六月一九日）での発酋二○一一
公共砺業鍛判の研究（三）（行政研件檀）（田畑）
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